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まとめ資料比較表 〔39 条 地震による損傷の防止〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

目次 

39 条 地震による損傷の防止 

添付資料－１ 重大事故等対処施設の網羅的な整理について 

番号 表題 内容 

39-1 重大事故等対処設備の設備分類 

申請対象重大事故等対処設備の耐震設計上の設備分類を示す。 

重大事故等対処設備については，39 条第 1項にて設備分類及び施設

区画毎に耐震要求が規定されている。 

39-2 設計用地震力 

重大事故等対処設施設の耐震評価に適用する設計用地震力（静的地震

力，動的地震力）を施設の種別（建物・構築物，機器・配管系，土木

構造物）及び施設区分毎に示す。 

39-3

重大事故等対処施設の基本構造等に

基づく既往の耐震評価手法の適用性

と評価方針について 

重大事故等対処施設の機種区分，型式，設置場所，設置方式及び設計

基準対象施設との基本構造の差異を示し，実績のある設計基準対象施

設に適用する従前の評価方針・手法が準用可能であるかを確認してい

る。 

39-4

重大事故等対処施設の耐震設計にお

ける重大事故と地震の組合せについ

て 

重大事故等対処施設の耐震設計における重大事故等時に作用する荷

重と地震力の組合せ及び許容応力状態について，検討手順及び検討結

果を示す。 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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39－1 重大事故等対処設備の設備分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39-1 重大事故等対処設備の設備分類 

 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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重大事故等対処設備の設備分類 

 

 

重大事故等対処設備の設備分類 

 

 

重大事故等対処設備の設備分類 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の重大事

故等対処設備を記載し

ている 

 

設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

１．原子炉本体 

原子炉圧力容器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

重大事故時に対処する

ための流路又は注水先，

注入先，排出元等 

 

設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

２．核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

燃料プールスプレイ系

（常設スプレイヘッダ）

による燃料プールへの

注水及びスプレイ 

可搬型ストレーナ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

常設スプレイヘッダ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

燃料プールスプレイ系配

管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

燃料プールスプレイ系 

（可搬型スプレイノズ

ル）による燃料プールへ

の注水及びスプレイ 

可搬型ストレーナ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

可搬型スプレイノズル 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

ホース・弁[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

燃料プール水位（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

燃料プールの監視 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｃクラス 

・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

燃料プール監視カメラ（Ｓ
Ａ）（燃料プール監視カメラ

用冷却設備を含む。） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

燃料プール冷却ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｂクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

燃料プール冷却系に 

よる燃料プールの除熱 

燃料プール冷却系熱交換器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｂクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

大型送水ポンプ車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

移動式代替熱交換設備 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

移動式代替熱交換設備 

ストレーナ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

原子炉補機代替冷却系  

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

原子炉補機冷却系 配管・弁

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

原子炉補機冷却系 サージ

タンク [流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

燃料プール冷却系 配管・弁

［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｂクラス  

・常設耐震重要重大事故防止設備 

燃料プール冷却系 スキマ・ 

サージ・タンク ［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｂクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

燃料プール冷却系  

ディフューザ［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｂクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

ホース・接続口［流路］ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

構内監視カメラ（ガスタービ

ン発電機建物屋上） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｃクラス 

・常設重大事故対処設備（防止でも

緩和でもない設備） 

重大事故等収束のた

めの水源※水源とし

ては海も使用可能 

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 
水の供給 

ホース[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

燃料プール 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

重大事故時に対処する 

ための流路又は注水先， 

注入先，排出元等 

 

設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

３．原子炉冷却系統施設 

高圧原子炉代替注水ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

高圧原子炉代替注水

系による原子炉の冷

却 

高圧原子炉代替注水系（蒸気

系） 配管・弁［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

主蒸気系 配管［流路］ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉隔離時冷却系（蒸気

系） 配管・弁［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

高圧原子炉代替注水系（注水

系） 配管・弁［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去系 配管・弁・ス

トレーナ［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉隔離時冷却系（注水

系） 配管・弁［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉浄化系 配管［流路］ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

給水系  

配管・弁・スパージャ［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉隔離時冷却ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉隔離時冷却系

による原子炉の冷却 

原子炉隔離時冷却系（蒸気

系） 配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

主蒸気系 配管[流路] 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉隔離時冷却系（注水

系） 配管・弁・ストレーナ 

[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉浄化系 配管 [流路] 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

給水系  

配管・弁・スパージャ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

高圧炉心スプレイ・ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 高圧炉心スプレイ系

による原子炉の冷却 高圧炉心スプレイ系  

配管・弁・ストレーナ・スパ

ージャ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

逃がし安全弁[操作対象弁] 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

逃がし安全弁 

逃がし安全弁逃がし弁機能

用アキュムレータ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

主蒸気系 配管・クエンチャ

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓ，Ｂクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

逃がし安全弁用窒素ガスボ

ンベ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

逃がし安全弁窒素ガ

ス供給系 逃がし安全弁逃がし弁機能

用アキュムレータ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

残留熱除去系注水弁 

（MV222-5A,5B,5C） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） インターフェイスシ

ステム LOCA 隔離弁 低圧炉心スプレイ系注水弁

（MV223-2） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉建物燃料取替階 

ブローアウトパネル 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 原子炉建物燃料取替

階ブローアウトパネ

ル 

低圧原子炉代替注水ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

低圧原子炉代替注水

系（常設）による原

子炉の冷却 

低圧原子炉代替注水系  

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去系  

配管・弁[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓ，Ｂクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

低圧原子炉代替注水

系（可搬型）による

原子炉の冷却 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

低圧原子炉代替注水系  

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去系  

配管・弁[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓ，Ｂクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

低圧炉心スプレイ・ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 低圧炉心スプレイ系

による低圧注水 低圧炉心スプレイ系  

配管・弁・ストレーナ・スパ

ージャ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

残留熱除去ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 
残留熱除去系（低圧

注水モード）による

低圧注水 
残留熱除去系   

配管・弁・ストレーナ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

残留熱除去ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

残留熱除去系（原子

炉停止時冷却モー

ド）による原子炉停

止時冷却 

残留熱除去系   

配管・弁・ストレーナ・ジェ

ットポンプ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

残留熱除去系熱交換器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉再循環系 配管・弁 

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

移動式代替熱交換設備 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

原子炉補機代替冷却

系による除熱 

※水源は海を使用 

移動式代替熱交換設備 

ストレーナ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

大型送水ポンプ車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

原子炉補機代替冷却系 

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

原子炉補機冷却系  

配管・弁[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

原子炉補機冷却系 

サージタンク [流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

残留熱除去系熱交換器 

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

原子炉補機冷却水ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉補機冷却系（原
子炉補機海水系を含

む。）※水源は海を使
用 

原子炉補機海水ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉補機冷却系熱交換器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉補機冷却系 配管・

弁・海水ストレーナ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉補機冷却系 サージ

タンク[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

高圧炉心スプレイ補機冷却

水ポンプ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

高圧炉心スプレイ補

機冷却系（高圧炉心

スプレイ補機海水系

を含む。）※水源は海

を使用 

高圧炉心スプレイ補機海水

ポンプ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

高圧炉心スプレイ補機冷却

系 配管・弁・海水ストレー

ナ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

高圧炉心スプレイ補機冷却

系サージタンク[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

高圧炉心スプレイ補機冷却

系熱交換器 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

サプレッション・チェンバ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

重大事故等収束のた
めの水源 

※水源としては海も 

使用可能 低圧原子炉代替注水槽 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

可搬型ストレーナ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 
水の供給 

 

設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

４．計測制御系統施設 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒

挿入機能） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

代替制御棒挿入機能に

よる制御棒緊急挿入 

制御棒 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

制御棒駆動機構 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

制御棒駆動水圧系水圧制御

ユニット 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

制御棒駆動水圧系 配管・弁

［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉

再循環ポンプトリップ機能） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 原子炉再循環 

ポンプ停止による 

原子炉出力抑制 

ほう酸水注入ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ほう酸水注入 

ほう酸水貯蔵タンク 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ほう酸水注入系 配管・弁

［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

差圧検出・ほう酸水注入系配

管（原子炉圧力容器内部）［流

路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

逃がし安全弁逃がし弁機能

用アキュムレータ 
重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
逃がし安全弁 

自動減圧起動阻止スイッチ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

原子炉減圧の 

自動化 

代替自動減圧起動阻止スイ

ッチ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

代替自動減圧ロジック 

（代替自動減圧機能） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

逃がし安全弁窒素ガス供給

系 配管・弁[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

逃がし安全弁窒素ガス

供給系 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

水素濃度及び酸素濃

度の監視 

格納容器水素濃度（Ｂ系） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

格納容器酸素濃度（Ｂ系） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

静的触媒式水素処理装置入

口温度 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 
静的触媒式水素処理

装置による水素濃度

抑制 
静的触媒式水素処理装置出

口温度 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

原子炉建物水素濃度 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 原子炉建物内の水素

濃度監視 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉圧力容器内の

温度 

原子炉圧力 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉圧力容器内の

圧力 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

原子炉圧力（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉圧力容器内の

圧力 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
原子炉圧力容器内の

水位 
原子炉水位（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉隔離時冷却ポンプ出

口流量 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉圧力容器への

注水量 

代替注水流量（常設） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

低圧原子炉代替注水流量 

低圧原子炉代替注水流量（狭

帯域用） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

高圧炉心スプレイポンプ出

口流量 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

低圧炉心スプレイポンプ出

口流量 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

残留熱除去ポンプ出口流量 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

高圧原子炉代替注水流量 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系原子炉注

水流量 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

代替注水流量（常設） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉格納容器への

注水量 

格納容器代替スプレイ流量 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ペデスタル代替注水流量 

ペデスタル代替注水流量（狭

帯域用） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系格納容器

スプレイ流量 

重大事故等対処施設 

 

・常設重大事故緩和設備 

ドライウェル温度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

原子炉格納容器内の

温度 

サプレッション・チェンバ温

度（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

サプレッション・プール水温

度（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ペデスタル温度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

ペデスタル水温度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 原子炉格納容器内の

圧力 サプレッション・チェンバ圧

力（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ドライウェル水位 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

原子炉格納容器内の

水位 

サプレッション・プール水位

（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ペデスタル水位 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

格納容器水素濃度（Ｂ系） 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉格納容器内の

水素濃度 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉格納容器内の

水素濃度 

平均出力領域計装 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 未臨界の維持又は監

視 中性子源領域計装 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

サプレッション・プール水温

度（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

最終ヒートシンクの

確保（残留熱代替除

去系） 

残留熱除去系熱交換器出口

温度 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系原子炉注

水流量 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系格納容器

スプレイ流量 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

スクラバ容器圧力 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

最終ヒートシンクの

確保（格納容器フィ

ルタベント系） 

スクラバ容器水位 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

スクラバ容器温度 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

第１ベントフィルタ出口水

素濃度 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

残留熱除去ポンプ出口流量 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

最終ヒートシンクの

確保（残留熱除去系） 

残留熱除去系熱交換器入口

温度 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

残留熱除去系熱交換器出口

温度 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉圧力 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器バイパスの

監視（原子炉圧力容

器内の状態） 

原子炉圧力（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉水位（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ドライウェル温度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
格納容器バイパスの

監視（原子炉格納容

器内の状態） 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去ポンプ出口圧力 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 
格納容器バイパスの

監視（原子炉建物内

の状態） 
低圧炉心スプレイポンプ 

出口圧力 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

低圧原子炉代替注水槽水位 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
水源の確保 

サプレッション・プール水位 

（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉建物水素濃度 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 原子炉建物内の水素

濃度 

格納容器酸素濃度（Ｂ系） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 
原子炉格納容器内の

酸素濃度 
格納容器酸素濃度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

燃料プール監視カメラ（Ｓ

Ａ）（燃料プール監視カメラ

用冷却設備を含む。） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 燃料プールの監視 

可搬型計測器 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

温度，圧力，水位，

注水量の計測・監視 

ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二

次側圧力 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

その他 

Ｎ２ガスボンベ圧力 重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

原子炉補機冷却水ポンプ出

口圧力 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｃクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

ＲＣＷ熱交換器出口温度 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｃクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

ＲＣＷサージタンク水位 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｃクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

Ｃ－メタクラ母線電圧 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

Ｄ－メタクラ母線電圧 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ＨＰＣＳ－メタクラ母線電

圧 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

緊急用メタクラ電圧 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ＳＡロードセンタ母線電圧 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

Ｂ１－115Ｖ系蓄電池（ＳＡ）

電圧 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

Ａ－115Ｖ系直流盤母線電圧 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

Ｂ－115Ｖ系直流盤母線電圧 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

その他 230Ｖ系直流盤（常用）母線

電圧 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ＳＡ用 115V 系充電器盤蓄電

池電圧 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

プラントパラメータ監視装

置（中央制御室待避室） 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備（防止

でも緩和でもない設備） 

居住性の確保 

差圧計 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

酸素濃度計 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備（防止

でも緩和でもない設備） 

二酸化炭素濃度計 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備（防止

でも緩和でもない設備） 

ＬＥＤライト（三脚タイプ） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備（防止

でも緩和でもない設備） 
照明の確保 

安全パラメータ表示システ

ム（ＳＰＤＳ） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

発電所内の通信連絡 

有線式通信設備 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

無線通信設備（固定型） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

無線通信設備（携帯型） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

衛星電話設備（固定型） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

衛星電話設備（携帯型） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

無線通信設備（屋外アンテ

ナ）[伝送路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

衛星通信設備（屋外アンテ

ナ）[伝送路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

無線通信装置[伝送路] 重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

有線（建物内）（有線式通信

設備，無線通信設備（固定

型），衛星電話設備（固定型）

に係るもの）［伝送路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

有線（建物内）（安全パラメ

ータ表示システム（ＳＰＤ

Ｓ）に係るもの）［伝送路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

衛星電話設備（固定型） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

発電所外の通信連絡 

衛星電話設備（携帯型） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

データ伝送設備 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

衛星電話設備（屋外アンテ

ナ）[伝送路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

衛星通信装置[伝送路] 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

有線（建物内）（衛星電話設

備（固定型）に係るもの）［伝

送路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

有線（建物内）（統合原子力

防災ネットワークに接続す

る通信連絡設備，データ伝送

設備に係るもの）［伝送路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

 

設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

５．放射線管理施設 

燃料プールエリア放射線モ

ニタ（高レンジ・低レンジ）

（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 燃料プールの監視 

格納容器雰囲気放射線モニ

タ（ドライウェル） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 原子炉格納容器内の

放射線量率 格納容器雰囲気放射線モニ

タ（サプレッション・チェン

バ） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

第１ベントフィルタ出口放

射線モニタ（高レンジ・低レ

ンジ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

最終ヒートシンクの

確保（格納容器フィ

ルタベント系） 

中央制御室遮蔽 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

居住性の確保 

中央制御室待避室遮蔽 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

再循環用ファン 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

チャコール・フィルタ・ブー

スタ・ファン 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

非常用チャコール・フィル

タ・ユニット 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

中央制御室換気系 弁 

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

中央制御室換気系 ダクト

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

中央制御室待避室正圧化装

置（空気ボンベ） 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

中央制御室待避室正圧化装

置（配管・弁）［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

可搬式モニタリング・ポスト 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 
放射線量の代替測定 

データ表示装置（伝送路） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

ＧＭ汚染サーベイ・メータ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

放射性物質の濃度の代

替測定 

ＮａＩシンチレーション・サ

ーベイ・メータ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

 (防止でも緩和でもない設備) 

可搬式ダスト・よう素サンプ

ラ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

可搬式気象観測装置 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 気象観測項目の代替測

定 データ表示装置（伝送路） 重大事故等対処施設 

 

・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

可搬式モニタリング・ポスト 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

放射線量の測定 

電離箱サーベイ・メータ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

小型船舶 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

データ表示装置（伝送路） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

ＧＭ汚染サーベイ・メータ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

放射性物質の 

濃度の測定 

（空気中・水中・土壌中）

及び海上モニタリング 

ＮａＩシンチレーション・サ

ーベイ・メータ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

可搬式ダスト・よう素サンプ

ラ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

α・β線サーベイ・メータ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

小型船舶 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備 

（防止でも緩和でもない設備） 

緊急時対策所遮蔽 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

居住性の確保 

緊急時対策所空気浄化フィ

ルタユニット 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

緊急時対策所空気浄化送風

機 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

緊急時対策所正圧化装置 

（空気ボンベ） 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

緊急時対策所空気浄化装置

用可搬型ダクト[流路] 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

緊急時対策所空気浄化装置

（配管・弁） [流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

緊急時対策所正圧化装置 

可搬型配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

緊急時対策所正圧化装置 

（配管・弁） [流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

 

39-13r5



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

６．原子炉格納施設 

低圧原子炉代替注水ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器代替スプレイ

系（常設）による原子炉

格納容器内の冷却 

低圧原子炉代替注水系 

配管・弁 [流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去系  

配管・弁 [流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器スプレイ・ヘッダ

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

格納容器代替スプレイ

系（可搬型）による原子

炉格納容器内の冷却 

可搬型ストレーナ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

残留熱除去系  

配管・弁 [流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器代替スプレイ系 

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器スプレイ・ヘッダ

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

残留熱除去系（格納容器

冷却モード）による原子

炉格納容器内の冷却 

残留熱除去系熱交換器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

残留熱除去系 

配管・弁・ストレーナ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

格納容器スプレイ・ヘッダ

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

残留熱除去ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

(設計基準拡張) 残留熱除去系（サプ

レッション・プール

水冷却モード）によ

る原子炉格納容器内

の冷却 

残留熱除去系熱交換器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

(設計基準拡張) 

残留熱除去系  

配管・弁・ストレーナ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

(設計基準拡張) 

第１ベントフィルタスクラ

バ容器 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器フィルタベン

ト系による原子炉格納

容器内の減圧及び除熱 

第１ベントフィルタ銀ゼオ

ライト容器 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

圧力開放板 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器フィルタベント系 

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

窒素ガス制御系  

配管・弁[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
格納容器フィルタベン

ト系による原子炉格納

容器内の減圧及び除熱 

非常用ガス処理系  

配管・弁[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

遠隔手動弁操作機構 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系によ

る原子炉格納容器内の

減圧及び除熱 

 

残留熱除去系熱交換器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

移動式代替熱交換設備 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

移動式代替熱交換設備スト

レーナ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

大型送水ポンプ車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

原子炉補機代替冷却系 

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

原子炉補機冷却系 

配管・弁［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉補機冷却系 

サージタンク［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去系 

配管・弁・ストレーナ［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系  

配管・弁［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

低圧原子炉代替注水系  

配管・弁［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

格納容器スプレイ・ヘッダ

［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

ホース・接続口［流路］ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

低圧原子炉代替注水ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

ペデスタル代替注水系

（常設）による原子炉格

納容器下部への注水 

コリウムシールド 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

低圧原子炉代替注水系  

配管・弁 [流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去系  

配管・弁 [流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器スプレイ・ヘッダ

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

格納容器代替スプレイ

系（可搬型）による原子

炉格納容器下部への 

注水 

コリウムシールド 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

可搬型ストレーナ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

残留熱除去系  

配管・弁[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器代替スプレイ系 

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

格納容器スプレイ・ヘッダ

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

ペデスタル代替注水系

（可搬型）による原子炉

格納容器下部への注水 

コリウムシールド 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

ペデスタル代替注水系  

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

可搬式窒素供給装置 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 
窒素ガス代替注入系に

よる原子炉格納容器内

の不活性化 

窒素ガス代替注入系  

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

可搬式窒素供給装置 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 格納容器フィルタベ

ント系による原子炉

格納容器内の水素ガ

ス及び酸素ガスの排

出 

ホース・接続口〔流路］ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

静的触媒式水素処理装置 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 静的触媒式水素処理 

装置による水素濃度 

抑制 

大型送水ポンプ車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 大気への放射性物質

の拡散抑制 

※水源は海を使用 

ホース[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

放水砲 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

放射性物質吸着材 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 
海洋への放射性物質

の拡散抑制 
シルトフェンス 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

小型船舶 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

大型送水ポンプ車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 
航空機燃料火災への

泡消火 

※水源は海を使用 

ホース[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

放水砲 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

泡消火薬剤容器 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

非常用ガス処理系排気ファ

ン 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

被ばく線量の低減 

前置ガス処理装置[流路] 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

後置ガス処理装置[流路] 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

非常用ガス処理系配管・弁

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

非常用ガス処理系排気管[流

路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉建物燃料取替階ブロ

ーアウトパネル閉止装置 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

原子炉格納容器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

重大事故等に対処す

るための流路又は注

水先，注入先，排出

元等 
原子炉建物原子炉棟 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

７．非常用電源設備 

ＳＲＶ用電源切替盤 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

可搬型直流電流によ

る減圧 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電

池（補助盤室） 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 主蒸気逃がし安全弁

用蓄電池による減圧 

ガスタービン発電機 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

常設代替交流電源設備

による給電 

ガスタービン発電機用 

サービスタンク 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機用燃料

移送ポンプ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機用燃料

移送系配管・弁[燃料流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機用 

軽油タンク 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

高圧発電機車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

可搬型代替交流電源設

備による給電 

ガスタービン発電機用 

軽油タンク 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

非常用ディーゼル発電機燃

料貯蔵タンク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料貯蔵タンク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

タンクローリ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機用軽油

タンクドレン弁［燃料流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ホース［燃料流路］ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

Ｂ－115Ｖ系蓄電池 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

所内常設蓄電式直流

電源設備による給電 

Ｂ１－115Ｖ系蓄電池 

（ＳＡ） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

230Ｖ系蓄電池 

（ＲＣＩＣ） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

Ｂ－115V 系充電器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

Ｂ１－115Ｖ系充電器 

（ＳＡ） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

230Ｖ系充電器 

（ＲＣＩＣ） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

ＳＡ用 115V 系蓄電池 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 常設代替直流電源設

備による給電 ＳＡ用 115V 系充電器 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

高圧発電機車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

可搬型直流電源設備に

よる給電 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

可搬型直流電源設備に

よる給電 

ＳＡ用 115V 系充電器 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

230V 系充電器（常用） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｃクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機用 

軽油タンク 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

非常用ディーゼル発電機燃

料貯蔵タンク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料貯蔵タンク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

タンクローリ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機用軽油

タンクドレン弁［燃料流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ホース［燃料流路］ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

緊急用メタクラ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

代替所内電気設備によ

る給電 

メタクラ切替盤 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

高圧発電機車接続プラグ収

納箱 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ＳＡロードセンタ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ＳＡ１コントロールセンタ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ＳＡ２コントロールセンタ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

充電器電源切替盤 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ＳＡ電源切替盤 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

重大事故操作盤 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

緊急用メタクラ接続プラグ

盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

非常用高圧母線Ｃ系 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

非常用高圧母線Ｄ系 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

非常用ディーゼル発電機 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

非常用交流電源設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機 

燃料貯蔵タンク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料貯蔵タンク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

非常用ディーゼル発電機 

燃料デイタンク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料デイタンク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

非常用ディーゼル発電機 

燃料移送ポンプ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料移送ポンプ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

非常用ディーゼル発電機 

燃料移送系 配管・弁 

[燃料流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料移送系  

配管・弁[燃料流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

Ａ－115V 系蓄電池 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

非常用直流電源設備 

Ｂ－115V 系蓄電池 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

Ｂ1－115V 系蓄電池（ＳＡ） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

高圧炉心スプレイ系蓄電池 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

Ａ－原子炉中性子計装用蓄

電池 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

Ｂ－原子炉中性子計装用蓄

電池 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

Ａ－115V 系充電器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

Ｂ－115V 系充電器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

Ｂ1－115V 系充電器（ＳＡ） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

230V 系充電器（ＲＣＩＣ） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

非常用直流電源設備 

高圧炉心スプレイ系充電器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

Ａ－原子炉中性子計装用充

電器 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

Ｂ－原子炉中性子計装用充

電器 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

ガスタービン発電機用軽油

タンク

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

燃料補給設備 

非常用ディーゼル発電機燃

料貯蔵タンク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料貯蔵タンク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

タンクローリ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機用軽油

タンクドレン弁［燃料流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ホース［燃料流路］ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

緊急時対策所用発電機 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

電源の確保 

可搬ケーブル 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

緊急時対策所 

発電機接続プラグ盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

緊急時対策所 低圧母線盤 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

緊急時対策所用燃料 

地下タンク 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

タンクローリ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

ホース 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

８．非常用取水設備 

取水口 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｃクラス 

・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

非常用取水設備 

取水管 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｃクラス 

・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

取水槽 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｃクラス 

・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

９．緊急時対策所 

差圧計 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備
(防止でも緩和でもない設備)

居住性の確保 

二酸化炭素濃度計 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備
(防止でも緩和でもない設備)

酸素濃度計 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備
(防止でも緩和でもない設備)

可搬式エリア放射線モニタ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備

統合原子力防災ネットワー

クに接続する通信連絡設備

重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備) 
発電所外の通信連絡 

10．その他 

ホイールローダ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備（防止

でも緩和でもない設備）
アクセスルート確保 
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まとめ資料比較表 〔39 条 39-2 設計用地震力〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39-2 設計用地震力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39－2 設計用地震力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39－2 設計用地震力 

 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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設計用地震力 

重大事故等対処施設に適用する設計用地震力（動的地震力，静

的地震力）について，施設区分に応じて以下のとおり示す。 

１．静的地震力 

静的地震力は，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大

事故防止設備，及び当該設備が設置される重大事故等対処施設に

適用するものとし，以下の地震層せん断力係数及び震度に基づき

算定する。 

（注1） 重大事故等対処施設の施設区分 

①:常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防

止設備

②：①が設置される重大事故等対処施設

（注2）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事

故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス 

（注3）Ｃｉ：標準せん断力係数を0.2とし，建物・構築物の振動特

性及び地盤の種類等を考慮して求められる値で次式に基

づく。 

Ｃｉ＝Ｒｔ・Ａｉ・Ｃｏ 

Ｒｔ：振動特性係数 

Ａｉ：Ｃｉの分布係数 

Ｃｏ：標準せん断力係数 0.2 

(備考)常設重大事故防止設備（設計基準拡張）については，設計

基準事故対処設備として設定されている耐震重要度分類の

クラスに従って地震力を分類する。

重大事故等対処施設に適用する設計用地震力（動的地震力，静

的地震力）について，施設区分に応じて以下のとおり示す。 

1. 静的地震力

静的地震力は，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大

事故防止設備，及び当該設備が設置される重大事故等対処施設に

適用するものとし，以下の地震層せん断力係数及び震度に基づき

算定する。 

（注１） 重大事故等対処施設の施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防

止設備 

②：①が設置される重大事故等対処施設

（注２）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準

事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス 

（注３）Ｃｉ：標準せん断力係数を0.2 とし，建物・構築物の振

動特性及び地盤の種類等を考慮して求められる値で次式

に基づく。 

Ｃｉ＝Ｒｔ・Ａｉ・Ｃo 

Ｒｔ ：振動特性係数 

Ａｉ ：Ｃｉの分布係数 

Ｃo ：標準せん断力係数 

（備考）常設重大事故防止設備については，設計基準事故対処設

備として設定されている耐震重要度分類のクラスに従っ

て地震力を分類する。 

設計用地震力 

重大事故等対処施設に適用する設計用地震力（動的地震力，静

的地震力）について，施設区分に応じて以下のとおり示す。 

1. 静的地震力

静的地震力は，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大

事故防止設備及び当該設備が設置される重大事故等対処施設に適

用するものとし，以下の地震層せん断力係数及び震度に基づき算

定する。 

（注１）重大事故等対処施設の施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故

防止設備 

②：①が設置される重大事故等対処施設

（注２）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準

事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス 

（注３）Ｃi：標準せん断力係数を 0.2 とし，建物・構築物の振

動特性及び地盤の種類等を考慮して求められる値で次

式に基づく。 

Ｃi＝Ｒt・Ａi・Ｃo 

Ｒt：振動特性係数 

Ａi：Ｃi の分布係数 

Ｃo：標準せん断力係数 0.2 

（備考）常設重大事故防止設備（設計基準拡張）については，設

計基準事故対処設備として設定されている耐震重要度分

類のクラスに従って地震力を分類する。 

種別 
(注１) 

施設区分 

(注２) 

耐震クラス 

(注３) 

地震層せん断力係数

及び水平震度 

鉛直震度 

建物・ 

構築物 

② Ｂ 1.5Ｃi － 

② Ｃ 1.0Ｃi － 

機器・ 

配管系 

① Ｂ 1.8Ｃi － 

① Ｃ 1.2Ｃi － 

土木構造物 ① Ｃ 1.0Ｃi － 
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２. 動的地震力 

動的地震力は，重大事故等対処施設の施設区分に応じて，以下

の入力地震動に基づき算定する。 

 

 

（注1）重大事故等対処施設の施設区分 

①:常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防 

止設備 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備及び常設重大事故緩和設備   

（設計基準拡張） 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

⑦：緊急時対策所（5号炉原子炉建屋内緊急時対策所） 

（注2）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事

故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス 

また，常設重大事故緩和設備及び常設重大事故緩和設備

（設計基準拡張）については，当該クラスをＳと表記する。 

（注3）設計用床応答曲線は，弾性設計用地震動Ｓｄ 及び基準地

震動Ｓｓに基づき作成した設計用床応答曲線とする。 

（注4）事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の

関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせる。 

（注5）水平及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある施

設に適用する。 

（注6）屋外重要土木構造物の機能を代替する重大事故等対処施設

に適用する。 

2. 動的地震力 

動的地震力は，重大事故等対処施設の施設区分に応じて，以下の

入力地震動に基づき算定する。 

 

（注１）重大事故等対処施設の施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防

止設備 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備 

 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

⑦：緊急時対策所建屋 

（注２）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準

事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス，また常設

重大事故緩和設備については，当該クラスをＳと標記する。 

 

（注３）設計用床応答曲線は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地

震動Ｓsに基づき作成した設計用床応答曲線とする。 

（注４）事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の

関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせる。 

（注５）水平及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある

施設に適用する。 

 

 

2. 動的地震力 

動的地震力は，重大事故等対処施設の施設区分に応じて，以下

の入力地震動に基づき算定する。 

 

（注１）重大事故等対処施設の施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防

止設備 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備 

 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

⑦：緊急時対策所 

（注２）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準

事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス。 

また，常設重大事故緩和設備については，当該クラスを

Ｓと表記する。 

 

 

（注３）事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率

の関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせる。 

（注４）水平及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある

施設に適用する。 

（注５）屋外重要土木構造物の機能を代替する重大事故等対処施

設に適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉では常設

重大事故緩和設備（設計

基準拡張）に該当する設

備が存在しない 

（以下，①の相違） 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 ①の相違 

 

 

 

 

種別 

(注１) 

施設区分 

 

(注２) 

耐震 

クラス 

入力地震動 

水平地震動 鉛直地震動 

建物・ 

構築物 

(注３) 

③，④， 

⑤，⑥，⑦ 

Ｓ 
基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

② Ｂ 

(注４) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ×１／２ 

(注４) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ×１／２ 

機器・ 

配管系 

(注３) 

③，⑤ 
Ｓ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

① Ｂ 

(注４) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ×１／２ 

(注４) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ×１／２ 

土木 

構造物 

③，⑤ Ｓ 基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

①,④,⑥ Ｃ 
（注５） 

基準地震動Ｓｓ 

（注５） 

基準地震動Ｓｓ 
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(備考) 常設重大事故防止設備（設計基準拡張）については，設計

基準事故対処設備として設定されている耐震重要度分類の

クラスに従って地震力を分類する。 

 

３. 設計用地震力 

 

 

 

 

（備考）常設重大事故防止設備については，設計基準事故対処設

備として設定されている耐震重要度分類のクラスに従っ

て地震力を分類する。 

 

3. 設計用地震力 

設計用地震力について，下表に整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）常設重大事故防止設備（設計基準拡張）については，設

計基準事故対処設備として設定されている耐震重要度分

類のクラスに従って地震力を分類する。 

 

3. 設計用地震力 

設計用地震力は，重大事故等対処施設の施設区分に応じて，1.

及び 2.に基づき以下の通り設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

種別 

(注１) 

施設区分 

 

(注２) 

耐震 

クラス 

設計用地震力 
備 考 

水 平 鉛 直 

建物・ 

構築物 

(注３) 

③，④， 

⑤，⑥，

⑦ 

Ｓ 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 (注４，９)  

荷重の組合せは，組

合せ係数法による。 弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

② 

Ｂ 

地震層せん断力 

係数 1.5Ｃi 

に基づく地震力 

－ 静的地震力とする。 

(注５) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

×１／２ 

に基づく地震力 

(注５) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

×１／２ 

に基づく地震力 

(注４) 

荷重の組合せは，組

合せ係数法による。 

Ｃ 

地震層せん断力 

係数 1.0Ｃi 

に基づく地震力 

－ 静的地震力とする。 
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種別 

(注１) 

施設区分 

 

(注２) 

耐震 

クラス 

設計用地震力 
備 考 

水 平 鉛 直 

機器・ 

配管系 

(注３) 

 

 

③，⑤ 

 

 

 

Ｓ 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 (注６) 

荷重の組合せは，二

乗和平方根(ＳＲＳ

Ｓ)法による。 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

① 

Ｂ 

静的震度 

1.8Ｃi 

に基づく地震力 

－ (注６，７) 

荷重の組合せは，水

平方向及び鉛直方

向が動的地震力の

場合は二乗和平方

根(ＳＲＳＳ)法に

よる。 

(注５) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

×１／２ 

に基づく地震力 

(注５) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

×１／２ 

に基づく地震力 

Ｃ 

静的震度 

1.2Ｃi 

に基づく地震力 

－ 静的地震力とする。 

土木 

構造物 

③，⑤ Ｓ 
基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 
動的地震力とする。 

①,④,⑥ Ｃ 

（注８） 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

（注８） 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

動的地震力とする。 

① Ｃ 

静的震度 

1.0Ｃi 

に基づく地震力 

－ 静的地震力とする。 
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（注1）重大事故等対処施設の施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防

止設備 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備及び常設重大事故緩和設備   

（設計基準拡張） 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

⑦：緊急時対策所（5号炉原子炉建屋内緊急時対策所） 

（注2）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事

故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス 

また，常設重大事故緩和設備及び常設重大事故緩和設備

（設計基準拡張）については，当該クラスをＳと表記する。 

（注3）事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の

関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせる。 

（注4）水平地震動と鉛直地震動を同時に考慮した解析結果を用い

てもよいものとする。 

（注5）水平及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある施

設に適用する。 

（注6）絶対値和法で組み合わせてもよいものとする。 

（注7）水平における動的と静的の大きい方の地震力と，鉛直にお

ける動的地震力とを，絶対値和法で組み合わせてもよいも

のとする。 

（注8）屋外重要土木構造物の機能を代替する重大事故等対処施設

に適用する。 

(備考)常設重大事故防止設備（設計基準拡張）については，設計

基準事故対処設備として設定されている耐震重要度分類の

クラスに従って地震力を分類する。 

（注１）重大事故等対処施設の施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防

止設備 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備 

 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

⑦：緊急時対策所建屋 

（注２）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準

事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス，また常設

重大事故緩和設備については，当該クラスをＳと標記する。 

 

（注３）事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の

関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせる。 

（注４）水平地震動と鉛直地震動を同時に考慮した解析結果を用

いてもよいものとする。 

（注５）水平及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある

施設に適用する。 

（注６）絶対値和法で組み合せてもよいものとする。 

（注７）水平における動的と静的の大きい方の地震力と，鉛直に

おける動的と静的の大きい方の地震力とを，絶対値和法で

組み合わせてもよいものとする。 

（注１）重大事故等対処施設の施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防

止設備 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備 

 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

⑦：緊急時対策所 

（注２）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準

事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス。 

また，常設重大事故緩和設備及び常設重大事故緩和設備（設

計基準拡張）については，当該クラスをＳと表記する。 

（注３）事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率

の関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせる。 

（注４）水平地震動と鉛直地震動を同時に考慮した解析結果を用

いてもよいものとする。 

（注５）水平及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある

施設に適用する。 

（注６）絶対値和法で組み合わせてもよいものとする。 

（注７）水平における動的と静的の大きい方の地震力と，鉛直に

おける動的地震力とを，絶対値和法で組み合わせてもよい

ものとする。 

（注８）屋外重要土木構造物の機能を代替する重大事故等対処施

設に適用する。 

（注９）建物・構築物のうち原子炉格納容器については，水平方

向及び鉛直方向が動的地震力の場合は二乗和平方根（ＳＲ

ＳＳ）法又は絶対値和法を適用する。 

（備考）常設重大事故防止設備（設計基準拡張）については，設

計基準事故対処設備として設定されている耐震重要度分

類のクラスに従って地震力を分類する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 ①の相違 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 ①の相違 

 

39-28



 

まとめ資料比較表 〔39 条 39-3 重大事故等対処施設の基本構造等に基づく既往の耐震評価手法の適用性と評価方針について〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39-3 重大事故等対処施設の基本構造等に基づく 

既往の耐震評価手法の適用性と評価方針について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39－ 3 重大事故等対処施設の基本構造等に基づく 

既往の耐震評価手法の適用性と評価方針について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39-3 重大事故等対処施設の基本構造等に基づく 

既往の耐震評価手法の適用性と評価方針について 

 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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重大事故等対処施設の基本構造等に基づく既往の耐震評価手法の

適用性と評価方針について 

 

重大事故等対処施設の耐震評価方針を定めるにあたり，重大事

故等対処施設について，実績のある設計基準対象施設に適用する

従前の評価方針・手法が適用可能であるかを確認する。 

重大事故等対処施設のうち，新設施設については，機種区分，

設置場所，型式，設置方式及び設計基準対象施設との基本構造の

差異を整理し，設計基準対象施設と基本構造等が同等のものは，

設計基準対象施設に適用する従前の評価方針・手法を適用するが，

基本構造等が異なる設備については，適用する地震力に対して，

要求される機能及び構造健全性が維持されることを確認するた

め，適切にモデル化する等した上での地震応答解析，又は加振試

験等を実施する。 

重大事故等対処施設の既設施設のうち，耐震Sクラス設備につい

ては，基準地震動Ssによる評価実績がある。耐震B,Cクラス設備を

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備として

使用する場合には基準地震動Ssによる評価を行うことになるが，

基本構造等が設計基準対象施設と同等であり，従前の評価手法に

よる実績があることから，従前の評価方針・手法は適用可能であ

る。 

上記検討結果について，新設施設を表(1)～(3)に，既設施設を

表(4)～(7)に示す。 

 

重大事故等対処施設の基本構造等に基づく既往の耐震評価手法の

適用性と評価方針について 

 

重大事故等対処施設の耐震評価方針を定めるにあたり， 重大事

故等対処施設について， 実績のある設計基準対象施設に適用する

従前の評価方針・手法が準用可能であるかを確認する。 

重大事故等対処施設のうち，新設施設については，機種区分，

型式，設置場所，設置方式及び設計基準対象施設との基本構造の

差異を整理し，設計基準対象施設と基本構造等が同等のものは， 

設計基準対象施設に適用する従前の評価方針・手法を適用するが， 

基本構造等が異なる設備については，適用する地震力に対して， 

要求される機能及び構造健全性が維持されることを確認するた

め，適切にモデル化する等した上での地震応答解析，または加振

試験等を実施する。 

重大事故等対処施設の既設施設のうち， 耐震Ｓクラス設備につ

いては， 基準地震動Ｓｓによる評価実績がある。耐震ＢＣ クラ

ス設備を常設耐震重要重大事故防止設備または常設重大事故緩和

設備として使用する場合には基準地震動Ｓｓによる評価を行うこ

とになるが，基本構造等が設計基準対象施設と同等であり，従前

の評価手法による実績があることから，従前の評価方針・手法は

適用可能である。 

上記検討結果について，新設施設を表(1 )～ (3 ) に，既設施

設を表(4)～ (7)に示す。 

 

 

 

重大事故等対処施設の基本構造等に基づく既往の耐震評価手法の

適用性と評価方針について 

 

重大事故等対処施設の耐震評価方針を定めるにあたり，重大事

故等対処施設について，設計基準対象施設において実績のある従

前の評価方法・手法が適用可能であるかを確認する。 

重大事故等対処施設のうち，新設施設については，機種区分，

型式，設置場所，設置方式及び設計基準対象施設との基本構造の

差異を整理し，設計基準対象施設と基本構造が同等のものは，設

計基準対象施設に適用する従前の評価方針・手法を適用する。基

本構造が異なる設備については，適用する地震力に対して，要求

される機能及び構造健全性が維持されることを確認するため，適

切にモデル化したうえでの地震応答解析，加振試験等を実施する。 

 

重大事故等対処施設の既設施設のうち，Ｓクラス施設について

は，基準地震動Ｓｓによる評価実績がある。Ｂクラス及びＣクラ

ス施設を常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設

備として使用する場合には，基準地震動Ｓｓによる評価を行うこ

とになるが，従前の評価手法による実績があることから，従前の

評価方針・手法を適用可能である。 

 

新設施設に対する上記検討結果を表(1)～(3)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

･資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

既設施設は，全て設

計基準対象施設であ

り，従前の評価手法に

よる実績があることが

明らかなため，島根２

号炉は記載していない 

（以下，①の相違） 
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（以下の表は基本検討段階のものであり，詳細検討の進捗状況に

より変更となる可能性がある。） 

１．重大事故等対処施設（６号炉分） 

(1) 常設耐震重要重大事故防止設備（新設） 

 

（ 以下の表は基本検討段階のものであり， 詳細検討の進捗状況

により変更となる可能性がある。） 

１ ． 重大事故等対処施設 

(1)常設耐震重要重大事故防止設備（ 新設） 

 

（以下の表は基本検討段階のものであり，詳細検討の進捗状況に

より変更となる可能性がある。） 

 

(1) 常設耐震重要重大事故防止設備（新設） 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の重大事

故等対処設備を記載し

ている 

（以下，②の相違） 
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(2) 常設重大事故防止設備（新設，(1)を除く。） 

 

(2)常設重大事故防止設備（ 新設， (1)を除く。） 

 

 

(2)  常設重大事故防止設備（新設，(1)を除く） 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②の相違 

39-39



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

(3) 常設重大事故緩和設備（新設，(1)，(2)を兼ねるものを除く) 

 

(3)常設重大事故緩和設備（ 新設） 

 

(3) 常設重大事故緩和設備（新設，(1)，(2)を兼ねるものを除く） 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②の相違 
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(4) 常設耐震重要重大事故防止設備（既設） 

 

(4)常設耐震重要重大事故防止設備（ 既設） 

 

 ･資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 
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7 号炉分については，省略する。 
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1. はじめに 

重大事故等※1（以下「ＳＡ」という。）の状態で必要となる常

設の重大事故等対処施設※2（以下「ＳＡ施設」という。）につい

ては，待機状態において地震により必要な機能が損なわれず，さ

らにＳＡが長期にわたり継続することを念頭に，ＳＡにおける運

転状態と地震との組合せに対して必要な機能が損なわれない設計

とする必要がある。以下にＳＡ施設の耐震設計に対する考え方を

示す。 

※1：「重大事故に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変

化及び設計基準事故を除く）又は重大事故」を総称して重大事

故等という。 

※2：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

については，代替する設備の耐震クラスに適用される地震力を

適用する。 

 

【ＳＡ施設の耐震設計の位置づけ】 

設計基準事故対処設備（以下「ＤＢ施設」という。）が十分に

機能せず設計基準事故（以下「ＤＢＡ」という。）を超える事象

が発生した場合に備え，ＳＡ施設は，ＳＡ時においても，必要な

機能が損なわれるおそれがないように耐震設計を行うとともに，

常設の施設，可搬型の設備又はその組合せによる設備対策だけで

なく，マネジメントによる対策などの多様性を活かしてＳＡに対

処する。 

具体的には，       

① ＳＡ施設は，ＳＡ時を含む各運転状態と地震の組合せに対して

必要な機能が損なわれるおそれがないよう設計を行う。 

② 可搬設備等を活用することにより，事故の緩和・収束手段に多

様性を持たせ，頑健性を高める。 

とする。 

 

以上の内容を踏まえ，①に記載の具体的な設計条件を決めるに

あたり，ＳＡ施設については，「実用発電用原子炉及びその附属

施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成25年6月28

日原子力規制委員会規則第5号）」（以下「設置許可基準規則」と

いう。）及び「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容

応力編JEAG4601・補-1984」，「原子力発電所耐震設計技術指針 

JEAG4601-1987」，「原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601-1991 

追補版」（社）日本電気協会（以下「JEAG4601」という。）等の

1. はじめに 

重大事故等※１（以下「ＳＡ」という。）の状態で必要となる常

設の重大事故等対処施設※２（以下「ＳＡ施設」という。）につい

ては，待機状態において地震により必要な機能が損なわれず，さ

らにＳＡが長期にわたり継続することを念頭に，ＳＡにおける運

転状態と地震との組合せに対して必要な機能が損なわれない設計

とする必要がある。以下にＳＡ施設の耐震設計に対する考え方を

示す。 

※1：「重大事故に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変

化及び設計基準事故を除く）又は重大事故」を総称して重大事故

等という。 

※2：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

については，代替する設備の耐震クラスに適用される地震力を適

用する。 

 

【ＳＡ施設の耐震設計の位置づけ】 

設計基準事故対処施設（以下「ＤＢ施設」という。）が十分に機

能せず設計基準事故（以下「ＤＢＡ」という。）を超える事象が発

生した場合に備え，ＳＡ施設は，ＳＡ時においても，必要な機能

が損なわれるおそれがないように耐震設計を行うとともに，常設

の施設，可搬型の設備又はその組み合わせによる設備対策だけで

なく，マネジメントによる対策などの多様性を活かしてＳＡに対

処する。 

具体的には，       

①ＳＡ施設は，ＳＡ時を含む各運転状態と地震の組合せに対して

必要な機能が損なわれるおそれがないよう設計を行う。 

②可搬設備等を活用することにより，事故の緩和・収束手段に多

様性を持たせ，頑健性を高める。 

とする。 

 

以上の内容を踏まえ，①に記載の施設の具体的な設計条件を決

めるに当たり，ＳＡ施設については，「実用発電用原子炉及びその

附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年 6 

月 28 日原子力規制委員会規則第 5 号）」（以下「設置許可基準規

則」という。）及び「原子力発電所耐震設計技術指針重要度分類・

許容応力編 JEAG4601・補-1984」，「原子力発電所耐震設計技術指

針  JEAG4601-1987 」，「 原 子 力 発 電 所 耐 震 設 計 技 術 指 針 

JEAG4601-1991 追補版」（一社）日本電気協会（以下，総称して

1. はじめに 

重大事故等※1(以下「ＳＡ」という。)の状態で必要となる常設

の重大事故等対処施設※2(以下「ＳＡ施設」という。)については，

待機状態において地震により必要な機能が損なわれず，さらにＳ

Ａが長期にわたり継続することを念頭に，ＳＡにおける運転状態

と地震との組合せに対して必要な機能が損なわれない設計とする

必要がある。以下にＳＡ施設の耐震設計に対する考え方を示す。 

 

※1：「重大事故に至るおそれがある事故(運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故を除く)又は重大事故」を総称して重大事故等と

いう。 

※2：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

については，代替する設備の耐震クラスに適用される地震力を適

用する。 

 

【ＳＡ施設の耐震設計の位置づけ】 

設計基準事故対処設備(以下「ＤＢ施設」という。)が十分に機

能せず設計基準事故(以下「ＤＢＡ」という。)を超える事象が発

生した場合に備え，ＳＡ施設は，ＳＡ時においても，必要な機能

が損なわれるおそれがないように耐震設計を行うとともに，常設

の施設，可搬型の設備又はその組合せによる設備対策だけでなく，

マネジメントによる対策等の多様性を活かしてＳＡに対処する。 

 

具体的には，以下の方針とする。 

① ＳＡ施設は，ＳＡ時を含む各運転状態と地震の組合せに対し

て，必要な機能が損なわれるおそれがないよう設計する。 

② 可搬設備等を活用することにより，事故の緩和・収束手段に多

様性を持たせ，頑健性を高める。 

 

 

以上の内容を踏まえ，①に記載の施設の具体的な設計条件を決

めるにあたり，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造

及び設備の基準に関する規則(平成 25 年 6 月 28 日原子力規制委

員会規則第 5 号)」(以下「設置許可基準規則」という。)及び「原

子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４

６０１・補－1984」，「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４

６０１－1987」，「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０

１－1991 追補版」(社)日本電気協会(以下総称して「ＪＥＡＧ４
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規格・基準に基づき，検討を実施した。 「JEAG4601」という。）等の規格・基準に基づき，検討を実施した。 

 

６０１」という。)等の規格・基準に基づき，検討を実施した。 
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2. 基準の規定内容 

ＳＡ施設，ＤＢ施設の耐震性の要求は，それぞれ設置許可基準

規則第39条，第4条に規定されている。そこで，ＳＡ施設及びＤＢ

施設について，耐震設計に関する基準の規定内容を以下のとおり

整理した。 

 

2.1 設置許可基準規則第39条（ＳＡ施設）の規定内容 

(1) ＳＡ施設の耐震性については，設置許可基準規則の第39条に

規定されている。〔参考1〕 

(2) ＳＡ施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備が設置され

るＳＡ施設については，設置許可基準規則の第39条第1項第1号

において，「基準地震動による地震力に対して重大事故に至る

おそれがある事故に対処するために必要な機能が損なわれるお

それがないものであること。」が求められている。〔参考1〕 

(3) ＳＡ施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設

重大事故防止設備が設置されるＳＡ施設については，設置許可

基準規則の第39条第1項第2号において，「第四条第二項の規定

により算定する地震力に十分に耐えることができるものである

こと。」が求められている。〔参考1〕これは，ＤＢ施設の耐震

Ｂ，Ｃクラスと同等の設計とすることが要求されているもので

あるが，耐震Ｂ，Ｃクラスは事故時荷重との組合せを実施しな

いため，本資料では省略する。なお，常設重大事故防止設備（設

計基準拡張）については，設計基準事故対処設備として設定さ

れている耐震重要度分類のクラスに従って地震力を分類する。 

(4) ＳＡ施設のうち，常設重大事故緩和設備が設置されるＳＡ施

設については，設置許可基準規則第39条第1項第3号において，

「基準地震動による地震力に対して重大事故に対処するために

必要な機能が損なわれるおそれがないものであること。」が求

められている。〔参考1〕 

(5) 設置許可基準規則の第39条の解釈において，「第39 条の適用

に当たっては、本規程別記2に準ずるものとする。」とされてい

る。〔参考1〕 

 

2.2 設置許可基準規則第4条（ＤＢ施設）の規定内容 

(1)ＤＢ施設の耐震性については，設置許可基準規則の第4条に規

定されている。〔参考2〕 

(2)耐震Ｓクラス施設については，設置許可基準規則の第4条第3

項において，「耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施

2. 基準の規定内容 

ＳＡ施設，ＤＢ施設の耐震性の要求は，それぞれ設置許可基準

規則第 39 条，第 4 条に規定されている。ここで，ＳＡ施設及び

ＤＢ施設について，耐震設計に関する基準の規定内容を以下のと

おり整理した。 

 

2.1 設置許可基準規則第 39 条（ＳＡ施設）の規定内容 

(1) ＳＡ施設の耐震性については，設置許可基準規則の第 39 条

に規定されている。〔参考 1〕 

(2) ＳＡ施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備が設置され

るＳＡ施設については，設置許可基準規則の第 39 条第 1 項第

1 号において，「基準地震動による地震力に対して重大事故に至

るおそれがある事故に対処するために必要な機能が損なわれる

おそれがないものであること。」が求められている。〔参考 1〕 

(3) ＳＡ施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設

重大事故防止設備が設置されるＳＡ施設については，設置許可

基準規則の第 39 条第 1 項第 2 号において，「第四条第二項の

規定により算定する地震力に十分に耐えることができるもので

あること。」が求められている。〔参考 1〕これは，ＤＢ施設の

耐震Ｂ，Ｃクラスと同等の設計とすることが要求されているも

のであるが，耐震Ｂ，Ｃクラスは事故時荷重との組合せを実施

しないため，本資料では省略する。なお，常設重大事故防止設

備については，設計基準事故対処設備として設定されている耐

震重要度分類のクラスに従って地震力を分類する。 

(4) ＳＡ施設のうち，常設重大事故緩和設備が設置されるＳＡ施

設については，設置許可基準規則第 39 条第 1 項第 3 号におい

て，「基準地震動による地震力に対して重大事故に対処するため

に必要な機能が損なわれるおそれがないものであること。」が求

められている。〔参考 1〕 

(5) 設置許可基準規則の第 39 条の解釈において，「第 39 条の適

用に当たっては，本規程別記２に準ずるものとする。」とされて

いる。〔参考 1〕 

 

2.2 設置許可基準規則第４条（ＤＢ施設）の規定内容 

(1) ＤＢ施設の耐震性については，設置許可基準規則の第４条に

規定されている。〔参考 2〕 

(2) 耐震Ｓクラス施設については，設置許可基準規則の第４条第

3 項において，「耐震重要施設は，その供用中に当該耐震重要施

2. 基準の規定内容 

ＳＡ施設，ＤＢ施設の耐震性の要求は，それぞれ設置許可基準

規則第 39 条，第４条に規定されている。そこで，ＳＡ施設及び

ＤＢ施設について，耐震設計に関する基準の規定内容を以下のと

おり整理した。 

 

2.1 設置許可基準規則第 39 条(ＳＡ施設)の規定内容 

(1) ＳＡ施設の耐震性については，設置許可基準規則の第 39 条

に規定されている。〔参考１〕 

(2) ＳＡ施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備が設置され

るＳＡ施設については，設置許可基準規則の第 39 条第１項第

１号において，「基準地震動による地震力に対して重大事故に至

るおそれがある事故に対処するために必要な機能が損なわれる

おそれがないものであること。」が求められている。〔参考１〕 

(3) ＳＡ施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設

重大事故防止設備が設置されるＳＡ施設については，設置許可

基準規則の第 39 条第１項第２号において，「第四条第二項の規

定により算定する地震力に十分に耐えることができるものであ

ること。」が求められている。〔参考１〕これは，ＤＢ施設のＢ，

Ｃクラスと同等の設計とすることが要求されているものである

が，Ｂ，Ｃクラスは事故時荷重との組合せを実施しないため，

本資料では検討を省略する。なお，常設重大事故防止設備（設

計基準拡張）については，設計基準事故対処設備として設定さ

れている耐震重要度分類のクラスに従って地震力を分類する。 

(4) ＳＡ施設のうち，常設重大事故緩和設備が設置されるＳＡ施

設については，設置許可基準規則第 39 条第１項第３号におい

て，「基準地震動による地震力に対して重大事故に対処するため

に必要な機能が損なわれるおそれがないものであること。」が求

められている。〔参考１〕 

(5) 設置許可基準規則の第 39 条の解釈において，「第 39 条の適

用に当たっては、本規程別記２に準ずるものとする。」とされて

いる。〔参考１〕 

 

2.2 設置許可基準規則第４条(ＤＢ施設)の規定内容 

(1) ＤＢ施設の耐震性については，設置許可基準規則の第４条に

規定されている。〔参考２〕 

(2) Ｓクラス施設については，設置許可基準規則の第４条第３項

において，「耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に
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設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によっ

て作用する地震力（以下「基準地震動による地震力」という。）

に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければな

らない。」とされている。〔参考2〕 

(3)設置許可基準規則の第4条の解釈において，「別記2のとおりと

する。」とされている。〔参考2〕 

(4)基準地震動による地震力に対して安全機能が損なわれるおそ

れがないことを満たす要件は，設置許可基準規則解釈第4条の別

記2（以下「別記2」という。）において，「建物・構築物につ

いては、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と基

準地震動による地震力との組合せに対して、当該建物・構築物

が構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）について

十分な余裕を有し、建物・構築物の終局耐力に対し妥当な安全

余裕を有していること。」が求められている。〔参考3〕 

 

(5)基準地震動による地震力に対して安全機能が損なわれるおそ

れがないことを満たす要件は，別記2において，「機器・配管系

については、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故

時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動による地震力を組み合

わせた荷重条件に対して、その施設に要求される機能を保持す

ること。なお、上記により求められる荷重により塑性ひずみが

生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留まって破断

延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影

響を及ぼさないこと。」が求められている。〔参考3〕 

 

(6)別記2において，「「運転時の異常な過渡変化及び事故時に生

じるそれぞれの荷重」については、地震によって引き起こされ

るおそれのある事象によって作用する荷重及び地震によって引

き起こされるおそれのない事象であっても、いったん事故が発

生した場合、長時間継続する事象による荷重は、その事故事象

の発生確率、継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、

適切な地震力と組み合わせて考慮すること。」が求められてい

る。〔参考3〕 

 

 

設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によっ

て作用する地震力（以下「基準地震動による地震力」という。）

に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければな

らない。」とされている。〔参考 2〕 

(3) 設置許可基準規則の第４条の解釈において，「別記２のとおり

とする。」とされている。〔参考 2〕 

(4) 基準地震動による地震力に対して安全機能が損なわれるおそ

れがないことを満たす要件は，設置許可基準規則解釈第４条の

解釈の別記２（以下「別記２」という。）において，「建物・構

築物については，常時作用している荷重及び運転時に作用する

荷重と基準地震動による地震力との組合せに対して，当該建

物・構築物が構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）

について十分な余裕を有し，建物・構築物の終局耐力に対し妥

当な安全余裕を有していること。」が求められている。〔参考 3〕 

 

(5) Ｓｓに対して安全機能が損なわれるおそれがないことを満た

す要件は，別記２において，「機器・配管系については，通常運

転時，運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれ

の荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対

して，その施設に要求される機能を保持すること。なお，上記

により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場合であって

も，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余

裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこ

と。」が求められている。〔参考 3〕 

 

(6) 別記２において，「「運転時の異常な過渡変化及び事故時に生

じるそれぞれの荷重」については，地震によって引き起こされ

るおそれのある事象によって作用する荷重及び地震によって引

き起こされるおそれのない事象であっても，いったん事故が発

生した場合，長時間継続する事象による荷重は，その事故事象

の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ，

適切な地震力と組み合わせて考慮すること。」が求められてい

る。〔参考 3〕 

 

 

 

 

大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作

用する地震力（以下「基準地震動による地震力」という。）に対

して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならな

い。」とされている。〔参考２〕 

(3) 設置許可基準規則の第４条の解釈において，「別記２のとおり

とする。」とされている。〔参考２〕 

(4) 建物・構築物が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して安全機

能が損なわれるおそれがないことを満たす要件は，設置許可基

準規則解釈第４条の別記２(以下「別記２」という。)において，

「建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時

に作用する荷重と基準地震動による地震力との組合せに対し

て、当該建物・構築物が構造物全体としての変形能力（終局耐

力時の変形）について十分な余裕を有し、建物・構築物の終局

耐力に対し妥当な安全余裕を有していること。」が求められてい

る。〔参考３〕 

(5) 機器・配管系が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して安全機

能が損なわれるおそれがないことを満たす要件は，別記２にお

いて，「機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な

過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動に

よる地震力を組み合わせた荷重条件に対して、その施設に要求

される機能を保持すること。なお、上記により求められる荷重

により塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレ

ベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に

要求される機能に影響を及ぼさないこと。」が求められている。

〔参考３〕 

(6) 別記２において，「「運転時の異常な過渡変化及び事故時に生

じるそれぞれの荷重」については、地震によって引き起こされ

るおそれのある事象によって作用する荷重及び地震によって引

き起こされるおそれのない事象であっても、いったん事故が発

生した場合、長時間継続する事象による荷重は、その事故事象

の発生確率、継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ、

適切な地震力と組み合わせて考慮すること。」が求められてい

る。〔参考３〕 
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2.3 JEAG4601の記載内容 

「耐震設計に係る工認審査ガイド（平成25年6月19日原子力規制

委員会決定）」の「4.2 荷重及び荷重の組合せ」において，「規

制基準の要求事項に留意して、JEAG4601の規定を参考に」組み合

わせることとされていることから，JEAG4601における記載内容を

以下のとおり整理した。 

 

(1)荷重の組合せ 

JEAG4601・補-1984 重要度分類・許容応力編における，荷重の

組合せに関する記載としては，以下のとおり。 

・「その発生確率が10-7回/炉年を下回ると判断される事象は，運

転状態Ⅰ～Ⅳに含めない。」とされている。 

・地震の従属事象については，「地震時の状態と，それによって

引き起こされるおそれのあるプラントの状態とは，組合せなけ

ればならない。」とされている。 

・地震の独立事象については，「地震と，地震の独立事象の組合

せは，これを確率的に考慮することが妥当であろう。地震の発

生確率が低く，継続時間が短いことを考えれば，これと組合せ

るべき状態は，その原因となる事象の発生頻度及びその状態の

継続時間との関連で決まることになる。」とされている。 

以上の記載内容に基づき，JEAG4601において組み合わせるべき

荷重を整理したものを表2.3.1 に示す。表2.3.1では，事象の発生

確率，継続時間，地震動の発生確率を踏まえ，その確率が10-7/炉

年以下となるものは組合せが不要となっている。 

 

 

2.3 JEAG4601 の規定内容 

「耐震設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日原子

力規制委員会決定）」の「4.2 荷重及び荷重の組合せ」において，

「規制基準の要求事項に留意して，JEAG4601 の規定を参考に」組

み合わせることとされていることから，JEAG4601 における規定内

容を以下のとおり整理した。 

 

(1) 荷重の組合せ 

JEAG4601・補-1984 重要度分類・許容応力編における，荷重の

組合せに関する記載としては，以下のとおり。 

・「その発生確率が 10－７回/炉・年を下回ると判断される事象は，

運転状態Ⅰ～Ⅳに含めない。」とされている。 

・地震の従属事象については，「地震時の状態と，それによって引

き起こされるおそれのあるプラントの状態とは，組合せなけれ

ばならない。」とされている。 

・地震の独立事象については，「地震と，地震の独立事象の組合せ

は，これを確率的に考慮することが妥当であろう。地震の発生

確率が低く，継続時間が短いことを考えれば，これと組合せる

べき状態は，その原因となる事象の発生頻度及びその状態の継

続時間との関連で決まることになる。」とされている。 

以上の規定内容に基づき，JEAG4601 において組み合わせるべき

荷重を整理したものを第 2.3－1 表に示す。第 2.3－1 表では，事

象の発生確率，継続時間，地震動の発生確率を踏まえ，その確率

が 10－７／炉年以下となるものは組合せが不要となっている。 

 

2.3 ＪＥＡＧ４６０１の規定内容 

「耐震設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日原子

力規制委員会決定）」の「4.2 荷重及び荷重の組合せ」において，

「規制基準の要求事項に留意して，ＪＥＡＧ４６０１の規定を参

考に」組み合わせることとされている。〔参考４〕これを踏まえ，

ＪＥＡＧ４６０１における記載内容を以下のとおり整理した。 

 

(1) 荷重の組合せ 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 重要度分類・許容応力編における，

荷重の組合せに関する記載は，以下のとおり。 

・「その発生確率が 10－7 回/炉・年を下回ると判断される事象は，

運転状態Ⅰ～Ⅳに含めない。」とされている。 

・地震の従属事象については，「地震時の状態と，それによって引

き起こされるおそれのあるプラントの状態とは，組合せなけれ

ばならない。」とされている。 

・地震の独立事象については，「地震と，地震の独立事象の組合せ

は，これを確率的に考慮することが妥当であろう。地震の発生

確率が低く，継続時間が短いことを考えれば，これと組合せる

べき状態は，その原因となる事象の発生頻度及びその状態の継

続時間との関連で決まることになる。」とされている。 

以上の記載内容に基づき，ＪＥＡＧ４６０１において組み合わ

せるべき荷重を整理したものを第 2.3－1 表に示す。第 2.3－1 表

では，事象の発生確率，継続時間，地震動の発生確率を踏まえ，

その確率が 10－7/炉年以下となるものは組合せが不要となってい

る。 
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表2.3.1 運転状態と地震動との組合せの確率的評価 

 
JEAG4601・補-1984 抜粋 

 

第 2.3－1 表 運転状態と地震動との組合せの確率的評価 

 

JEAG4601・補-1984 抜粋 

第 2.3－1 表 運転状態と地震動との組合せの確率的評価 

（ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 抜粋） 
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(2)運転状態と許容応力状態 

JEAG4601・補-1984 重要度分類・許容応力編における，運転状

態と許容応力状態に関する記載は以下のとおりであり，プラント

の運転状態Ⅰ～Ⅳに対応する許容応力状態ⅠA～ⅣA及び，地震によ

り生ずる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態Ⅲ

AS，ⅣASを定義している。 

【運転状態】 

運転状態Ⅰ ：告示の運転状態Ⅰの状態 

運転状態Ⅱ ：告示の運転状態Ⅱの状態 

運転状態Ⅲ ：告示の運転状態Ⅲの状態 

 

運転状態（長期）Ⅳ(L) ：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，長期

間のものが作用している状態 

 

運転状態（短期）Ⅳ(S) ：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，短期

間のもの（例：JET，JET反力，冷水注

入による過渡現象等）が作用している

状態 

【許容応力状態】 

許容応力状態ⅠA ：告示の運転状態Ⅰ相当の応力評価を行う許容

応力状態 

許容応力状態ⅠA*：ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条件

となっているものに対する許容応力状態で許

容応力状態ⅠA に準ずる。 

許容応力状態ⅡA ：告示の運転状態Ⅱ相当の応力評価を行う許容

応力状態 

許容応力状態ⅢA ：告示の運転状態Ⅲ相当の応力評価を行う許容

応力状態 

許容応力状態ⅣA ：告示の運転状態Ⅳ相当の応力評価を行う許容

応力状態 

許容応力状態ⅢAS：許容応力状態ⅢAを基本として，それに地震に

より生ずる応力に対する特別な応力の制限を

加えた許容応力状態 

許容応力状態ⅣAS：許容応力状態ⅣAを基本として，それに地震に

より生ずる応力に対する特別な応力の制限を

加えた許容応力状態 

 

 

(2) 運転状態と許容応力状態 

JEAG4601・補-1984 重要度分類・許容応力編における，運転状

態と許容応力状態に関する記載は以下のとおりであり，プラント

の運転状態Ⅰ～Ⅳに対応する許容応力状態ⅠA からⅣA 及び，地震

により生ずる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状

態ⅢAS，ⅣAS を定義している。 

【運転状態】 

運転状態Ⅰ：告示の運転状態Ⅰの状態 

運転状態Ⅱ：告示の運転状態Ⅱの状態 

運転状態Ⅲ：告示の運転状態Ⅲの状態 

 

運転状態(長期)Ⅳ(L)：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，長期間の

ものが作用している状態 

 

運転状態(短期)Ⅳ(S)：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，短期間の

もの（例：JET，JET 反力，冷水注入によ

る過渡現象等）が作用している状態 

 

【許容応力状態】 

許容応力状態ⅠA：告示の運転状態Ⅰ相当の応力評価を行う許容応

力状態 

許容応力状態ⅠA*：ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条件

となっているものに対する許容応力状態で許容

応力状態ⅠA に準ずる。 

許容応力状態ⅡA：告示の運転状態Ⅱ相当の応力評価を行う許容応

力状態 

許容応力状態ⅢA：告示の運転状態Ⅲ相当の応力評価を行う許容応

力状態 

許容応力状態ⅣA：告示の運転状態Ⅳ相当の応力評価を行う許容応

力状態 

許容応力状態ⅢAS：許容応力状態ⅢA を基本として，それに地震に

より生ずる応力に対する特別な応力の制限を加

えた許容応力状態 

許容応力状態ⅣAS：許容応力状態ⅣA を基本として，それに地震に

より生ずる応力に対する特別な応力の制限を加

えた許容応力状態 

 

 

(2) 運転状態と許容応力状態 

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 重要度分類・許容応力編における

運転状態と許容応力状態に関する記載は以下のとおりであり，プ

ラントの運転状態Ⅰ～Ⅳに対応する許容応力状態ⅠA～ⅣA 及び，

地震により生ずる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応

力状態ⅢAS，ⅣAS を定義している。 

【運転状態】 

運転状態Ⅰ ：告示の運転状態Ⅰの状態 

運転状態Ⅱ ：告示の運転状態Ⅱの状態 

運転状態Ⅲ ：告示の運転状態Ⅲの状態 

 

運転状態(長期)Ⅳ(L) ：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，長期間

のものが作用している状態 

運転状態(短期)Ⅳ(S) ：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，短期間

のもの(例:ＪＥＴ，ＪＥＴ反力，冷水注

入による過渡現象等)が作用している状

態 

 

【許容応力状態】 

許容応力状態ⅠA ：通産省告示 501 号の運転状態Ⅰ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅠA
＊ ：ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条

件となっているものに対する許容応力状態で

許容応力状態ⅠA に準ずる。 

許容応力状態ⅡA ：通産省告示 501 号の運転状態Ⅱ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅢA ：通産省告示 501 号の運転状態Ⅲ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅣA ：通産省告示 501 号の運転状態Ⅳ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅢAS ：許容応力状態ⅢA を基本として，それに地震

により生ずる応力に対する特別な応力の制限

を加えた許容応力状態 

許容応力状態ⅣAS ：許容応力状態ⅣA を基本として，それに地震

により生ずる応力に対する特別な応力の制限

を加えた許容応力状態 
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3. ＳＡ施設の荷重の組合せと許容応力状態の設定に関する基本

方針 

(1) 対象施設 

設置許可基準規則第39条において，基準地震動による地震力に

対しての機能維持が求められている「常設耐震重要重大事故防止

設備」及び「常設重大事故緩和設備」を対象とする。主な施設を

重大事故シーケンスに基づき整理したリストを添付資料1に示す。

また，当該リストに整理した主要施設を原子炉格納容器内外で整

理したものを表3.1に示す。なお，全ＳＡ施設の分類を「39-1 重

大事故等対処設備の設備分類」に示す。 

 

(2) ＳＡ施設の運転状態 

ＳＡ施設は，ＤＢを超え，ＳＡが発生した場合に必要な措置を

講じるための施設であることから，運転状態として従来のⅠ～Ⅳ

に加え，ＳＡの発生している状態として運転状態Ⅴを新たに定義

する。 

さらに運転状態Ⅴについては，重大事故等の状態が設計基準事

故を超える更に厳しい状態であることを踏まえ，事象発生直後の

短期的に荷重が作用している状態を運転状態Ⅴ(S)とし，一連の過

渡状態を除き，ある程度落ち着いた状態の長期的に荷重が作用し

ている状態として運転状態Ⅴ(L)，Ⅴ(L)より更に長期的に荷重が

作用している状態を運転状態Ⅴ(LL)とする。 

 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ：JEAG4601で設定している運転状態 

Ⅴ(S) ：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用し

ている状態 

Ⅴ(L) ：ＳＡの状態のうち長期的（過渡状態を除く一連の期間）

に荷重が作用している状態 

Ⅴ(LL)：ＳＡの状態のうちⅤ(L)より更に長期的に荷重が作用して

いる状態 

 

(3) 組合せの基本方針 

別記2及びJEAG4601に基づき耐震評価を行うＤＢ施設の考え方

を踏まえた，ＳＡ施設における荷重組合せの基本方針は以下のと

おり。 

 

 

3. ＳＡ施設の荷重の組合せと許容応力状態の設定に関する基本

方針 

(1) 対象施設 

設置許可基準規則第 39 条において，基準地震動による地震力

に対しての機能維持が求められている「常設耐震重要重大事故防

止設備」及び「常設重大事故緩和設備」を対象とする。主な施設

を重大事故シーケンスに基づき整理したリストを添付資料1 に示

す。また，当該リストに整理した主要施設を格納容器内外で整理

したものを第 3－1 表に示す。 

 

 

(2) ＳＡ施設の運転状態 

ＳＡ施設は，ＤＢＡを超え，ＳＡが発生した場合に必要な措置

を講じるための施設であることから，運転状態として従来のⅠ～

Ⅳに加え，ＳＡの発生している状態として運転状態Ⅴを新たに定

義する。 

さらに運転状態Ⅴについては，重大事故等の状態が設計基準事

故を超える更に厳しい状態であることを踏まえ，事象発生直後の

短期的に荷重が作用している状態を運転状態Ⅴ(S)とし，一連の過

渡状態を除き，ある程度落ち着いた状態を長期的に荷重が作用し

ている状態として運転状態Ⅴ(L)，Ⅴ(L)より更に長期的に荷重が

作用している状態を運転状態Ⅴ(LL)とする。 

 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ ：JEAG4601 で設定している運転状態 

Ⅴ(S) ：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用し

ている状態 

Ⅴ(L) ：ＳＡの状態のうち長期的（過渡状態を除く一連の期間）

に荷重が作用している状態 

Ⅴ(LL) ：ＳＡの状態のうちⅤ(L)より更に長期的に荷重が作用し

ている状態 

 

(3) 組合せの基本方針 

設置許可基準規則の解釈別記２及び JEAG4601 に基づき耐震評

価を行うＤＢ施設の考え方を踏まえた，ＳＡ施設における荷重組

合せの基本方針は以下のとおり。 

 

 

3. ＳＡ施設の荷重の組合せと許容応力状態の設定に関する基本

方針 

(1) 対象施設 

設置許可基準規則第 39 条において，基準地震動による地震力

に対しての機能維持が求められている「常設耐震重要重大事故防

止設備」及び「常設重大事故緩和設備」を対象とする。主な施設

を重大事故シーケンスに基づき整理したリストを添付資料１に示

す。また，当該リストに整理した主要施設を原子炉格納容器内外

で整理したものを第 3－1 表 に示す。なお，全ＳＡ施設の分 

類を「39-1 重大事故等対処設備の設備分類」に示す。 

 

(2) ＳＡ施設の運転状態 

ＳＡ施設は，ＤＢＡを超え，ＳＡが発生した場合に必要な措置

を講じるための施設であることから，運転状態として従来のⅠ～

Ⅳに加え，ＳＡの発生している状態として運転状態Ⅴを新たに定

義する。 

さらに運転状態Ⅴについては，重大事故等の状態が設計基準事

故を超える更に厳しい状態であることを踏まえ，事象発生直後の

短期的に荷重が作用している状態を運転状態Ⅴ(S)とし，一連の過

渡状態を除き，ある程度落ち着いた状態を長期的に荷重が作用し

ている状態として運転状態Ⅴ(L)，Ⅴ(L)より更に長期的に荷重が

作用している状態を運転状態Ⅴ(LL)とする。 

 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している運転状態 

Ⅴ(S) ：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用し

ている状態 

Ⅴ(L) ：ＳＡの状態のうち長期的（過渡状態を除く一連の期間）

に荷重が作用している状態 

Ⅴ(LL)：ＳＡの状態のうちⅤ(L)より更に長期的に荷重が作用して

いる状態 

 

(3) 組合せの基本方針 

別記２及びＪＥＡＧ４６０１に基づき耐震評価を行うＤＢ施設

の考え方を踏まえた，ＳＡ施設における荷重の組合せの基本方針

は以下のとおり。 
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a. ＤＢ施設の組合せの考え方 

・基準地震動Ｓｓ（以下「Ｓｓ」という。），弾性設計用地震動

Ｓｄ（以下「Ｓｄ」という。）による地震力と運転状態の組合

せを考慮する。 

・運転状態Ⅰ～Ⅳを想定する。 

・地震の従属事象については，地震による地震力との組合せを実

施する。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間，Ｓｓ

若しくはＳｄの年超過確率を踏まえ，その発生確率が10-7/炉年

超の事象は組み合わせる。 

・原子炉格納容器は，原子炉冷却材喪失事故(以下「ＬＯＣＡ」と

いう。)後の最終障壁となることから，構造体全体としての安全

裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の最大内圧とＳｄによる地震

力との組合せを考慮する。 

 

b. ＳＡ施設の組合せ方針 

・Ｓｓ，Ｓｄによる地震力と運転状態の組合せを考慮する。 

・運転状態Ⅰ～Ⅳを想定するとともに，それを超えるＳＡの状態

として，運転状態Ⅴを想定する。 

・地震の従属事象については，地震による地震力との組合せを実

施する。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳ

ｓ若しくはＳｄの年超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的

に組み合わせるか否かを判断する。 

組み合わせるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニ

ング基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器

機能喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値を目安とす

る。 

 

 

 

・ＳＡが地震によって引き起こされるおそれがある事象であるか

については，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づくとともに，

確率論的な考察も考慮した上で判断する。 

・原子炉格納容器について，ＤＢ施設ではＬＯＣＡ後の最終障壁

として，ＳＡに至らないよう強度的な余裕をさらに高めるべく，

ＬＯＣＡ後の最大内圧とＳｄによる地震力との組合せを考慮す

ることとしているが，ＳＡ施設においては，強度的に更なる余

ａ．ＤＢ施設の組合せの考え方 

・Ｓｓ，Ｓｄによる地震力と運転状態の組合せを考慮する。 

 

 

・運転状態Ⅰ～Ⅳを想定する。 

・地震の従属事象については，地震による地震力との組合せを実

施する。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間，Ｓｓ

若しくはＳｄの超過確率を踏まえ，発生確率が 10－７／炉年超の

事象は組み合わせる。 

・格納容器は，ＬＯＣＡ後の最終障壁となることから，構造体全

体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の最大内圧と

Ｓｄによる地震力との組合せを考慮する。 

 

 

ｂ．ＳＡ施設の組合せ方針 

・Ｓｓ，Ｓｄによる地震力と運転状態の組合せを考慮する。 

・運転状態Ⅰ～Ⅳを想定するとともに，それを超えるＳＡの状態

と，運転状態Ⅴを想定する。 

・地震の従属事象については，地震による地震力との組合せを実

施する。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳ

ｓ若しくはＳｄの超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的に

組み合わせるか否かを判断する。 

組み合わせるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニン

グ基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機能

喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値を目安とし，事象の

発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄの超過確率の積との比

較等により判断する。 

 

 

・ＳＡが地震によって引き起こされるおそれがある事象であるか

については，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づくとともに，

確率論的な考察も考慮した上で判断する。 

・格納容器について，ＤＢ施設ではＬＯＣＡ後の最終障壁として，

ＳＡに至らないよう強度的な余裕をさらに高めるべく，ＬＯＣ

Ａ後の最大内圧とＳｄによる地震力との組合せを考慮すること

としているが，ＳＡ施設においては，強度的に更なる余裕を確

a. ＤＢ施設の組合せの考え方 

・基準地震動Ｓｓ（以下「Ｓｓ」という。），弾性設計用地震動Ｓ

ｄ（以下「Ｓｄ」という。）による地震力と運転状態の組合せを

考慮する。 

・運転状態Ⅰ～Ⅳを想定する。 

・地震の従属事象については，地震による地震力との組合せを実

施する。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間，Ｓｓ

若しくはＳｄの年超過確率を踏まえ，発生確率が 10-7/炉年超の

事象は組み合わせる。 

・原子炉格納容器は，原子炉冷却材喪失事故（以下「ＬＯＣＡ」

という。）後の最終障壁となることから，構造体全体としての安

全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の最大内圧とＳｄによる地

震力との組合せを考慮する。 

 

b. ＳＡ施設の組合せ方針 

・Ｓｓ，Ｓｄによる地震力と運転状態の組合せを考慮する。 

・運転状態Ⅰ～Ⅳを想定するとともに，それを超えるＳＡの状態

として，運転状態Ⅴを想定する。 

・地震の従属事象については，地震による地震力との組合せを実

施する。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳ

ｓ若しくはＳｄの年超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的

に組み合わせるか否かを判断する。 

組み合わせるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニン

グ基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機能

喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値を目安とする。島根

２号炉では，ＤＢ施設の設計の際のスクリーニング基準である 10

－7/炉年に保守性を見込んだ 10－8/炉年とし，事象の発生確率，継

続時間及びＳｓ若しくはＳｄの年超過確率の積との比較等により

判断する。（補足 1） 

・ＳＡが地震によって引き起こされるおそれがある事象であるか

については，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づくとともに，

確率論的な考察も考慮した上で判断する。 

・原子炉格納容器について，ＤＢ施設ではＬＯＣＡ後の最終障壁

として，ＳＡに至らないよう強度的な余裕をさらに高めるべく，

ＬＯＣＡ後の最大内圧とＳｄによる地震力との組合せを考慮す

ることとしているが，ＳＡ施設においては，強度的に更なる余
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裕を確保するのではなく，以下の設計配慮を行うことにより，

余裕を付加し信頼性を高めることとする。 

ＳＡ施設としての原子炉格納容器については，ＤＢ施設のＳ

ｓに対する機能維持の考え方に準じた耐震設計を行う。さらに，

最終障壁としての構造体全体の安全裕度の確認として，重大事

故時の格納容器の最高使用温度，最高使用圧力を大きく超える

200℃，0.62MPaの条件で，原子炉格納容器の放射性物質閉じ込

め機能が損なわれることがないことの確認を行う。 

 

(4) 許容限界の基本方針 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則第39条では，「基

準地震動による地震力に対して、重大事故に（至るおそれがある

事故に）対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないも

のであること」とされており，許容限界の設定に際しては，ＤＢ

施設の機能維持設計の解釈である第4条第3項に係る別記2の規定

に準ずる。具体的な許容限界の設定は，JEAG4601のＤＢ施設に対

する記載内容を踏まえ，ＳＡ施設における荷重の組合せと許容限

界の設定方針を，以下のとおり定めた。（補足1） 

 

a.ＤＢ施設における方針 

・弾性設計の許容限界として，運転状態Ⅲに対する許容応力状態

に地震力に対する制限を加えた許容応力状態ⅢASを用いる。 

・機能維持設計の許容限界として，運転状態Ⅳに対する許容応力

状態に地震力に対する制限を加えた許容応力状態ⅣASを用い

る。 

 

b.ＳＡ施設における方針 

・ＳＡ施設の耐震設計は，ＤＢ施設に準拠することとしているこ

とから，運転状態Ⅰ～Ⅳと地震による地震力の組合せに対して

は，ＤＢ施設と同様の許容応力状態を適用する。 

・ＤＢ施設の設計条件を超える運転状態Ⅴの許容応力状態として

ⅤAを定義し，さらに地震との組合せにおいては，許容応力状態

ⅤASを定義する。 

別記2によれば，機能維持設計の要求として，「荷重により塑性

ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留ま

って破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求される

機能に影響を及ぼさないこと。」とされており，ＤＢ施設では，

許容応力状態ⅣASの許容限界を適用している。新たに定義する

保するのではなく，以下の設計配慮を行うことにより，余裕を

付加し信頼性を高めることとする。 

ＳＡ施設としての格納容器については，ＤＢ施設のＳｓに対す

る 機能維持の考え方に準じた最高水準の耐震設計を行う。さら

に，最終障壁としての構造体全体の安全裕度の確認として，重大

事故時の格納容器の最高温度，最高内圧を大きく超える 200℃，

2Pd（最高使用圧力の 2 倍の圧力）の条件で，格納容器の放射性

物質閉じ込め機能が損なわれることがないことの確認を行う。 

 

(4) 許容限界の基本方針 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，「基準地震

動による地震力に対して，重大事故に（至るおそれがある事故に）

対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものである

こと」とされており，許容限界の設定に際しては，ＤＢ施設の機

能維持設計の解釈である第４条第3 項に係る別記２の規定に準ず

る。具体的な許容限界の設定は，JEAG4601 のＤＢ施設に対する規

定内容を踏まえ，ＳＡ施設における荷重の組合せと許容限界の設

定方針を，以下のとおり定めた（補足 1）。 

 

ａ．ＤＢ施設における方針 

・弾性設計の許容限界として，運転状態Ⅲに対する許容応力状態

に地震力に対する制限を加えた許容応力状態ⅢAS を用いる。 

・機能維持設計の許容限界として，運転状態Ⅳに対する許容応力

状態に地震力に対する制限を加えた許容応力状態ⅣAS を用い

る。 

 

ｂ．ＳＡ施設における方針 

・ＳＡ施設の耐震設計は，ＤＢ施設に準拠することとしているこ

とから，運転状態ⅠからⅣと地震による地震力の組合せに対し

ては，ＤＢ施設と同様の許容応力状態を適用する。 

・設計条件を超える運転状態Ⅴの許容応力状態としてⅤA を定義

し，さらに地震との組合せにおいては，許容応力状態ⅤAS を定

義する。 

別記２によれば，機能維持設計の要求として，「荷重により塑

性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留

まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求され

る機能に影響を及ぼさないこと。」とされており，ＤＢ施設では，

許容応力状態ⅣAS の許容限界を適用している。新たに定義する

裕を確保するのではなく，以下の設計配慮を行うことにより，

余裕を付加し信頼性を高めることとする。 

ＳＡ施設としての原子炉格納容器については，ＤＢ施設のＳｓ

に対する機能維持の考え方に準じた耐震設計を行う。さらに，最

終障壁としての構造体全体の安全裕度の確認として，重大事故時

の格納容器の最高温度，最高内圧を大きく超える 200℃，２Ｐｄ

（最高使用圧力の２倍の圧力）の条件で，原子炉格納容器の放射

性物質閉じ込め機能が損なわれることがないことの確認を行う。 

 

(4) 許容限界の基本方針 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則第39 条では，「基

準地震動による地震力に対して、重大事故に（至るおそれがある

事故に）対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないも

のであること」とされており，許容限界の設定に際しては，ＤＢ

施設の機能維持設計の解釈である第４条第３項に係る別記２の規

定に準ずる。具体的な許容限界の設定は，ＪＥＡＧ４６０１のＤ

Ｂ施設に対する記載内容を踏まえ，ＳＡ施設における荷重の組合

せと許容限界の設定方針を，以下のとおり定めた。(補足 2) 

 

a. ＤＢ施設における方針 

・弾性設計の許容限界として，運転状態Ⅲに対する許容応力状態

に地震力に対する制限を加えた許容応力状態ⅢAS を用いる。 

・機能維持設計の許容限界として，運転状態Ⅳに対する許容応力

状態に地震力に対する制限を加えた許容応力状態ⅣAS を用い

る。 

 

b. ＳＡ施設における方針 

・ＳＡ施設の耐震設計は，ＤＢ施設に準拠することとしているこ

とから，運転状態Ⅰ～Ⅳと地震による地震力の組合せに対して

は，ＤＢ施設と同様の許容応力状態を適用する。 

・ＤＢ施設の設計条件を超える運転状態Ⅴの許容応力状態として

ⅤA を定義し，さらに地震との組合せにおいては，許容応力状

態ⅤAS を定義する。 

別記２によれば，機能維持設計の要求として，「荷重により塑性

ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留ま

って破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求される

機能に影響を及ぼさないこと。」とされており，ＤＢ施設では，

許容応力状態ⅣAS の許容限界を適用している。新たに定義する
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許容応力状態ⅤASは，ＳＡに対処するために必要な機能が損な

われない許容限界であり，柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉

では，機能維持設計の許容限界として適用実績のある許容応力

状態ⅣASと同じ許容限界を適用する。 

 

【許容応力状態の説明】 

ⅠA～ⅣA：JEAG4601で設定している許容応力状態 

ⅢAS～ⅣAS：JEAG4601で設定している許容応力状態 

ⅤA：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

（ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 

ⅤAS：許容応力状態ⅤAを基本として，それに地震により生ずる

応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 

許容応力状態ⅤAS は，ＳＡに対処するために必要な機能が損な

われない許容限界であり，東海第二発電所では，機能維持設計

の許容限界として適用実績のある許容応力状態ⅣAS と同じ許

容限界を適用する。 

 

【許容応力状態の説明】 

ⅠA～ⅣA ：JEAG4601 で設定している許容応力状態 

ⅢAS～ⅣAS ：JEAG4601 で設定している許容応力状態 

ⅤA ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

（ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 

ⅤAS ：許容応力状態ⅤA を基本として，それに地震により生ずる

応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態（Ｓ

Ａ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 

許容応力状態ⅤAS は，ＳＡに対処するために必要な機能が損な

われない許容限界であり，島根２号炉では，機能維持設計の許

容限界として適用実績のある許容応力状態ⅣAS と同じ許容限

界を適用する。 

 

 

【許容応力状態の説明】 

ⅠA～ⅣA：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態 

ⅢAS～ⅣAS：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態 

ⅤA：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態) 

ⅤAS：許容応力状態ⅤA を基本として，それに地震により生ずる応

力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態(ＳＡ時

に要求される機能が満足できる許容応力状態) 
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表 3.1 原子炉格納容器及び原子炉圧力容器を防護対象とする主

要な重大事故等対処施設 

 

 

第 3－1 表(1)格納容器及び原子炉圧力容器を防護対象とする主要

な重大事故等対処施設 

 

第 3－1 表 原子炉格納容器及び原子炉圧力容器を防護対象とす

る主要な重大事故等対処施設 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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4. 荷重の組合せの検討手順 

(1)地震の従属事象・独立事象の判断 

組合せの基本方針において，地震従属事象はＳｓと組み合わせ，

独立事象はその事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確

率の関係を踏まえ，Ｓｓ，Ｓｄいずれか適切な地震力と組み合わ

せることとしていることから，まず，荷重の組合せの検討に当た

って，運転状態Ⅴが，地震の従属事象，独立事象の何れに該当す

るか判断する。従属事象と判断された場合は，Ｓｓと組み合わせ，

独立事象と判断された場合は，以下の(2)(3)項の手順に従う。 

 

(2) 施設分類 

対象施設は設置許可基準規則，「実用発電用原子炉及びその附

属施設の技術基準に関する規則 （平成25年6月28日原子力規制委

員会規則第6号）」（以下「技術基準規則」という。），JEAG4601 

等を踏まえた分類を行い，その分類ごとに組合せ方針を検討する

こととする。対象施設は以下のとおり分類する。 

ＳＡ施設は，設置許可基準規則の解釈別記2から「機器・配管系」

と「建物・構築物」に分類される。ここで，建物・構築物につい

ても，機器・配管系と同様の考え方で組合せを考慮することとす

る。（添付資料4「建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方」

参照） 

また，原子炉格納容器バウンダリを構成する設備（以下「ＰＣ

Ｖバウンダリ」という。）と原子炉冷却材圧力バウンダリを構成

する設備（以下「ＲＰＶバウンダリ」という。）については，「重

大事故等対策の有効性評価」により得られたＳＡ時の圧力・温度

の推移を用いて検討を行うことから他の施設とは別にＳＡ荷重と

地震力の組合せを検討する。 

以上のことから，以降の検討では施設を図4.1のとおり分類し，

建物・構築物を含む全般施設は，ＰＣＶバウンダリ，ＲＰＶバウ

ンダリ以外の機器・配管系の組合せ方針を適用する。なお，ＰＣ

Ｖバウンダリの圧力・温度等の条件を用いて評価を行う施設につ

いては，ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せに従い，支持構造物に

ついては，支持される施設の荷重の組合せに従うものとする。 

4. 荷重の組合せの検討手順 

(1) 地震の従属事象・独立事象の判断 

組合せの基本方針において，地震従属事象はＳs と組合せ，独

立事象はその事象の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の

関係を踏まえ，Ｓs，Ｓｄいずれか適切な地震力と組み合わせるこ

ととしていることから，まず，荷重の組合せの検討に当たって，

運転状態Ⅴが，地震の従属事象，独立事象の何れに該当するか判

断する。従属事象と判断された場合は，Ｓs と組み合わせ，独立

事象と判断された場合は，以下の(2)(3)項の手順に従う。 

 

(2) 施設分類 

対象施設は設置許可基準規則，技術基準規則，JEAG4601 の分類

等を踏まえた分類を行い，その分類毎に組合せ方針を検討するこ

ととする。対象施設は以下のとおり分類する。 

 

 

ＳＡ施設は，設置許可基準規則の解釈別記２から「機器・配管

系」と「建物・構築物」に分類される。ここで，建物・構築物に

ついても，機器・配管系と同様の考え方で組合せを考慮すること

とする。（添付資料 4「建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考

え方」参照） 

また，原子炉格納容器バウンダリを構成する設備（以下「ＰＣ

Ｖバウンダリ」という。）と原子炉冷却材圧力バウンダリを構成す

る設備（以下「ＲＰＶバウンダリ」という。）については，「重大

事故等対策の有効性評価」により得られたＳＡ時の圧力・温度の

推移を用いて検討を行うことから他の施設とは別にＳＡ荷重と地

震力の組合せを検討する。 

以上のことから，以降の検討では施設を第 4－1 図のとおり分

類し，建物・構築物を含む全般施設は，ＰＣＶバウンダリ，ＲＰ

Ｖバウンダリ以外の機器・配管系の組合せ方針を適用する。なお，

ＰＣＶバウンダリの圧力・温度等の条件を用いて評価を行う施設

については，ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せに従い，支持構造

物については，支持される施設の荷重の組合せに従うものとする。 

 

 

 

4. 荷重の組合せの検討手順 

(1) 地震の従属事象・独立事象の判断 

組合せの基本方針において，地震従属事象はＳｓと組み合わせ，

独立事象はその事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確

率の関係を踏まえ，Ｓｓ，Ｓｄいずれか適切な地震力と組み合わ

せることとしていることから，まず，荷重の組合せの検討にあた

って，運転状態Ⅴが，地震の従属事象，独立事象のいずれに該当

するか判断する。従属事象と判断された場合は，Ｓｓと組み合わ

せ，独立事象と判断された場合は，以下の(2)(3)項の手順に従う。 

 

(2) 施設分類 

対象施設は設置許可基準規則，「実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則（平成 25 年 6 月 28 日原子力規制

委員会規則第 6 号）」（以下「技術基準規則」という。），ＪＥＡＧ

４６０１の分類等を踏まえた分類を行い，その分類ごとに組合せ

方針を検討することとする。対象施設は以下のとおり分類する。 

ＳＡ施設は，設置許可基準規則の解釈別記２から「機器・配管

系」と「建物・構築物」に分類される。ここで，建物・構築物に

ついても，機器・配管系と同様の考え方で組合せを考慮すること

とする。(添付資料４参照) 

 

また，原子炉格納容器バウンダリを構成する設備(以下「ＰＣＶ

バウンダリ」という。)と原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する

設備(以下「ＲＰＶバウンダリ」という。)については，「重大事故

等対策の有効性評価」により得られたＳＡ時の圧力・温度の推移

を用いて検討を行うことから他の施設とは別にＳＡ荷重と地震力

の組合せを検討する。 

以上のことから，以降の検討では施設を第 4－1 図のとおり分

類し，建物・構築物を含む全般施設は，ＰＣＶバウンダリ及びＲ

ＰＶバウンダリ以外の機器・配管系の組合せ方針を適用する。な

お，ＰＣＶバウンダリの圧力・温度等の条件を用いて評価を行う

施設については，ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せに従い，支持

構造物については，支持される施設の荷重の組合せに従うものと

する。 
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図4.1 施設の分類の考え方 

 

第 4—1 図 施設の分類の考え方 

 

第 4－1図 施設分類の考え方 

  

39-78



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

(3)独立事象に対する荷重の組合せの選定手順 

独立事象に対して，ＳＡ施設に適用する荷重の組合せの選定手

順を示す。考え方としては，事象の発生確率，継続時間，地震動

の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に判断することと

する。選定手順を以下に，組合せのイメージを図4.2に，選定フロ

ーを図4.3に示す。 

 

【選定手順】 

① ＳＡ事象の発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値であ

る10-4/炉年を適用する。 

② 地震ハザード解析から得られる年超過確率を参照し，

JEAG4601・補-1984で記載されているS2，S1の発生確率をＳｓ，

Ｓｄの年超過確率に読み替えて適用する。（添付資料2参照） 

③ 荷重の組合せの判断は，①と②及びＳＡの継続時間との積で行

い，そのスクリーニングの判断基準を設定する。具体的には，

国内外の基準等でスクリーニング基準として参照されている

値，炉心損傷頻度及び格納容器機能喪失頻度の性能目標値に保

守性をもたせた値として，柏崎刈羽6号及び7号炉では，ＤＢ施

設の設計の際のスクリーニング基準である10-7/炉年に保守性を

見込んだ10-8/炉年とする。（補足2） 

④ ①②の積と③を踏まえて弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震

動Ｓｓと組み合わせるべきＳＡの継続時間を設定する。事故発

生時を基点として，10-2年までの期間を地震荷重との組合せが不

要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せ

が必要な10-2～2×10-1年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），基準地

震動Ｓｓとの組合せが必要な期間2×10-1年以降を長期(LL)（運

転状態Ⅴ(LL)）とする。 

⑤ ④を踏まえて，施設分類ごとに荷重の組合せを検討する。 

 

表4.1 組合せの目安となる継続時間 

 
 

※1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標につ

いて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏ま

え，重大事故等の発生確率として10-4/炉年とした。 

(3) 独立事象に対する荷重の組合せの選定手順 

独立事象に対して，ＳＡ施設に適用する荷重の組合せの選定手

順を示す。考え方としては，事象の発生確率，継続時間，地震動

の超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に判断することとす

る。選定手順を以下に，選定フローを第 4－3 図に示す。 

 

 

【選定手順】 

① ＳＡ事象の発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値であ

る 10－４／炉年を適用する。 

② 地震ハザード解析から得られる超過確率を参照し，JEAG4601・

補-1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄ

の超過確率に読み替えて適用する。（添付資料 2 参照） 

③ 荷重の組合せの判断は，①と②及びＳＡの継続時間との積で行

う。そのスクリーニングの判断基準を設定する。具体的には，

国内外の基準等でスクリーニング基準として参照されている

値，炉心損傷頻度及び格納容器機能喪失頻度の性能目標値に保

守性を持たせた値として，東海第二発電所では，ＤＢ施設の設

計の際のスクリーニング基準である 10－７／炉年に保守性を見

込んだ 10－８／炉年とする。（補足 2） 

④ ①②の積と③を踏まえて弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震

動Ｓｓと組み合わせるべきＳＡの継続時間を設定する。事故

発生時を基点として，10－２年までの期間を地震荷重との組合

せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄと

の組合せが必要な 10－２から 2×10－１年を長期(L)（運転状態Ⅴ

(L)），基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な期間 2×10－１年以

降を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）とする。 

⑤ ④を踏まえて，施設分類毎に荷重の組合せを検討する。 

 

第 4－1表 組合せの目安となる継続時間 

 

 

※1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標につ

いて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏ま

え，重大事故等の発生確率として 10－４／年とした。 

(3) 独立事象に対する荷重の組合せの選定手順 

独立事象に対して，ＳＡ施設に適用する荷重の組合せの選定手

順を示す。考え方としては，事象の発生確率，継続時間，地震動

の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に判断することと

する。選定手順を以下に，組合せのイメージを第 4－2 図に，選

定フローを第 4－3 図に示す。 

 

【選定手順】 

① ＳＡ事象の発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値であ

る 10－4/炉年を適用する。 

② 地震ハザード解析から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ

４６０１・補－1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳ

ｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えて適用する。(添付資料２参照) 

③ 荷重の組合せの判断は，①と②及びＳＡの継続時間との積で行

い，そのスクリーニングの判断基準を設定する。具体的には，

国内外の基準等でスクリーニング基準として参照されている

値，炉心損傷頻度及び格納容器機能喪失頻度の性能目標値に保

守性をもたせた値として，島根２号炉では，ＤＢ施設の設計の

際のスクリーニング基準である 10－7/炉年に保守性を見込んだ

10－8/炉年とする。 

④ ①②の積と③を踏まえてＳｄ又は，Ｓｓと組み合わせるべきＳ

Ａの継続時間を設定する。事故発生時を基点として，10－２年ま

での期間を地震荷重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），

Ｓｄとの組合せが必要な 10－2～2×10－１年を長期（L）（運転状

態Ⅴ(L)），Ｓｓとの組合せが必要な 2×10－１年以降を長期（LL）

（運転状態Ⅴ(LL)）とする。 

 

⑤ ④を踏まえて，施設分類ごとに荷重の組合せを検討する。 

 

第 4－1表 組合せの目安となる継続時間 

 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標に

ついて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏

まえ，重大事故等の発生確率として 10－４/炉年とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

荷重の組合せを考

慮する判断目安 

重大事故等

の発生確率 
地震動の発生確率 

組合せの目安と

なる継続時間 

10－8/炉年以上 10-4/炉年※１ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下※２ 10-2年以上 

基準地震動

Ｓｓ 
5×10-4/年以下※２ 2×10-1年以上 
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※2：JEAG4601-1984に記載されている地震動S2，S1の発生確率を 

Ｓｓ，Ｓｄに読み換えた。 

※2：JEAG4601-1984 に記載されている地震動の発生確率Ｓ２，Ｓ

１の発生確率をＳｓ，Ｓｄに読み換えた。 

※２：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動Ｓ２，

Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄに読み替えた。 
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図4.2 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

 

図4.3 独立事象に対する荷重の組合せの選定手順 

 

 

 

第 4－2 図 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

 

第 4－3図 独立事象に対する荷重の組合せの選定手順 

 

 

 

第 4－2 図 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

 

第 4－3図 独立事象に対する荷重の組合せの選定手順 
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5. 荷重の組合せの検討結果 

4項の検討手順に基づき，まず，5.1項ではＳＡが地震の従属事

象か独立事象であるかを判断し，5.2項では，全般施設，ＰＣＶバ

ウンダリ，ＲＰＶバウンダリに分けて，ＳＡ荷重と地震力の組合

せ条件を検討する。なお，ＳＡ施設の支持構造物については，支

持する施設の荷重の組合せに従うものとする。 

 

5.1 地震の従属事象・独立事象の判断 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象で

あるかについては，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づく。なお，

確率論的な考察も考慮する。ここで，ＤＢ施設に対して従前より

適用してきた考え方に基づき，地震の従属事象とは，ある地震力

を想定して，その地震力未満で設計された設備が，その地震力を

上回る地震が発生した際に確定論的に設備が損傷すると仮定した

場合に発生する事象，すなわち「地震によって引き起こされる事

象」と定義し，地震の独立事象とは，確定論的に考慮して「地震

によって引き起こされるおそれのない事象」と定義する。 

耐震Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能

が損なわれるおそれのないよう設計されている。この安全機能に

係る設計は，耐震Ｓクラス施設自体が，Ｓｓによる地震力に対し

て，損傷しないよう設計するだけでなく，下位クラスに属するも

のの波及的影響等に対しても，その安全機能が損なわれないよう

設計することも含まれる。耐震Ｓクラス施設が健全であれば，炉

心損傷防止に係る重大事故等対策の有効性評価において想定した

全ての事故シーケンスに対し，Ｓｓ相当の地震により，起因事象

が発生したとしても緩和設備が機能し，ＤＢ設計の範囲で事象を

収束させることができることを確認した。 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せ

の検討としては，Ｓｓ相当の地震に対して，運転状態Ⅴは地震に

よって引き起こされるおそれのない「地震の独立事象」として扱

い，運転状態Ⅴの運転状態と地震力とを適切に組み合わせる。な

お，地震ＰＲＡの結果を参照し，確率論的な考察を実施した。Ｓ

Ａ施設に期待した場合の地震ＰＲＡにおいて，Ｓｓ相当までの地

震力により炉心損傷に至る事故シーケンスについて，緩和設備の

ランダム故障を除いた炉心損傷頻度（以下「ＣＤＦ」という。）

であって，ＳＡ施設による対策の有効性の評価がＤＢ条件を超え

るものの累積値は，8.2×10-8/炉年である。性能目標のＣＤＦ

（10-4/炉年）に対する相対割合として1％を下回る頻度の事象は，

5. 荷重の組合せの検討結果 

4 項の検討手順に基づき，まず，5.1 項ではＳＡが地震の従属

事象か独立事象であるかを判断し，5.2 項では，全般施設，ＰＣ

Ｖバウンダリ，ＲＰＶバウンダリに分けて，ＳＡ荷重と地震力の

組合せ条件を検討する。なお，ＳＡ施設の支持構造物については，

支持する施設の荷重の組合せに従うものとする。 

 

5.1 地震の従属事象・独立事象の判断 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象で

あるかについては，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づく。なお，

確率論的な考察も考慮する。ここで，ＤＢ施設に対して従前より

適用してきた考え方に基づき，地震の従属事象とは，ある地震力

を想定して，その地震力未満で設計された設備が，その地震力を

上回る地震が発生した際に確定論的に設備が損傷すると仮定した

場合に発生する事象，すなわち「地震によって引き起こされる事

象」と定義し，地震の独立事象とは，確定論的に考慮して「地震

によって引き起こされるおそれのない事象」と定義する。 

耐震Ｓクラス施設はＳs による地震力に対して，その安全機能

が損なわれるおそれのないよう設計されている。この安全機能に

係る設計は，耐震Ｓクラス施設自体が，Ｓs による地震力に対し

て，損傷しないよう設計するだけでなく，下位クラスに属するも

のの波及的影響等に対しても，その安全機能が損なわれないよう

設計することも含まれる。耐震Ｓクラス施設が健全であれば，炉

心損傷防止に係る重大事故等対策の有効性評価において想定した

全ての事故シーケンスに対し，Ｓs 相当の地震により，起因事象

が発生したとしても緩和設備が機能し，ＤＢ設計の範囲で事象を

収束させることができることを確認することとする。 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せ

の検討としては，Ｓs 相当の地震に対して，運転状態Ⅴは地震に

よって引き起こされるおそれのない「地震の独立事象」として扱

い，運転状態Ⅴの運転状態と地震力とを適切に組み合わせる。な

お，地震ＰＲＡの結果を参照し，確率論的な考察を実施した。Ｓ

Ａ施設に期待した場合の地震ＰＲＡにおいて，Ｓｓ相当までの地

震力により炉心損傷に至る事故シーケンスについて，緩和設備の

ランダム故障を除いた炉心損傷頻度（ＣＤＦ）であって，ＳＡ施

設による対策の有効性の評価がＤＢ条件を超えるものの累積値

は，3.7×10－７／炉年である。性能目標のＣＤＦ（10－４／炉年）

に対する相対割合として１％を下回る頻度の事象は，目標に対し

5. 荷重の組合せの検討結果 

４項の検討手順に基づき，まず，5.1 項ではＳＡが地震の従属

事象か独立事象であるかを判断し，5.2 項では，全般施設，ＰＣ

Ｖバウンダリ，ＲＰＶバウンダリに分けて，ＳＡ荷重と地震力の

組合せ条件を検討する。なお，ＳＡ施設の支持構造物については，

支持する施設の荷重の組合せに従うものとする。 

 

5.1 地震の従属事象・独立事象の判断 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象で

あるかについては，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づく。なお，

確率論的な考察も考慮する。ここで，ＤＢ施設に対して従前より

適用してきた考え方に基づき，地震の従属事象とは，ある地震力

を想定して，その地震力未満で設計された設備が，その地震力を

上回る地震が発生した際に確定論的に設備が損傷すると仮定した

場合に発生する事象，すなわち「地震によって引き起こされる事

象」と定義し，地震の独立事象とは，確定論的に考慮して「地震

によって引き起こされるおそれのない事象」と定義する。 

Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能が損

なわれるおそれのないよう設計されている。この安全機能に係る

設計は，Ｓクラス施設自体が，Ｓｓによる地震力に対して，損傷

しないよう設計するだけでなく，下位クラスに属するものの波及

的影響等に対しても，その安全機能が損なわれないよう設計する

ことも含まれる。Ｓクラス施設が健全であれば，炉心損傷防止に

係る重大事故等対策の有効性評価において想定した全ての事故シ

ーケンスに対し，Ｓｓ相当の地震により，起因事象が発生したと

しても緩和設備が機能し，ＤＢ設計の範囲で事象を収束させるこ

とができることを確認した。 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せ

の検討としては，Ｓｓ相当の地震に対して，運転状態Ⅴは地震に

よって引き起こされるおそれのない「地震の独立事象」として扱

い，運転状態Ⅴの運転状態と地震力とを適切に組み合わせる。な

お，地震ＰＲＡの結果を参照し，確率論的な考察を実施した。Ｓ

Ａ施設に期待した場合の地震ＰＲＡにおいて，Ｓｓ相当までの地

震力により炉心損傷に至る事故シーケンスについて，緩和設備の

ランダム故障を除いた炉心損傷頻度（以下「ＣＤＦ」という。）で

あって，ＳＡ施設による対策の有効性の評価がＤＢ条件を超える

ものの累積値は，1.0×10-7／炉年である。性能目標のＣＤＦ（10-4/

炉年）に対する相対割合として１％を下回る頻度の事象は，目標
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目標に対して影響がないといえるくらい小さい値と見なすことが

でき，8.2×10-8/炉年は，これを大きく下回ることから，Ｓｓ相当

までの地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Ⅴの発生確率は極

めて低いと考えられる。したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計

における荷重の組合せの検討において，運転状態Ⅴが地震によっ

て引き起こされるおそれがないとして扱うことは妥当と考える。

（「（補足3）「地震の従属事象」と「地震の独立事象」について」

参照） 

 

5.2 荷重の組合せの検討結果 

5.1項で運転状態Ⅴは地震の独立事象と判断したことから，以下

では施設分類ごとに4項(3)の手順に従って，荷重の組合せを検討

する。 

 

 

て影響がないといえるくらい小さい値と見なすことができ，

3.7×10－７／炉年はこれを下回ることから，Ｓs相当までの地震力

によりＤＢ条件を超える運転状態Ⅴの発生確率は極めて低いと考

えられる。したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重

の組合せの検討において，運転状態Ⅴが地震によって引き起こさ

れるおそれがないとして扱うことは妥当と考える。 

（「（補足 3）「地震の従属事象」と「地震の独立事象」について」

参照） 

 

5.2 荷重の組合せの検討結果 

5.1 項で運転状態Ⅴは地震の独立事象と判断したことから，以

下では施設分類毎に 4 項(3)の手順に従って，荷重の組合せを検

討する。 

 

に対して影響がないといえるくらい小さい値と見なすことがで

き，1.0×10-7／炉年は，これを大きく下回ることから，Ｓｓ相当

までの地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Ⅴの発生確率は極

めて低いと考えられる。したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計

における荷重の組合せの検討において，運転状態Ⅴが地震によっ

て引き起こされるおそれがないとして扱うことは妥当と考える。

（「（補足３）「地震の従属事象」と「地震の独立事象」について」

参照） 

 

5.2 荷重の組合せの検討結果 

5.1 項で運転状態Ⅴは地震の独立事象と判断したことから，以

下では施設分類ごとに４項(3)の手順に従って，荷重の組合せを検

討する。 
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5.2.1 全般施設 

(1)ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である

10-4/炉年を適用する。なお，全般施設については事故シーケンス

グループを特定せず全てのＳＡを考慮する。 

 

(2)地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，

JEAG4601・補-1984で記載されているS2，S1の発生確率をＳｓ，Ｓ

ｄの年超過確率に読み替えて適用する。（添付資料2参照） 

 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との

比較により，工学的，総合的に組合せの目安となる継続時間を判

断する。事故発生時を基点として，10-2年までの期間を地震荷重と

の組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄ

との組合せが必要な10-2～2×10-1年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），

基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な期間2×10-1年以降を長期(LL)

（運転状態Ⅴ(LL)）とする。 

 

表5.2.1.1 組合せの目安となる継続時間 

 

 

※1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標につ

いて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，

重大事故等の発生確率として10-4/炉年とした。 

※2：JEAG4601-1984に記載されている地震動の発生確率S2，S1の発

生確率をＳｓ，Ｓｄに読み換えた。 

5.2.1 全般施設 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10

－４／炉年を適用する。なお，全般施設については事故シーケンス

グループを特定せず全てのＳＡを考慮する。 

 

(2) 地震動の超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる超過確率を参照し，

JEAG4601・補-1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳs，

Ｓｄの超過確率に読み替えて適用する。（添付資料 2 参照） 

 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10－８／炉年と，(1)，(2)で得られた値の積に

より，組合せの目安となる継続時間を判断する。事故発生時を基

点として，10－２年までの期間を地震荷重との組合せが不要な短期

（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せが必要な 10

－２から 2×10－１年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），基準地震動Ｓsと

の組合せが必要な期間 2×10－１年以降を長期(LL)（運転状態

Ⅴ(LL)）とする。 

 

第 5.2.1－1 表 組合せの目安となる継続時間 

 

※1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標につ

いて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏ま

え，重大事故等の発生確率として 10－４／炉年とした。 

※2：JEAG4601-1984 に記載されている地震動の発生確率Ｓ２，Ｓ１

の発生確率をＳＳ，Ｓｄに読み換えた。 

 

 

5.2.1 全般施設 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である

10-4/炉年を適用する。なお，全般施設については事故シーケンス

グループを特定せず全てのＳＡを考慮する。 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，ＪＥ

ＡＧ４６０１・補－1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率

をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えて適用する。（添付資料２参

照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との

比較により，工学的，総合的に組合せの目安となる継続時間を判

断する。事故発生時を基点として，10-2 年までの期間を地震荷重

との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ（S）），弾性設計用地震動Ｓ

ｄとの組合せが必要な 10-2～2×10-1 年を長期（L）（運転状態Ⅴ

（L）），基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な 2×10-1 年以降を長期

（LL）（運転状態Ⅴ（LL））とする。 

 

第 5.2.1－1 表 組合せの目安となる継続時間 

 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標に

ついて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏

まえ，重大事故等の発生確率として 10-4/炉年とした。 

※２：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動Ｓ２，

Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄに読み替えた。 
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図5.2.1.1 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4)荷重組合せの検討 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，地震動の年超過確率と掛け合

わせた発生確率は表5.2.1.2，組合せのイメージは図5.2.1.1のと

おりとなる。この検討に際し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安

全裕度を確保するために，頻度が保守的に算出されるように各パ

ラメータの設定にあたり，以下の事項を考慮している。 

【全般施設のＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率に

関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉

心損傷頻度の性能目標値である10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震

動の年超過確率はJEAG4601・補-1984に記載の発生確率を用いて

いる。 

 

表5.2.1.2のＳＡの発生確率，地震動の年超過確率，組合せの目

安となるＳＡの継続時間との積を考慮し，ＳＡ発生後10-2年以上に

2×10-1年未満の期間のうち最大となる荷重とＳｄを組み合わせ

る。また，ＳＡ発生後2×10-1年以上の期間における最大値とＳｓ

による地震力を組み合わせることとする。 

ここで，全般施設については必ずしもＳＡによる荷重の時間履

歴を詳細に評価しないことから，上記の考え方を包絡するように

ＳＡ発生後の最大荷重とＳｓによる地震力を組み合わせる。 

 

 

第 5.2.1－1 図  荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重組合せの検討 

(1)から(3)より，ＳＡの発生確率，地震動の超過確率と掛け合

わせた発生確率は第 5.2.1－2 表のとおりとなる。この検討に際

し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安全裕度を確保するために，

頻度が保守的に算出されるように各パラメータの設定に当たり，

以下の事項を考慮している。 

【全般施設のＳＡの発生確率，継続時間，地震動の超過確率に関

する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉

心損傷頻度の性能目標値である 10－４／炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる超過確率を参照し，地震動

の超過確率は JEAG4601・補-1984 に記載の発生確率を用いてい

る。 

 

第 5.2.1－2 表のＳＡの発生確率，地震動の超過確率，組合せ

の目安となるＳＡの継続時間との積を考慮し，ＳＡ発生後 10－２年

以上に 2×10－１年未満の期間のうち最大となる荷重とＳｄを組み

合わせる。また，ＳＡ発生後 2×10－１年以上の期間における最大

値とＳsによる地震力を組み合わせることとする。 

ここで，全般施設については必ずしもＳＡによる荷重の時間履

歴を詳細に評価しないことから，上記の考え方を包絡するように

ＳＡ発生後の最大荷重とＳsによる地震力を組み合わせる。 

 

 

第 5.2.1－1 図 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重組合せの検討 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，地震動の年超過確率と掛け合

わせた発生確率は第 5.2.1－2 表，組合せのイメージは第 5.2.1－

1 図のとおりとなる。この検討に際し，ＳＡ施設としての重要性

を鑑み安全裕度を確保するために，頻度が保守的に算出されるよ

うに各パラメータの設定にあたり，以下の事項を考慮している。 

【全般施設のＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率に

関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉

心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震

動の年超過確率はＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載の発生確

率を用いている。 

 

第 5.2.1－2 表のＳＡの発生確率，地震動の年超過確率，組合

せの目安となるＳＡの継続時間との積を考慮し，ＳＡ発生後 10-2 

年以上 2×10-1 年未満の期間のうち最大となる荷重とＳｄを組み

合わせる。また，ＳＡ発生後 2×10-1 年以上の期間における最大

値とＳｓによる地震力を組み合わせることとする。 

ここで，全般施設については必ずしもＳＡによる荷重の時間履

歴を詳細に評価しないことから，上記の考え方を包絡するように

ＳＡ発生後の最大荷重とＳｓによる地震力を組み合わせる。 
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表5.2.1.2 ＳＡの発生確率・継続時間，地震の発生確率を踏まえ

た事象発生確率 

 

 

 

 

 

 

 

(5)まとめ 

以上より，全般施設としては，ＳＡ発生後の最大荷重とＳｓに

よる地震力を組み合わせることとする。 

第 5.2.1－2 表 ＳＡの発生確率・継続時間，地震の発生確率を踏

まえた事象発生確率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) まとめ 

以上より，全般施設としては，ＳＡ発生後の最大荷重とＳs に

よる地震力を組み合わせることとする。 

 

 

第 5.2.1－2 図  全般施設の荷重の組合せの検討結果（イメージ） 

第 5.2.1－2 表 ＳＡの発生確率・継続時間，地震の発生確率を踏

まえた事象発生確率 

 

 

(5) まとめ 

以上より，全般施設としては，ＳＡ発生後の最大荷重とＳｓに

よる地震力を組み合わせることとする。 

 

第 5.2.1－2 図 全般施設の荷重の組合せの検討結果（イメージ） 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉では全ての

運転状態に対して事象

発生確率を記載 

 

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(L) 
（長期(L)） 

2×10－１年 

運転状態Ⅴ(LL) 
（長期(LL)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10－２年 

ＳＡ発生後の最大荷重（Ss との組合せ） 
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5.2.2 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

（1）ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である

10-4/炉年を適用する。 

 

（2）地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，

JEAG4601・補-1984で記載されているS2，S1の発生確率をＳｓ，Ｓ

ｄの年超過確率に読み替えて適用する。（添付資料2参照） 

 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との

比較により，工学的，総合的に組合せの目安となる継続時間を判

断する。事故発生時を基点として，10-2年までの期間を地震荷重と

の組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄ

との組合せが必要な10-2～2×10-1年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），

基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な期間2×10-1年以降を長期(LL)

（運転状態Ⅴ(LL)）とする。組合せの目安となる継続時間を表

5.2.2.1，組合せのイメージを図5.2.2.1に示す。 

 

表5.2.2.1 組合せの目安となる継続時間 

 

 

※1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標につ

いて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏ま

え，重大事故等の発生確率として10-4/炉年とした。 

※2：JEAG4601-1984に記載されている地震動の発生確率S2，S1の発

生確率をＳｓ，Ｓｄに読み換えた。 

5.2.2 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である

10－４／炉年を適用する。 

 

(2) 地震動の超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる超過確率を参照し，

JEAG4601・補-1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，

Ｓｄの超過確率に読み替えて適用する。（添付資料 2 参照） 

 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10－８／炉年と，(1)，(2)で得られた値の積と

の比較により，工学的，総合的に組合せの目安となる継続時間を

判断する。事故発生時を基点として，10－２年までの期間を地震荷

重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動

Ｓｄとの組合せが必要な 10－２から 2×10－１年を長期(L)（運転状

態Ⅴ(L)），基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な期間 2×10－１年以

降を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）とする。 

 

 

第 5.2.2－1 表  組合せの目安となる継続時間 

 

 

※1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標につ

いて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏ま

え，重大事故等の発生確率として 10－４／年とした。 

※2：JEAG4601-1984 に記載されている地震動の発生確率Ｓ２，Ｓ１

の発生確率をＳＳ，Ｓｄに読み換えた。 

 

5.2.2 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である

10-4/炉年を適用する。 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，ＪＥ

ＡＧ４６０１・補－1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率

をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えて適用する。（添付資料２参

照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との

比較により，工学的，総合的に組合せの目安となる継続時間を判

断する。事故発生時を基点として，10-2 年までの期間を地震荷重

との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ（S）），弾性設計用地震動Ｓ

ｄとの組合せが必要な 10-2～2×10-1 年を長期（L）（運転状態Ⅴ

（L）），基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な 2×10-1 年以降を長期

（LL）（運転状態Ⅴ（LL））とする。組合せの目安となる継続時間

を第 5.2.2－1 表，組合せのイメージを第 5.2.2－1 図に示す。 

 

第 5.2.2－1 表 組合せの目安となる継続時間 

 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標に

ついて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏

まえ，重大事故等の発生確率として 10-4/炉年とした。 

※２：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動Ｓ２，

Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄに読み替えた。 
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図5.2.2.1 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

ａ．ＳＡの選定 

本発電用原子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえた，重

大事故等対策の有効性を評価する事故シーケンスグループのう

ち，圧力・温度条件が最も厳しい事故シーケンスグループを選定

する。参考として原子炉格納容器のＤＢ条件（最高使用圧力・温

度）を超える事故シーケンスグループ等を選定した結果を下表に

示す。 

 

 

 

 

第 5.2.2－1 図  荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

ａ．ＳＡの選定 

本発電用原子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえた，重

大事故等対策の有効性を評価する事故シーケンスグループのう

ち，圧力・温度条件が最も厳しい事故シーケンスグループを選定

する。参考として格納容器のＤＢ条件（最高使用圧力・温度）を

超える事故シーケンスグループ等を選定した結果を下表に示す。 

 

 

第 5.2.2－1 図 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

a. ＳＡの選定 

本発電用原子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえた，重

大事故等対策の有効性を評価する事故シーケンスグループのう

ち，圧力・温度条件が最も厳しい事故シーケンスグループを選定

する。参考として原子炉格納容器のＤＢ条件（最高使用圧力・温

度）を超える事故シーケンスグループ等を選定した結果を下表に

示す。 
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※1：有効性評価では，インターフェイスシステムＬＯＣＡにより

格納容器外へ原子炉冷却材が流出する事象を評価しており，

原子炉格納容器圧力・温度の評価を実施していないが，破断

を想定した系（HPCF）以外の非常用炉心冷却は使用できるこ

とから，原子炉格納容器圧力・温度が最高使用圧力・温度を

超えることはない 

 

 

 

 

※2：雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用する場合）の事故シーケンスにて水

素燃焼に対する有効性評価を行っているため対象外とする 

 

※3：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としており

原子炉格納容器に対する静的な過圧・過温に対する評価は実

 

 

 

 

 

※1：有効性評価では，インターフェイスシステムＬＯＣＡによ

り格納容器外へ原子炉冷却材が流出する事象を評価してお

り，格納容器圧力・温度の評価を実施していないが，破断

を想定した系（残留熱除去系）以外の非常用炉心冷却系等

は使用できることから，格納容器圧力・温度が最高使用圧

力・温度を超えることはない。 

※2：高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の事故シーケン

スにて原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用及び

溶融炉心・コンクリート相互作用に対する有効性評価を行

っているため対象外とする。 

※3：雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）（代替循環冷却系を使用する場合）の事故シーケンスに

て水素燃焼に対する有効性評価を行っているため対象外と

する。 

※4：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としてお

り格納容器に対する静的な過圧・過温に対する評価は実施し

 

※１：有効性評価では，インターフェイスシステムＬＯＣＡによ

り格納容器外へ原子炉冷却材が流出する事象を評価してお

り，原子炉格納容器圧力・温度の評価を実施していないが，

破断を想定した系（ＬＰＣＩ）以外の非常用炉心冷却を使

用できることから，原子炉格納容器圧力・温度が最高使用

圧力・温度を超えることはない。 

 

 

 

 

※２：雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）（残留熱代替除去系を使用する場合）の事故シーケンス

にて水素燃焼に対する有効性評価を行っているため対象外

とする。 

※３：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としてお

り原子炉格納容器に対する静的な過圧・過温に対する評価

・事故シーケンスグルー

プ等の名称の相違（実

質的な相違なし） 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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施していない。しかしながら，静的な過圧・過温の熱源とな

る炉心崩壊熱は，運転中と比較して十分に小さく，事象の進

展も運転中に比べて遅くなることから，運転中に包絡される

ものとして参照すべき事故シーケンスの対象とはしない 

 

 

これらの事故シーケンスグループ等のうち，原子炉格納容器の

圧力・温度条件が最も厳しくなるという点で，最高使用圧力・温

度を超え，さらに継続期間の長い事故シーケンスグループ等を抽

出することを目的に，事故発生後10-2年(約3日後)以内及び事象発

生後10-2年(約3日後)の圧力・温度が最も高い事故シーケンスグル

ープ等を抽出した結果，以下の事故シーケンスが挙げられる。 

 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用する場合） 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用しない場合） 

なお，有効性評価においては，いずれの事故シーケンスグルー

プ等において，事象発生後10-2年(約3日後)前までに原子炉格納容

器圧力逃がし装置又は代替原子炉補機冷却系による除熱機能が確

保され，10-2年以降の原子炉格納容器圧力及び温度は低下傾向が維

持されることから，10-2 年以内の温度・圧力に基づき，事故シー

ケンスグループ等を選定することは妥当である。 

 

 

 

 

 

 

 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子

炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コ

ンクリート相互作用」は同じ事故シーケンスにより各格納容器破

損モードの評価を行っている。これら格納容器破損モードを評価

する際には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，

その後に生じうる格納容器破損モードに対する有効性を確認する

必要があるため，解析の前提として，重大事故等対処設備として

整備した原子炉への注水機能は使用しないとの前提で評価するこ

ていない。しかしながら，静的な過圧・過温の熱源となる炉

心崩壊熱は，運転中と比較して十分に小さく，事象の進展も

運転中に比べて遅くなることから，運転中に包絡されるもの

として参照すべき事故シーケンスの対象とはしない。 

 

 

これらの事故シーケンスグループ等のうち，格納容器の圧力・

温度条件が最も厳しくなるという点で，最高使用圧力・温度を超

え，さらに継続期間の長い事故シーケンスグループ等を抽出する

ことを目的に，事故発生後 10－２年（約 3 日後）以内及び事象発

生後 10－２年（約 3 日後）の圧力・温度が最も高い事故シーケン

スグループ等を抽出した結果，以下の事故シーケンスが挙げられ

る。 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用する場合） 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用できない場合） 

上記のいずれの事故シーケンスにおいても，事象発生後 10－２年

（約 3 日後）前までに格納容器圧力逃がし装置又は緊急用海水系

を用いた代替循環冷却系等による除熱機能が確保され，最高使用

圧力・温度以下に維持される。10－２年（約 3 日後）以降の格納容

器圧力については，格納容器内の水素燃焼を防止する観点から格

納容器内への窒素注入を実施する運用としていることから，一時

的に格納容器圧力が最高使用圧力以下の範囲で圧力上昇する期間

が生じるが，上記の除熱機能により，最高使用圧力以下に抑えら

れる。 

したがって，最高使用圧力及び 10－２年（約 3 日後）以内の温

度に基づき，事故シーケンスグループ等を選定することは妥当で

ある。 

 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧

力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コンク

リート相互作用」は同じ事故シーケンスにより各格納容器破損モ

ードの評価を行っている。これら格納容器破損モードを評価する

際には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，そ

の後に生じうる格納容器破損モードに対する有効性を確認する必

要があるため，解析の前提として，重大事故等対処設備として整

備した原子炉への注水機能は使用しないとの前提で評価すること

は実施していない。しかしながら，静的な過圧・過温の熱

源となる炉心崩壊熱は，運転中と比較して十分に小さく，

事象の進展も運転中に比べて遅くなることから，運転中に

包絡されるものとして参照すべき事故シーケンスの対象と

はしない。 

 

これらの事故シーケンスグループ等のうち，原子炉格納容器の

圧力・温度条件が最も厳しくなるという点で，最高使用圧力・温

度を超え，さらに継続時間の長い事故シーケンスグループ等を抽

出することを目的に，事象発生後 10-2年（約 3.5 日後）未満及び

事象発生後 10-2 年（約 3.5 日後）以降の圧力・温度が最も高い事

故シーケンスグループ等を抽出した結果，以下の事故シーケンス

が挙げられる。 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用する場合） 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

なお，有効性評価においては，いずれの事故シーケンスグルー

プ等においても，事象発生後 10-2 年（約 3.5 日後）前までに格納

容器フィルタベント系又は原子炉補機代替冷却系を用いた残留熱

代替除去系による除熱機能が確保され，格納容器の圧力・温度条

件は最高使用圧力・温度以下に維持される。10-2 年（約 3.5 日後）

以降の格納容器圧力については，格納容器内の水素燃焼を防止す

る観点から原子炉格納容器内への窒素注入を実施する運用として

いることから，一時的に格納容器圧力が最高使用圧力以下の範囲

で圧力上昇する期間が生じるが，上記の除熱機能により，最高使

用圧力以下に抑えられる。 

したがって，最高使用圧力及び 10-2 年（約 3.5 日後）以内の温

度に基づき，事故シーケンスグループ等を選定することは妥当で

ある。 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧

力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コンク

リート相互作用」は同じ事故シーケンスにより各格納容器破損モ

ードの評価を行っている。これら格納容器破損モードを評価する

際には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，そ

の後に生じうる格納容器破損モードに対する有効性を確認する必

要があるため，解析の前提として，重大事故等対処設備として整

備した原子炉への注水機能は使用しないとの前提で評価すること

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は水素燃焼

を防止する観点から，

格納容器の最高使用圧

力到達までは窒素注入

を実施する運用として

おり，格納容器圧力が

最大となるのは 10-2年

以降 
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とで，各々の格納容器破損モードに対して厳しい条件となるよう

保守的な条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比較し

て前提条件が異なる（本来は，高圧代替注水系により炉心損傷回

避が可能な事故シーケンスである）。一方，原子炉格納容器に対

する静的な過圧・過温に対する長期の頑健性を確認する上では，

原子炉格納容器圧力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱能力

の関係が支配的な要素であることから，「運転中の原子炉におけ

る重大事故」に係る格納容器破損モードとして参照する事故シナ

リオとして，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）を代表シナリオとすることは，原子炉圧力容器破損後

のシナリオも考慮していることと等しくなる。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合）」及び

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用しない場合）」は，大破断ＬＯＣＡが発

生し，流出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によっ

て発生した水蒸気，炉心損傷に伴うジルコニウム－水反応によっ

て発生した非凝縮性ガスなどの蓄積により，原子炉格納容器の雰

囲気圧力・温度が上昇することになる。 

上記の2つの事故シーケンスグループ等について，事故発生後の

原子炉格納容器の最高圧力及び最高温度，10-2年の圧力及び温度を

表5.2.2.2に示す。 

なお，その他の「運転中の原子炉における重大事故に至るおそ

れがある事故」に係る事故シーケンスグループについては，格納

容器冷却及び除熱に係る手順として，原子炉格納容器圧力を最高

使用圧力以下に抑える手順としているため抽出されない。 

 

で，各々の格納容器破損モードに対して厳しい条件となるよう保

守的な条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比較して

前提条件が異なる（本来は，高圧代替注水系及び低圧代替注水系

（常設）により炉心損傷回避が可能な事故シーケンスである）。一

方，格納容器に対する静的な過圧・過温に対する長期の頑健性を

確認する上では，格納容器圧力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱

と除熱能力の関係が支配的な要素であることから，「運転中の原子

炉における重大事故」に係る格納容器破損モードとして参照する

事故シナリオとして，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）を代表シナリオとすることは，原子炉圧力容

器破損後のシナリオも考慮していることと等しくなる。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合）」及び「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替

循環冷却系を使用できない場合）」は，大破断ＬＯＣＡが発生し，

流出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生

した水蒸気，炉心損傷に伴うジルコニウム－水反応によって発生

した非凝縮性ガスなどの蓄積により，格納容器の雰囲気圧力・温

度が上昇することになる。 

上記の 2 つの事故シーケンスグループ等について，事故発生後

の格納容器の最高圧力及び最高温度（壁面温度），10－２年（約 3 日

後）の圧力及び温度（壁面温度）を第 5.2.2－2 表に示す。 

なお，その他の「運転中の原子炉における重大事故に至るおそ

れがある事故」に係る事故シーケンスグループについては，格納

容器冷却及び除熱に係る手順において，格納容器圧力を最高使用

圧力以下に抑える手順としているため抽出されない。 

 

で，各々の格納容器破損モードに対して厳しい条件となるよう保

守的な条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比較して

前提条件が異なる（本来は，高圧原子炉代替注水系等により炉心

損傷回避が可能な事故シーケンスである）。一方，原子炉格納容器

に対する静的な過圧・過温に対する長期の頑健性を確認する上で

は，原子炉格納容器圧力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱

能力の関係が支配的な要素であることから，「運転中の原子炉にお

ける重大事故」に係る格納容器破損モードとして参照する事故シ

ナリオとして，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）を代表シナリオとすることは，原子炉圧力容器破損後

のシナリオも考慮していることと等しくなる。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）」及び

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用しない場合）」は，大破断ＬＯＣＡが発

生し，流出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によっ

て発生した水蒸気，炉心損傷に伴うジルコニウム－水反応によっ

て発生した非凝縮性ガスなどの蓄積により，原子炉格納容器の雰

囲気圧力・温度が上昇することになる。 

上記の２つの事故シーケンスグループ等について，事故発生後

の原子炉格納容器の最高圧力及び最高温度，10-2 年（約3.5 日後）

の圧力及び温度を第5.2.2－2 表に示す。 

なお，その他の「運転中の原子炉における重大事故に至るおそ

れがある事故」に係る事故シーケンスグループについては，格納

容器冷却及び除熱に係る手順として，原子炉格納容器圧力を最高

使用圧力以下に抑える手順としているため抽出されない。 
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表5.2.2.2 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結

果） 

 

 

※1：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度） 

※2：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）

は 165 ℃ で あ る が ， 保 守 的 に 最 高 温 度 は

0.62MPa[gage]の飽和温度とする 

※3：サプレッション・チェンバの最高温度 

表5.2.2.2に示す各事故シーケンスグループ等の有効性評価に

おける解析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考

慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評価項目となるパ

ラメータに対して余裕が小さくなるような設定とすることとして

いる。また，不確かさの影響評価を行っており，その結果として，

解析コード及び解析条件の不確かさについて操作への影響を含め

て確認した結果，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

いことを確認している。したがって，耐震評価に用いる原子炉格

納容器の圧力・温度条件として，有効性評価結果の圧力・温度を

用いることは妥当と判断した。 

 

b. ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

【短期荷重の継続時間】 

上記の２つの事故シーケンスグループ等について，格納容器圧

力・温度の解析結果を図5.2.2.2～図5.2.2.5に示す。 

 

図5.2.2.2～図5.2.2.5より，ＳＡ発生後10-2年前までに，原子炉

格納容器の最高圧力及び最高温度となり，10-2年以降は，原子炉格

納容器圧力逃がし装置又は代替原子炉補機冷却系による除熱機能

の効果により，格納容器圧力及び温度は低下傾向が維持される。 

 

 

 

第 5.2.2－2 表  格納容器のＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.2－2 表に示す各事故シーケンスグループ等の有効性評

価における解析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさ

を考慮して，設計値を用いるか又は評価項目となるパラメータに

対して余裕が小さくなるような設定とすることとしている。また，

不確かさの影響評価を行っており，その結果として，解析コード

及び解析条件の不確かさについて操作への影響を含めて確認した

結果，評価項目となるパラメータに与える影響は小さいことを確

認していることから，ここでは不確かさは考慮しない。 

 

 

 

ｂ．ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

【短期荷重の継続時間】 

上記の 2 つの事故シーケンスグループ等について，格納容器圧

力・雰囲気温度の解析結果を第 5.2.2－2 図から第 5.2.2－5 図に

示す。 

第 5.2.2－2 図から第 5.2.2－5 図より，ＳＡ発生後 10－２年（約

3 日後）前までに，格納容器圧力逃がし装置又は緊急用海水系を

用いた代替循環冷却系による除熱機能が確保され，最高使用圧

力・温度以下に維持される。代替循環冷却系を使用する場合にお

ける 10－２年（約 3 日後）以降の格納容器圧力については，格納

容器内の水素燃焼の防止のため格納容器内への窒素封入を実施す

る運用としていることから，一時的に上昇する期間があるが，上

第 5.2.2－2 表 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度（有効性評

価結果） 

 格納容器過圧・過温破損 

（残留熱代替除去系を使

用する場合） 

格納容器過圧・過温破損 

（残留熱代替除去系を使用しな

い場合） 

最高圧力 約 427kPa 約 659kPa 

最高温度 約 181℃※１ 約 181℃※１ 

圧力（10-2年後） 約 317kPa 約 109kPa 

温度（10-2年後） 約 131℃ 約 144℃ 

 

※１：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度） 

 

 

 

 

 

第 5.2.2－2 表に示す各事故シーケンスグループ等の有効性評

価における解析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさ

を考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評価項目とな

るパラメータに対して余裕が小さくなるような設定とすることと

している。また，不確かさの影響評価を行っており，その結果と

して，解析コード及び解析条件の不確かさについて操作への影響

を含めて確認した結果，評価項目となるパラメータに与える影響

は小さいことを確認している。したがって，耐震評価に用いる原

子炉格納容器の圧力・温度条件として，有効性評価結果の圧力・

温度を用いることは妥当と判断した。 

 

b．ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

【短期荷重の継続時間】 

上記の２つの事故シーケンスグループ等について，格納容器圧

力・温度の解析結果を第 5.2.2－2 図～第 5.2.2－5 図に示す。 

 

第 5.2.2－2 図～第 5.2.2－5 図より，ＳＡ発生後 10-2 年（約

3.5 日後）前までに，残留熱代替除去系又は格納容器フィルタベ

ント系による格納容器除熱機能が確保され，格納容器の圧力・温

度条件は最高使用圧力・温度以下に維持される。残留熱代替除去

系を使用する場合における 10-2年（約 3.5 日後）以降の格納容器

圧力については，原子炉格納容器内の水素燃焼の防止のため原子

炉格納容器内への窒素封入を実施する運用としていることから，

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は水素燃焼

を防止する観点から，

格納容器の最高使用圧

力到達までは窒素注入

を実施する運用として

おり，格納容器圧力が

最大となるのは 10-2年

以降 
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よって，ＳＡ発生後10-2年前をⅤ(S)（ＳＡの状態のうち事象発

生直後の短期的に荷重が作用している状態）として設定すること

は適切である。 

 

記の除熱機能により最高使用圧力以下に抑えられる。 

 

よって，ＳＡ発生後 10－２年（約 3 日後）前をⅤ(S)（ＳＡの状

態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用している状態）とし

て設定することは適切である。 

 

一時的に上昇する期間があるが，上記の除熱機能により最高使用

圧力以下に抑えられる。 

よって，ＳＡ発生後 10-2 年前をⅤ（S）（ＳＡの状態のうち事象

発生直後の短期的に荷重が作用している状態）として設定するこ

とは適切である。 
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図5.2.2.2 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する

場合）における格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

図5.2.2.3 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する

場合）における格納容器温度（気相部）の推移 

 

 

第 5.2.2－2 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合）」

における格納容器圧力の推移 

 

 

 

第 5.2.2－3 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合）」

における格納容器雰囲気温度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.2－2 図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使

用する場合）における格納容器圧力の推移 

 

 

 

第 5.2.2－3 図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使

用する場合）における格納容器温度（気相部）の

推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 
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図5.2.2.4 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しな

い場合）における格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

図5.2.2.5 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しな 

い場合）における格納容器温度（気相部）の推移 

 

 

 

【長期(L)および長期(LL)における荷重の継続時間】 

ＳＡ発生後の原子炉格納容器の圧力・温度の推移は，除熱機能

として代替循環冷却系を使用する場合と代替循環冷却系を使用し

ない場合では大幅に挙動が異なる。ＳＡ発生後10-2年という断面に

おいては，表5.2.2.2に示したとおり，格納容器過圧・過温破損（代

替循環冷却系を使用する場合）の方が圧力及び温度ともに高い。

かつ，除熱機能の確保はＳＡ設備である代替循環冷却系の確保を

 

 

第 5.2.2－4 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）（代替循環冷却を使用できない場

合）」における格納容器圧力の推移 

 

 

 

第 5.2.2－5 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない

場合）」における格納容器雰囲気温度の推移 

 

 

【長期(L)及び長期(LL)における荷重の継続時間】 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用する場合）」及び「雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用で

きない場合）」の長期間解析における格納容器圧力及び雰囲気温度

の推移を第 5.2.2－6 図から第 5.2.2－9 図に示す。2×10－１年（約

70 日後）の格納容器圧力及び雰囲気温度について，「雰囲気圧力・

 

 

第 5.2.2－4 図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使     

用しない場合）における格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

第 5.2.2－5 図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使

用しない場合）における格納容器温度（気相部）

の推移 

 

 

【長期（L）及び長期（LL）における荷重の継続時間】 

ＳＡ発生後の原子炉格納容器の圧力・温度の推移は，除熱機能

として残留熱代替除去系を使用する場合と残留熱代替除去系を使

用しない場合では大幅に挙動が異なる。ＳＡ発生後 10-2年（約 3.5

日後）という断面においては，第 5.2.2－2 表に示したとおり，

圧力は格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場

合）の方が高く，温度は格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，窒素を

注入する運用としてい

ることから，格納容器

圧力は，前者のシナリ

オの方が大きくなる。 
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優先に行うことから，本設定では，格納容器過圧・過温破損（代

替循環冷却系を使用する場合）を前提とする。 

 

 

 

長期間解析における格納容器圧力・温度の推移を図5.2.2.6～図

5.2.2.7に示す。事象発生後20時間後に代替原子炉補機冷却系の準

備が完了し，以降，代替循環冷却系により格納容器圧力・温度は

低下傾向が継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

図5.2.2.6 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する

場合）における格納容器圧力の推移（長期間解析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系

を使用できない場合）」の方が高いため，「雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用で

きない場合）」における 2×10－１年（約 70 日後）の格納容器圧力

及び雰囲気温度を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.2－6 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場

合）」における格納容器圧力の推移（長期間解析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

去系を使用しない場合）の方が高い。除熱機能の確保はＳＡ設備

である残留熱代替除去系の確保を優先に行うことから，荷重条件

の設定では，格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

する場合）を基本とする。 

 

長期間解析における格納容器圧力・温度の推移を第5.2.2－6 図

～第 5.2.2－7 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.2－6 図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使

用する場合）における格納容器圧力の推移（長期

間解析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

代替除去系を優先的に

使用することを理由

に，長期（LL）におい

て組み合わせる荷重

は，残留熱代替除去系

を使用する場合として

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，水素燃

焼を防止する観点か

ら，格納容器の最高使

用圧力到達までは窒

素注入を実施する運

用としているため，変

曲点が生じる。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，酸素濃

度による格納容器ベ

ント基準に至るのは

80 日以降のため，ベ

 

① 

② 
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図5.2.2.7 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する

場合）における格納容器温度（気相部）の推移（長期

間解析） 

 

 

 

第 5.2.2－7 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場

合）」における格納容器雰囲気温度の推移（長期

間解析） 

 

 

 

第 5.2.2－7 図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を

使用する場合）における格納容器温度（気相部）

の推移（長期間解析） 

ントによる格納容器

圧力の低下はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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第 5.2.2－8 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）」における

格納容器圧力の推移（長期間解析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.2－9 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）」における

格納容器雰囲気温度の推移（長期間解析） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，長期

（LL）において組み合

せる荷重は，残留熱代

替除去系を使用する場

合としていることか

ら，残留熱代替除去系

を使用しない場合の長

期間の解析結果を記載

していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同上 
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ここで，2×10-1年（約60日後）の格納容器圧力及び温度を表

5.2.2.3に示す。格納容器圧力・温度は低下傾向を維持し，最高使

用圧力及び最高使用温度以下に低下するものの，通常運転条件の

格納容器圧力・温度は上回ることととなる。 

 

 

 

 

表5.2.2.3 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度 

 

※１：サプレッション・チェンバの温度 

 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率（添

付資料2参照）を踏まえた事象発生確率は表5.2.2.4のとおりとな

る。この検討に際し，ＳＡ施設としての重要性に鑑み安全裕度を

確保するために，頻度が保守的に算出されるように各パラメータ

の設定にあたり，以下の事項を考慮している。 

 

【ＰＣＶバウンダリにおけるＳＡの発生確率，継続時間，地震動

の年超過確率に関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉

心損傷頻度の性能目標値である10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震

動の年超過確率はJEAG4601・補-1984に記載の発生確率を用いて

いる。 

 

以上より，表5.2.2.2及び表5.2.2.3を考慮し，格納容器過圧・

過温破損（代替循環冷却系を使用しない場合）において，格納容

器圧力の上昇の速度が遅く，格納容器スプレイ流量が抑制できる

など，格納容器圧力逃がし装置の使用タイミングが遅くなる可能

性があることから，ＳＡ発生後10-2年以上2×10-1年未満の期間と

して組み合わせる荷重は，事象発生後以降の最大となる荷重（有

効性評価結果の最高圧力・最高温度）をＳｄと組み合わせる。ま

ここで，2×10－１年（約 70 日後）の格納容器圧力及び温度（壁

面温度）の最高値を第 5.2.2－3 表に示す。第 5.2.2－3 表に示す

とおり，格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱により，格

納容器圧力は低下傾向となり，格納容器雰囲気温度は飽和温度相

当で推移するが，2×10－１年（約 70 日後）の時点の格納容器圧力・

温度（壁面温度）は通常運転条件の格納容器圧力・温度を上回る

ことととなる。 

 

第 5.2.2－3 表 格納容器のＳＡ時の圧力・温度の最高値 

（2×10－１年後） 

 

 

 (1)から(3)より，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率

（添付資料 2 参照）を踏まえた事象発生確率は第 5.2.2－4 表の

とおりとなる。この検討に際し，ＳＡ施設としての重要性に鑑み

安全裕度を確保するために，頻度が保守的に算出されるように各

パラメータの設定に当たり，以下の事項を考慮している。 

 

【ＰＣＶバウンダリにおけるＳＡの発生確率，継続時間，地震動

の超過確率に関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉

心損傷頻度の性能目標値である 10－４／炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる超過確率を参照し，地震動

の超過確率は JEAG4601・補-1984 に記載の発生確率を用いてい

る。 

 

ここで，ＰＣＶバウンダリは，ＳＡ発生時における最終障壁と

なることから，その重要性を考慮し，ＳＡ発生後 10－２年以降 2×10

－１年未満の期間として組み合わせる荷重は，保守的に事象発生以

降の最大となる荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高温度（壁

面温度））をＳｄと組み合わせる。また，ＳＡ発生後 2×10－１年以

上の期間における最大となる荷重とＳｓによる地震力を組み合わ

せることとする。 

ここで，２×10-1 年（約 70 日後）の格納容器圧力及び温度を

第 5.2.2－3 表に示す。格納容器圧力・温度は低下傾向を維持し，

最高使用圧力及び最高使用温度以下に低下するものの，通常運転

条件の格納容器圧力・温度は上回ることとなる。 

 

 

 

 

第 5.2.2－3 表 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度 

 格納容器過圧・過温破損 

（残留熱代替除去系を使用する場合） 

格納容器圧力 約 372kPa[gage] 

格納容器温度 約 62℃※１ 

※１：サプレッション・チェンバの温度 

 

 

 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率（添

付資料２参照）を踏まえた事象発生確率は第 5.2.2－4 表のとお

りとなる。この検討に際し，ＳＡ施設としての重要性に鑑み安全

裕度を確保するために，頻度が保守的に算出されるように各パラ

メータの設定にあたり，以下の事項を考慮している。 

 

【ＰＣＶバウンダリにおけるＳＡの発生確率，継続時間，地震動

の年超過確率に関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉

心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震

動の年超過確率はＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載の発生確

率を用いている。 

 

以上より，第 5.2.2－2 表及び第 5.2.2－3 表を考慮し，格納容

器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）におい

て，格納容器圧力の上昇の速度が遅く格納容器スプレイ流量が抑

制できるなど，格納容器フィルタベント系の使用タイミングが遅

くなる可能性があることから，ＳＡ発生後 10-2 年以上２×10-1 年

未満の期間として組み合わせる荷重は，事象発生後以降の最大と

なる荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高温度）をＳｄと組み

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

評価方針の相違 

【東海第二】 

長期（LL）において組

み合わせるシナリオの

相違 
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た，ＳＡ発生後2×10-1年以上の期間における最大となる荷重とＳ

ｓによる地震力を組み合わせることとする。 

 

 

 

表5.2.2.4 ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏まえ

た事象発生確率 

 

 

 

 

 

 

 

（5）まとめ 

以上より，ＰＣＶバウンダリとしては，ＳＡ 後長期(LL)に生じ

る荷重とＳｓによる地震力，ＳＡ発生後の最大となる荷重とＳｄ

による地震力を組み合わせることとする。 

 

 

 

 

 

第 5.2.2－4 表  ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏

まえた事象発生確率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) まとめ 

以上より，ＰＣＶバウンダリとしては，ＳＡ後長期(LL)に生じ

る荷重とＳｓによる地震力，ＳＡ発生後の最大となる荷重とＳｄ

による地震力を組み合わせることとする。 

 

合わせる。また，ＳＡ発生後２×10-1年以上の期間において最大

となる荷重とＳｓによる地震力を組み合わせることとする。 

 

 

 

第 5.2.2－4 表 ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏

まえた事象発生確率 

 

 

(5) まとめ 

以上より，ＰＣＶバウンダリとしては，ＳＡ後長期（LL）に生

じる荷重とＳｓによる地震力，ＳＡ発生後の最大となる荷重とＳ

ｄによる地震力を組み合わせることとする。 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉では全ての

運転状態に対して事象

発生確率を記載 
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5.2.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

（1）ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である

10-4/炉年を適用する。 

 

（2）地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，

JEAG4601・補-1984で記載されているS2，S1の発生確率をＳｓ，Ｓ

ｄの年超過確率に読み替えて適用する。（添付資料2参照） 

 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との

比較により，工学的，総合的に組合せの目安となる継続時間を判

断する。事故発生時を基点として，10-2年までの期間を地震荷重と

の組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄ

との組合せが必要な10-2～2×10-1年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），

基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な期間2×10-1年以降を長期(LL)

（運転状態Ⅴ(LL)）とする。組合せの目安となる継続時間を表

5.2.3.1，組合せのイメージを図5.2.3.1に示す。 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.2－10 図  ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せの検討結果

（イメージ） 

 

5.2.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である

10－４／炉年を適用する。 

 

(2) 地震動の超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる超過確率を参照し，

JEAG4601・補-1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，

Ｓｄの超過確率に読み替えて適用する。（添付資料 2 参照） 

 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10－８／炉年と，(1)，(2)で得られた値の積に

より，組合せの目安となる継続時間を判断する。事故発生時を基

点として，10－２年までの期間を地震荷重との組合せが不要な短期

（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せが必要な 10

－２から 2×10－１年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），基準地震動Ｓｓ

との組合せが必要な期間 2×10－１年以降を長期(LL)（運転状態

Ⅴ(LL)）とする。 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.2－8 図  ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せの検討結果（イ

メージ） 

 

5.2.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

(1) SA の発生確率 

SA の発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である

10-4/炉年を適用する。 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，ＪＥ

ＡＧ４６０１・補－1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率

をＳｓ，Ｓｄの年超過確率に読み替えて適用する。（添付資料２参

照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との

比較により，工学的，総合的に組合せの目安となる継続時間を判

断する。事故発生時を基点として，10-2 年までの期間を地震荷重

との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓ

ｄとの組合せが必要な 10-2～2×10-1 年を長期(L)（運転状態

Ⅴ(L)），基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な 2×10-1 年以降を長

期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）とする。組合せの目安となる継続時間

を第 5.2.3－1 表，組合せのイメージを第 5.2.3－1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(L) 
（長期(L)） 

2×10－１年 

運転状態Ⅴ(LL) 
（長期(LL)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10－２年 

評価点①ＳＡ発生後の最大荷重（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 
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表5.2.3.1 組合せの目安となる継続時間 

 

 

 

※1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標につ

いて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏ま

え，重大事故等の発生確率として10-4/炉年とした。 

※2：JEAG4601-1984に記載されている地震動の発生確率S2，S1の発

生確率をＳｓ，Ｓｄに読み換えた。 

 

 

図5.2.3.1 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

a. ＳＡの選定 

原子炉圧力容器の圧力及び温度上昇の観点で厳しい事故シーケ

ンスグループ等は以下の理由から，「原子炉停止機能喪失」であ

る。「原子炉停止機能喪失」は，過渡事象として主蒸気隔離弁の

誤閉止の発生を仮定するとともに，原子炉自動停止機能が喪失す

る事象であり，緩和措置がとられない場合には，原子炉出力が維

持されるため，原子炉圧力容器が高温・高圧状態となる。 

 

表 5.2.3－1 組合せの目安となる継続時間 

 

 

※1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標につ

いて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏ま

え，重大事故等の発生確率として 10－４／炉年とした。 

※2：JEAG4601-1984 に記載されている地震動の発生確率Ｓ２，Ｓ１

の発生確率をＳＳ，Ｓｄに読み換えた 

 

 

図 5.2.3－1  荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

ａ．ＳＡの選定 

原子炉圧力容器の圧力及び温度上昇の観点で厳しい事故シーケ

ンスグループ等は以下の理由から，「原子炉停止機能喪失」である。

「原子炉停止機能喪失」は，過渡事象として主蒸気隔離弁の誤閉

止の発生を仮定するとともに，原子炉自動停止機能が喪失する事

象であり，緩和措置がとられない場合には，原子炉出力が維持さ

れるため，原子炉圧力容器が高温・高圧状態となる。 

 

 

第 5.2.3－1 表 組合せの目安となる継続時間 

 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標に

ついて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏

まえ，重大事故等の発生確率として 10-4/炉年とした。 

※２：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動Ｓ２，

Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄに読み替えた。 

 

第 5.2.3－1 図 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

a．ＳＡの選定 

原子炉圧力容器の圧力及び温度上昇の観点で厳しい事故シーケ

ンスグループ等は以下の理由から，「原子炉停止機能喪失」である。

「原子炉停止機能喪失」は，過渡事象として主蒸気隔離弁の誤閉

止の発生を仮定するとともに，原子炉自動停止機能が喪失する事

象であり，緩和措置がとられない場合には，原子炉出力が維持さ

れるため，原子炉圧力容器が高温・高圧状態となる。 
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※1：有効性評価における原子炉圧力と最高使用圧力との比較 

 

※2：非常用炉心冷却系が喪失し，炉心が損傷に至るシナリオであ

る。よって，原子炉冷却材圧力バウンダリの頑健性を評価す

ることを目的とした事故シーケンスとしては参照しない。な

お，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）及び水素燃焼は大破断ＬＯＣＡを起因とし，事故後，

急速に減圧するシナリオであり，また，他のシナリオは，原

子炉が高圧の状態で維持（その間逃がし安全弁による原子炉

圧力制御）するが，原子炉水位がBAF+10%の位置で減圧するシ

ナリオであるため，原子炉圧力という点では，「運転中の原

子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故

シーケンスグループに包絡される。 

 

 

 

 

 

 

※1：有効性評価における原子炉圧力と最高使用圧力との比較 

 

※2：非常用炉心冷却系が喪失し，炉心が損傷に至るシナリオであ

る。よって，原子炉冷却材圧力バウンダリの頑健性を評価す

ることを目的とした事故シーケンスとしては参照しない。な

お，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）及び水素燃焼は大破断ＬＯＣＡを起因とし，事故後，

急速に減圧するシナリオであり，また，他のシナリオは，原

子炉が高圧の状態で維持（その間逃がし安全弁による原子炉

圧力制御）するが，原子炉水位が BAF+20%の位置で減圧する

シナリオであるため，原子炉圧力という点では「運転中の原

子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故

シーケンスグループに包絡される。 

 

 

※１：有効性評価における原子炉圧力とＤＢ条件における原子炉

圧力との比較 

※２：非常用炉心冷却系が喪失し，炉心が損傷に至るシナリオで

ある。よって，原子炉冷却材圧力バウンダリの頑健性を評

価することを目的とした事故シーケンスとしては参照しな

い。なお，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）及び水素燃焼は大破断ＬＯＣＡを起因とし，

事故後，急速に減圧するシナリオであり，また，他のシナ

リオは，原子炉が高圧の状態で維持（その間逃がし安全弁

による原子炉圧力制御）するが，原子炉水位がＢＡＦ＋20％

の位置で減圧するシナリオであるため，原子炉圧力という

点では，「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれが

ある事故」に係る事故シーケンスグループに包絡される。 

 

 

 

・事故シーケンスグルー

プ等の名称の相違（実

質的な相違なし） 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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※3：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としており

原子炉圧力・温度に対する評価は実施していない。しかしな

がら，運転停止中であり，初期圧力は十分に低く，また，過

圧・過温として影響の大きい条件である炉心崩壊熱は，運転

中と比較して十分に小さく，事象の進展も遅くなることか

ら，「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある

事故」に係る事故シーケンスグループに包絡されるものとし

て参照すべき事故シーケンスの対象とはしない 

 

 

これ以外の事故シーケンスグループ等では，原子炉圧力容器は

健全であり，また，スクラム後，急速減圧による低圧注水系によ

る冠水維持開始までの間，逃がし安全弁の作動により，原子炉圧

力は制御されることから，ＤＢの荷重条件を超えることはない。 

また，「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV

再閉失敗」，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」及び「格納容器バイパ

ス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」，ＬＯＣＡ又は逃が

し安全弁の再閉失敗が発生していることを前提にしており，ＤＢ

条件を超えることはない。 

「原子炉停止機能喪失」（以下「ATWS」という。）の炉心損傷

防止対策は，主として当該事故の発生防止のために代替制御棒挿

入機能（ARI）を備えており，プラント過渡事象が発生し，通常の

スクラム機能が，電気的な故障により喪失した場合に，後備の手

段としてARIを作動させることにより原子炉停止機能を確保する

こととなる。有効性評価では，このARIの機能に期待せず，最も厳

しい過渡事象として主蒸気隔離弁の閉止を条件とし，これによる

原子炉圧力上昇による反応度投入，また，主蒸気隔離弁の閉止に

伴う給水過熱喪失による反応度投入を評価している。これに対し，

原子炉出力を抑制するための代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能，運転員による原子炉水位維持操作（自動減圧系の自動起動

阻止含む）及びほう酸水注入系による原子炉未臨界操作により原

子炉を未臨界へ移行させることとなる。 

 

以上のとおり，スクラムを前提とした他の事故シーケンスグル

ープ等と比較し，最も早く原子炉冷却材圧力が上昇する事象であ

る。 

 

したがって，以下のＳＡとして考慮すべき事故シーケンスは以

※3：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としており

原子炉圧力・温度に対する評価は実施していない。しかし

ながら，運転停止中であり，初期圧力は十分に低く，また，

過圧・過温として影響の大きい条件である炉心崩壊熱は，

運転中と比較して十分に小さく，事象の進展も遅くなるこ

とから，「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれが

ある事故」に係る事故シーケンスグループに包絡されるも

のとして参照すべき事故シーケンスの対象とはしない。 

 

 

これ以外の事故シーケンスグループ等では，原子炉圧力容器は

健全であり，また，スクラム後，急速減圧による低圧注水系によ

る冠水維持開始までの間，逃がし安全弁（安全弁機能）の作動に

より，原子炉圧力は制御されることから，ＤＢの荷重条件を超え

ることはない。また，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」及び「格納容器

バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」はＬＯＣＡが発

生していることを前提にしており，ＤＢ条件を超えることはない。 

 

 

「原子炉停止機能喪失」（以下「ＡＴＷＳ」という。）の炉心損

傷防止対策は，主として当該事故の発生防止のために代替制御棒

挿入機能（以下「ＡＲＩ」という。）を備えており，プラント過渡

事象が発生し，通常のスクラム機能が，電気的な故障により喪失

した場合に，後備の手段としてＡＲＩを作動させることにより原

子炉停止機能を確保することとなる。有効性評価では，このＡＲ

Ｉの機能に期待せず，最も厳しい過渡事象として主蒸気隔離弁の

閉止を条件とし，これによる原子炉圧力上昇による反応度投入，

また，主蒸気隔離弁の閉止に伴う給水加熱喪失による反応度投入

を評価している。これに対し，原子炉出力を抑制するためのＡＴ

ＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能），運転員に

よる原子炉水位維持操作（自動減圧系の自動起動阻止含む）及び

ほう酸水注入系による原子炉未臨界操作により原子炉を未臨界へ

移行させることとなる。 

以上のとおり，スクラムを前提とした他の事故シーケンスグル

ープ等と比較し，最も早く原子炉冷却材圧力が上昇する事象であ

る。 

 

したがって，以下のＳＡとして考慮すべき事故シーケンスは以

※３：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としてお

り原子炉圧力・温度に対する評価は実施していない。しか

しながら，運転停止中であり，初期圧力は十分に低く，ま

た，過圧・過温として影響の大きい条件である炉心崩壊熱

は，運転中と比較して十分に小さく，事象の進展も遅くな

ることから，「運転中の原子炉における重大事故に至るおそ

れがある事故」に係る事故シーケンスグループに包絡され

るものとして参照すべき事故シーケンスの対象とはしな

い。 

 

これ以外の事故シーケンスグループ等では，原子炉圧力容器は

健全であり，また，スクラム後，急速減圧による低圧注水系によ

る冠水維持開始までの間，逃がし安全弁の作動により，原子炉圧

力は制御されることから，ＤＢの荷重条件を超えることはない。 

また，「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ

再閉失敗＋ＨＰＣＳ失敗」，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」及び「格

納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」は，ＬＯ

ＣＡ又は逃がし安全弁の再閉失敗が発生していることを前提にし

ており，ＤＢ条件を超えることはない。 

「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷防止対策は，主として当該

事故の発生防止のために代替制御棒挿入機能（ＡＲＩ）を備えて

おり，プラント過渡事象が発生し，通常のスクラム機能が，電気

的な故障により喪失した場合に，後備の手段としてＡＲＩを作動

させることにより原子炉停止機能を確保することとなる。有効性

評価では，このＡＲＩの機能に期待せず，最も厳しい過渡事象と

して主蒸気隔離弁の閉止を条件とし，これによる原子炉圧力上昇

による反応度投入，また，主蒸気隔離弁の閉止に伴う給水加熱喪

失による反応度投入を評価している。これに対し，原子炉出力を

抑制するための代替原子炉再循環ポンプトリップ機能，運転員に

よる原子炉水位維持操作（自動減圧系の自動起動阻止含む）及び

ほう酸水注入系による原子炉未臨界操作により原子炉を未臨界へ

移行させることとなる。 

 

以上のとおり，スクラムを前提とした他の事故シーケンスグル

ープ等と比較し，最も早く原子炉冷却材圧力が上昇する事象であ

る。 

 

したがって，以下のＳＡとして考慮すべき事故シーケンスは以

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，安全弁

機能による解析を実

施していないため，記

載していない。 
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下の事故シナリオを選定した。 

・原子炉停止機能喪失 

 

この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉圧力の最高

値，原子炉冷却材温度の最高値を表5.2.3.2に示す。 

 

表5.2.3.2 原子炉冷却材圧力バウンダリのＳＡ時の圧力・温度（有

効性評価結果） 

 

 

表5.2.3.2に示す原子炉停止機能喪失の有効性評価における解

析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮して，

現実的な条件を基本としつつ，原則，評価項目となるパラメータ

に対して余裕が小さくなるような設定とすることとしている。ま

た，不確かさの影響評価を行っており，表5.2.3.2に示す評価結果

より高くなる。しかしながら，後述する短期荷重の継続時間とし

て考慮する時間設定においては，事象発生後に低温停止状態に至

る時間を包絡するものとしているため，結果として不確かさの重

畳の影響はない。 

 

b. ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

a.項で選定した事故シーケンスの過渡応答図を図5.2.3.2～図

5.2.3.3に示す。原子炉圧力は主蒸気隔離弁の閉止に伴う圧力上昇

以降，速やかに耐震設計上の設計圧力である8.38MPa[gage]を下回

る。また，事象開始から30分以内にほう酸水注水系による未臨界

が確立され，事象は収束する。 

 

 

下の事故シナリオを選定した。 

・原子炉停止機能喪失 

 

この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉圧力の最高

値，原子炉冷却材温度の最高値を第 5.2.3－2 表に示す。 

 

第 5.2.3－2 表  原子炉冷却材圧力バウンダリのＳＡ時の圧力・温

度（有効性評価結果） 

 

第 5.2.3－2 表に示す原子炉停止機能喪失の有効性評価におけ

る解析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮し

て，設計値を用いるか又は評価項目となるパラメータに対して余

裕が小さくなるような設定とすることとしている。また，不確か

さの影響評価を行っており，その結果として，解析コード及び解

析条件の不確かさについて操作への影響を含めて確認した結果，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さいことを確認して

いることから，ここでは不確かさは考慮しない 

 

 

ｂ．ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

a.項で選定した事故シーケンスの過渡応答図を第 5.2.3－2 図

から第 5.2.3－3 図に示す。原子炉圧力は主蒸気隔離弁の閉止に

伴う圧力上昇以降，速やかに耐震設計上の設計圧力である約

8.14MPa[gage]を下回る。 

 

下の事故シナリオを選定した。 

・原子炉停止機能喪失 

 

この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉圧力の最高

値，原子炉冷却材温度の最高値を第 5.2.3－2 表に示す。 

 

第 5.2.3－2 表 原子炉冷却材圧力バウンダリのＳＡ時の圧力・温

度（有効性評価結果） 

 

 

 

第 5.2.3－2 表に示す原子炉停止機能喪失の有効性評価におけ

る解析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮し

て，現実的な条件を基本としつつ，原則，評価項目となるパラメ

ータに対して余裕が小さくなるような設定とすることとしてい

る。また，不確かさの影響評価を行っており，その場合の圧力・

温度は，第 5.2.3－2 表 に示す評価結果より高くなる。しかしな

がら，後述する短期荷重の継続時間として考慮する時間設定にお

いては，事象発生後に低温停止状態に至る時間を包絡するものと

しているため，結果として不確かさの重畳の影響はない。 

 

b．ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

a．項で選定した事故シーケンスの過渡応答図を第 5.2.3－2 図

～第 5.2.3－3 図に示す。原子炉圧力は主蒸気隔離弁の閉止に伴

う圧力上昇以降，速やかに耐震設計上の設計圧力である 8.28MPa 

[gage]を下回る。また，事象開始から 50 分以内にほう酸水注水

系による未臨界が確立され，事象は収束する。 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図5.2.3.2 原子炉停止機能喪失における中性子束の時間変化 

（事象発生から40分後まで） 

 

*:初期圧力7.07MPa[gage] 

図5.2.3.3 原子炉停止機能喪失における原子炉圧力,原子炉水位

（シュラウド外水位）の時間変化（事象発生から40分後まで） 

 

 

 

 

 

第 5.2.3－2 図 原子炉停止機能喪失における中性子束の推移 

（事象発生から 60 分まで） 

 

 

 

 

第 5.2.3－3 図 原子炉停止機能喪失における原子炉水位及び原

子炉圧力の推移（事象発生から 60 分まで） 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.3－2 図 原子炉停止機能喪失における 

中性子束の時間変化 

（事象発生から 50 分後まで） 

 

 

 

第 5.2.3－3 図 原子炉停止機能喪失における原子炉圧力，原子炉

水位（シュラウド外水位）の時間変化（事象発生から 50 分後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記載 
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(1）～(3）から，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率

を踏まえた事象発生確率は表5.2.3.3のとおりとなる。この検討に

際し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安全裕度を確保するために，

頻度が保守的に算出されるように各パラメータの設定にあたり，

以下の事項を考慮している。 

 

【ＲＰＶバウンダリのＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超

過確率に関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉

心損傷頻度の性能目標値である10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震

動の年超過確率はJEAG4601・補-1984に記載の発生確率を用いて

いる。 

表5.2.3.3より，ＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確

率の積等も考慮し，工学的，総合的な判断としてＳｄによる地震

力とＳＡ 後長期(L)荷重，Ｓｓによる地震力とＳＡ後長期(LL)荷

重を組み合わせる。 

(1)から(3)より，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率

を踏まえた事象発生確率は第 5.2.3－3 表のとおりとなる。この

検討に際し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安全裕度を確保する

ために，頻度が保守的に算出されるように各パラメータの設定に

当たり，以下の事項を考慮している。 

 

【ＲＰＶバウンダリのＳＡの発生確率，継続時間，地震動の超過

確率に関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉

心損傷頻度の性能目標値である 10－４／炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる超過確率を参照し，地震動

の超過確率は JEAG4601・補-1984 に記載の発生確率を用いてい

る。 

第 5.2.3.3 表より，ＳＡの発生確率，継続時間，地震動の超過

確率の積等も考慮し，工学的，総合的な判断としてＳｄによる地

震力とＳＡ後長期(L)荷重，Ｓｓによる地震力とＳＡ後長期(LL)

荷重を組み合わせる。 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を

踏まえた事象発生確率は第 5.2.3－3 表のとおりとなる。この検

討に際し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安全裕度を確保するた

めに，頻度が保守的に算出されるように各パラメータの設定にあ

たり，以下の事項を考慮している。 

 

【ＲＰＶバウンダリのＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超

過確率に関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉

心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震

動の年超過確率はＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載の発生確

率を用いている。 

第 5.2.3－3 表より，ＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年

超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的な判断としてＳｄによ

る地震力とＳＡ後長期(L)荷重，Ｓｓによる地震力とＳＡ後長期

(LL)荷重を組み合わせる。 
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表5.2.3.3 ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏まえ

た事象発生確率 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）まとめ 

以上より，ＲＰＶバウンダリとしては，ＳＡ後長期(LL)に生じ

る荷重とＳｓによる地震力，ＳＡ後長期(L)に生じる荷重とＳｄに

よる地震力を組み合わせることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物については，ＳＡ後長期の雰囲気温度と

5.2.1～5.2.3項それぞれの地震を組み合わせる。ただし，ＳＡ施

設本体からの熱伝導等を考慮するものとする。具体的な組合せ内

容は，5.2.1～5.2.3項による。 

第 5.2.3－3 表  ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏

まえた事象発生確率 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

(5) まとめ 

以上より，ＲＰＶバウンダリとしては，ＳＡ後長期(LL)に生じ

る荷重とＳｓによる地震力，ＳＡ後長期(L)に生じる荷重とＳｄに

よる地震力を組み合わせることとする。 

 

 

第 5.2.3－4 図  ＲＰＶバウンダリの荷重の組合せの検討結果 

（イメージ） 

 

5.2.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物については，ＳＡ後長期の雰囲気温度と

5.2.1 から 5.2.3 項それぞれの地震を組み合わせる。ただし，Ｓ

Ａ施設本体からの熱伝導等を考慮するものとする。 

具体的な組合せ内容は，5.2.1 から 5.2.3 項による。 

 

 

第 5.2.3－3 表 ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏

まえた事象発生確率 

 

 

(5) まとめ 

以上より，ＲＰＶバウンダリとしては，ＳＡ後長期（LL）に生

じる荷重とＳｓによる地震力，ＳＡ後長期（L）に生じる荷重とＳ

ｄによる地震力を組み合わせることとする。 

 

第 5.2.3－4 図 ＲＰＶバウンダリの荷重の組合せの検討結果（イ

メージ） 

 

5.2.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物については，ＳＡ後長期の雰囲気温度と

5.2.1～5.2.3 項それぞれの地震を組み合わせる。ただし，ＳＡ施

設本体からの熱伝導等を考慮するものとする。 

具体的な組合せ内容は，5.2.1～5.2.3 項による。 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉では全ての

運転状態に対して事象

発生確率を記載 

 

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(L) 
（長期(L)） 

2×10－１年 

運転状態Ⅴ(LL) 
（長期(LL)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10－２年 

評価点①（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 
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6. 許容応力状態の検討結果 

5.項の組合せ方針に基づき，各施設のＳＡと地震の組合せに対

する許容応力状態の考え方を以下に示す。許容応力状態の考え方

は，ＰＣＶバウンダリ，ＲＰＶバウンダリ，全般施設，及びＳＡ

施設の支持構造物に分けて検討することとした。 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ：JEAG4601で設定している運転状態と同じ 

Ⅴ(S) ：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用し

ている状態 

Ⅴ(L) ：ＳＡの状態のうち長期的(過渡状態を除く一連の期間)に

荷重が作用している状態 

Ⅴ(LL)：ＳＡの状態のうちⅤ(L)より更に長期的に荷重が作用して

いる状態 

【許容応力状態】 

ⅠA～ⅣA ：JEAG4601で設定している許容応力状態と同じ 

ⅢAS～ⅣAS ：JEAG4601で設定している許容応力状態と同じ 

ⅤA ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

（ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 

ⅤAS ：許容応力状態ⅤAを基本として，それに地震により生ずる応

力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

（ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 許容応力状態の検討結果 

5.項の組合せ方針に基づき，各施設のＳＡと地震の組み合わせ

に対する許容応力状態の考え方を以下に示す。許容応力状態の考

え方は，ＰＣＶバウンダリ，ＲＰＶバウンダリ，全般施設，及び

ＳＡ施設の支持構造物に分けて検討することとした。 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ：JEAG4601 で設定している運転状態と同じ 

Ⅴ(S)：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用して

いる状態 

Ⅴ(L)：ＳＡの状態のうち長期的（過渡状態を除く一連の期間）に

荷重が作用している状態 

Ⅴ(LL)：ＳＡの状態のうちⅤ(L)より更に長期的に荷重が作用して

いる状態 

【許容応力状態】 

ⅠA ～ⅣA ：JEAG4601 で設定している許容応力状態と同じ 

ⅢAS～ⅣAS：JEAG4601 で設定している許容応力状態と同じ 

ⅤA ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

（ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 

ⅤAS ：許容応力状態ⅤA を基本として，それに地震により生ずる

応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

（ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 許容応力状態の検討結果 

5 項の組合せ方針に基づき，各施設のＳＡと地震の組合せに対

する許容応力状態の考え方を以下に示す。許容応力状態の考え方

は，全般施設，ＰＣＶバウンダリ，ＲＰＶバウンダリ及びＳＡ施

設の支持構造物に分けて検討することとした。 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している運転状態と同じ 

Ⅴ(S) ：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用し

ている状態 

Ⅴ(L) ：ＳＡの状態のうち長期的（過渡状態を除く一連の期間）

に荷重が作用している状態 

Ⅴ(LL) ：ＳＡの状態のうちＶ(L)より更に長期的に荷重が作用し

ている状態 

【許容応力状態】 

ⅠA～ⅣA ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態と同じ 

ⅢAS～ⅣAS：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態と同じ 

ⅤA ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態) 

ⅤAS ：許容応力状態ⅤA を基本として，それに地震により生ずる

応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39-109



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

6.1 全般施設 

5.2.1項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応

力状態を表6.1.1に示す。 

 

表6.1.1 ＰＣＶバウンダリ内外の全般施設の荷重の組合せと許容

応力状態 

 

 

※1：ＥＣＣＳ等に係るもののみ 

※2：ＳＡ後短期的なものと，長期的なものを区別せず，それらを

包絡する条件をＳＡ条件として設定する。（原子炉格納容器

雰囲気温度の影響を受ける全般施設については，6.2項の検

討結果も考慮する） 

6.1 全般施設 

5.2.1 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容

応力状態を第 6.1－1 表に示す。 

 

第 6.1－1 表 ＰＣＶバウンダリ内外の全般施設の荷重の組合せ

と許容応力状態 

 

※1：ＥＣＣＳに係るもののみ 

※2：ＳＡ後短期的なものと，長期的なものを区別せず，それらを

包絡する条件をＳＡ条件として設定する。（格納容器雰囲気温

度の影響を受ける全般施設については，6.2 項の検討結果も考

慮する） 

 

 

 

 

6.1 全般施設 

5.2.1 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容

応力状態を第 6.1－1 表に示す。 

 

第 6.1－1 表 全般施設の荷重の組合せと許容応力状態 

 

 

※１：ＥＣＣＳに係るもののみ 

※２：ＳＡ後短期的なものと，長期的なものを区別せず，それら

を包絡する条件をＳＡ条件として設定する。(原子炉格納容

器雰囲気温度の影響を受ける全般施設については，6.2 項

の検討結果も考慮する) 

     
     

39-110



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

6.2 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

5.2.2項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応

力状態を表6.2.1に示す。ＤＢ条件における評価では，Ｓｄと事故

後長期荷重の組合せではⅢASを許容応力状態としているが，これ

は，ＥＣＣＳ等と同様，原子炉格納容器が事故を緩和・収束させ

るために必要な施設に挙げられていることによるものである。ま

た，ＤＢ施設として原子炉格納容器については，ＬＯＣＡ後（Ｄ

ＢＡ）の最終障壁としての安全裕度を確認する意味で，ＬＯＣＡ

後の最大内圧とＳｄの組合せを実施している。ＳＡ施設としての

原子炉格納容器については，最終障壁としての安全裕度の確認と

して，重大事故時の原子炉格納容器の最高温度，最高内圧を大き

く超える200℃，0.62MPaの条件で，原子炉格納容器の放射性物質

閉じ込め機能が損なわれることがないことの確認を行う。 

 

表6.2.1 ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

 

 

 

 

※１：構造体全体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後

の最大内圧とＳｄによる地震力との組合せを考慮する。 

※２：原子炉格納容器雰囲気温度の影響を受ける全般施設につい

ては，6.1項の検討結果も考慮する。 

 

 

6.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

5.2.3項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応

力状態を表6.3.1に示す。 

ＤＢ条件における評価では，Ｓｄと事故後長期荷重の組合せで

は，ＥＣＣＳ等はⅢASを許容応力状態としているが，これは，Ｅ

ＣＣＳ等が事故時に運転を必要とする施設に挙げられていること

によるものである。 

 

6.2 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

5.2.2 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容

応力状態を第 6.2－1 表に示す。ＤＢ条件における評価では，Ｓ

ｄ＋事故後長期荷重ではⅢAS を許容応力状態としているが，これ

は，ＥＣＣＳ等と同様，ＰＣＶバウンダリが事故を緩和・収束さ

せるために必要な施設に挙げられていることによるものである。

また，ＤＢ施設としてＰＣＶバウンダリについては，ＬＯＣＡ後

（ＤＢＡ）の最終障壁としての安全裕度を確認する意味で，ＬＯ

ＣＡ後の最大内圧とＳｄの組合せを実施している。ＳＡ施設とし

てのＰＣＶバウンダリについては，最終障壁としての安全裕度の

確認として，重大事故時の格納容器の最高温度，最高内圧を大き

く超える 200℃，2Pd の条件で，ＰＣＶバウンダリの放射性物質

閉じ込め機能が損なわれることがないことの確認を行う。 

 

第 6.2－1 表 ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

 

※１：構造体全体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後

の最大内圧とＳｄによる地震力との組合せを考慮する。 

※２：格納容器雰囲気温度の影響を受ける全般施設については，

6.1 項の検討結果も考慮する。 

 

 

6.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

5.2.3 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容

応力状態を第 6.3－1 表に示す。 

ＤＢ条件における評価では，Ｓｄ＋事故後長期荷重では，ＥＣＣ

Ｓ等はⅢAS を許容応力状態としているが，これは，ＥＣＣＳ等が

事故時に運転を必要とする施設に挙げられていることによるもの

である。 

6.2 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

5.2.2 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容

応力状態を第 6.2－1 表に示す。ＤＢ条件における評価では，Ｓ

ｄと事故後長期荷重の組合せではⅢAS を許容応力状態としてい

るが，これは，ＥＣＣＳ等と同様，原子炉格納容器が事故を緩和・

収束させるために必要な施設に挙げられていることによるもので

ある。また，ＤＢ施設として原子炉格納容器については，ＬＯＣ

Ａ後(ＤＢＡ)の最終障壁としての安全裕度を確認する意味で，Ｌ

ＯＣＡ後の最大内圧とＳｄの組合せを実施している。ＳＡ施設と

しての原子炉格納容器については，最終障壁としての安全裕度の

確認として，重大事故時の原子炉格納容器の最高温度，最高内圧

を大きく超える 200℃，２Ｐｄの条件で，原子炉格納容器の放射

性物質閉じ込め機能が損なわれることがないことの確認を行う。 

 

第 6.2－1 表 ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

 

 

※１：構造体全体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後

の最大内圧とＳｄによる地震力との組合せを考慮する。 

※２：原子炉格納容器雰囲気温度の影響を受ける全般施設につい

ては，6.1 項の検討結果も考慮する。 

※３：重大事故等後の最高圧力，最高温度との組合せを考慮する。 

 

6.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

5.2.3 項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容

応力状態を第 6.3－1 表に示す。 

ＤＢ条件における評価では，Ｓｄと事故後長期荷重の組合せで

は，ＥＣＣＳ等はⅢAS を許容応力状態としているが，これは，Ｅ

ＣＣＳ等が事故時に運転を必要とする施設に挙げられていること

によるものである。 
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表6.3.1 ＲＰＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

 

 

※1：ＥＣＣＳ等に係るものはⅢAS 

 

6.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物についての，具体的な許容応力状態は，

6.1～6.3項による。 

 

7. まとめ 

ＳＡ施設の耐震設計にあたっては，ＳＡは地震の独立事象とし

て位置づけたうえで，ＳＡの発生確率，継続時間及び地震動の年

超過確率の関係や様々な対策，シーケンスを踏まえ，ＳＡ荷重と

Ｓｓ，Ｓｄいずれか適切な地震力を組み合わせて評価することと

し，その組合せ検討結果としては，以下のとおりとなる。 

 

 

 

 

【全般施設】 

 

 

※1：短期荷重，長期(L)荷重，長期(LL)荷重を区別せず，それら

を包絡する条件とＳｓを組み合わせる。 

第 6.3－1 表 ＰＲＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

 
※1：ＥＣＣＳに係るものはⅢAS 

 

6.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物についての，具体的な許容応力状態は，

6.1～6.3 項による。 

 

7. まとめ 

ＳＡ施設の耐震設計に当たっては，ＳＡは地震の独立事象とし

て位置付けたうえで，ＳＡの発生確率，継続時間及び地震動の超

過確率の関係や様々な対策，シーケンスを踏まえ，ＳＡ荷重とＳ

ｓ，Ｓｄいずれか適切な地震力を組み合わせて評価することとし，

その組合せ検討結果としては，以下のとおりとなる 

 

 

 

【全般施設】 

 

 

 

※1：短期荷重，長期(L)荷重，長期(LL)荷重を区別せず，それら

を包絡する条件とＳＳを組み合わせる。 

 

第 6.3－1 表 ＲＰＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

 

※１：ＥＣＣＳに係るものはⅢAS 

 

6.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物についての具体的な許容応力状態は，6.1

～6.3 項による。 

 

7. まとめ 

ＳＡ施設の耐震設計にあたっては，ＳＡは地震の独立事象とし

て位置づけたうえで，ＳＡの発生確率，継続時間及び地震動の年

超過確率の関係や様々な対策，事故シーケンスを踏まえ，ＳＡ荷

重とＳｓ，Ｓｄいずれか適切な地震力を組み合わせて評価するこ

ととし，その組合せ検討結果としては，以下のとおりとなる。 

 

第 7-1 表 重大事故と地震の荷重組合せの検討結果 

 

【全般施設】 

 

※１：短期荷重，長期(L)荷重，長期(LL)荷重を区別せず，それら

を包絡する条件とＳｓを組み合わせる。 
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【ＰＣＶバウンダリ】 

 

※1：Ｓｓによる評価に包含されるため“-”としている。 

 

【ＲＰＶバウンダリ】 

 

 

※1：Ｓｓによる評価に包含されるため“-”としている。 

【PCV バウンダリ】 

 

 

 

 

※1：ＳＳによる評価に包含されるため“-”としている。 

 

 

【RPV バウンダリ】 

 

 

 

※1：ＳＳによる評価に包含されるため“-”としている。 

 

 

 

 

 

【ＰＣＶバウンダリ】 

 

※１：Ｓｓによる評価に包含されるため“－”としている。 

 

 

【ＲＰＶバウンダリ】 

 

※１：Ｓｓによる評価に包含されるため“－”としている。 
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（補足2）事象発生確率の考え方 

 

日本及び米国では性能目標として，ＣＤＦであれば10-4/炉年，

ＣＦＦであれば10-5/炉年程度とされている。 

 

ＤＢ施設の耐震設計の際のスクリーニング基準である10-7/炉年

という値は，ＣＤＦやＣＦＦの性能目標と比較すると，事象の発

生確率として一般的に十分に低いと見なされている値である。（補

足2.1表 参照） 

米国標準審査指針においても，重大な核分裂生成物の放出に至

る事故を生じさせる可能性のある事象に関する十分低い確率とし

て許容しうる基準として，10-7/炉年という値が用いられている。

また，航空機落下に関しても10-7/年という値が用いられている。 

 

本補足では，ＤＢ施設の耐震設計の際のスクリーニング基準で

ある10-7/炉年を踏まえ，ＳＡ施設の耐震設計に用いるスクリーニ

ングの目安を検討する。 

 

（ 補足 2） 事象発生確率の考え方 

 

日本及び米国では性能目標として，炉心損傷頻度（ＣＤＦ）で

あれば 10－４／炉年，格納容器機能喪失頻度（ＣＦＦ）であれば

10－５／炉年程度とされている。 

ＤＢ施設の耐震設計の際のスクリーニング基準である 10－７／ 

炉年という値は，ＣＤＦやＣＦＦの性能目標と比較すると， 事象

の発生確率として一般的に十分に低いと見なされている値であ

る。（補足第 2.1 表 参照） 

米国標準審査指針においても， 重大な核分裂生成物の放出に至

る事故を生じさせる可能性のある事象に関する十分低い確率とし

て許容しうる基準として， 10－７／年という値が用いられている。

また，航空機落下に関しても 10－７／年という値が用いられてい

る。 

本補足では，ＤＢ施設の耐震設計の際のスクリーニング基準で

ある 10－７／炉年を踏まえ，ＳＡ施設の耐震設計に用いるスクリー

ニングの目安を検討する。 

 

補足１ 

事象発生確率の考え方 

 

日本及び米国では性能目標として，炉心損傷頻度（ＣＤＦ）で

あれば 10-4／炉年，格納容器機能喪失頻度（ＣＦＦ）であれば 10-5

／炉年程度とされている。 

 ＤＢ施設の耐震設計の際のスクリーニング基準である 10-7／炉

年という値は，ＣＤＦやＣＦＦの性能目標と比較すると，事象の

発生確率として一般的に十分に低いと見なされている値である。

（補足 1－1表 参照） 

 米国標準審査指針においても，重大な核分裂生成物の放出に至

る事故を生じさせる可能性のある事象に関する十分低い確率とし

て許容しうる基準として，10-7／炉年という値が用いられている。 

 

 

本補足では，ＤＢ施設の耐震設計の際のスクリーニング基準で

ある 10-7／炉年を踏まえ，ＳＡ施設の耐震設計に用いるスクリー

ニングの目安を検討する。 
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補足2.1表 日本，米国の安全目標と地震との組合せ条件 

 

補足第 2－1 表  日本，米国の安全目標と地震との組合せ条件 

 

補足 1－1表 日本，米国の安全目標と地震との組合せ条件 
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1.確率論的リスク評価における「影響」について 

• 原子力施設の安全性を議論する際の「リスク」とは，施設周辺

の人々の健康や社会，環境に影響を及ぼす潜在的危険性，例えば，

炉心が損傷し，放射性物質が放出され，人々等に被害をもたらす

場合の発生確率と被害の大きさの積のことをいう。 

• リスクの定量的評価の技術である確率論的リスク評価（ＰＲＡ）

における「影響」とは，健康や社会，環境への被害である。その

被害には，プラント安全の脅威となる炉心損傷や格納容器機能喪

失を含んでいる。 

 

・炉心損傷頻度（ＣＤＦ） 

・格納容器機能喪失頻度（ＣＦＦ） 

炉心損傷，格納容器機能喪失という「影響」について，そのシナ

リオ群の頻度の合計 

 

・したがって，性能目標には影響が考慮されている 

 

原子力安全委員会の安全目標専門部会 

 安全目標案として，「原子力施設の事故に起因する放射線被

ばくによる，施設の敷地境界付近の公衆の個人の平均急性死

亡リスクは，年あたり百万分の１程度を超えないように抑制

されるべきである。また，原子力施設の事故に起因する放射

線被ばくによって生じ得るがんによる，施設からある範囲の

距離にある公衆の個人の平均死亡リスクは，年あたり百万分

の１程度を超えないように抑制されるべきである。」（平成

15年12月の中間とりまとめ） 

 発電用軽水型原子力炉施設を対象として，施設の有するリス

クが安全目標案に適合していることの判断の目安となる性能

目標として，「１基あたりの炉心損傷頻度は年あたり１万分

の１程度以下，１基あたりの格納容器機能喪失頻度は年あた

り１０万分の１程度以下とし，両方が同時に満足されること」

（平成18年3月報告書） 

 

1. 確率論的リスク評価における「影響」について 

原子力施設の安全性を議論する際の「リスク」とは， 施設周辺

の人々の健康や社会，環境に影響を及ぼす潜在的危険性，例えば， 

炉心が損傷し，放射性物質が放出され，人々等に被害をもたらす

場合の発生確率と被害の大きさの積のことをいう。 

リスクの定量的評価の技術である確率論的リスク評価（ＰＲＡ）

における「影響」とは，健康や社会，環境への被害である。その

被害には，プラント安全の脅威となる炉心損傷や格納容器機能喪

失を含んでいる。 

ＰＲＡでは炉心損傷頻度（ＣＤＦ）や格納容器機能喪失頻度（Ｃ

ＦＦ）を指標としているが，これらの指標は炉心損傷や格納容器

機能喪失という「影響」が発生する頻度の合計を示すものである。 

原子炉施設の有するリスクが安全目標に適合していることの判

断の目安となる性能目標は次のとおりとされている。 

 

安全目標に適合していることの判断の目安となる性能目標 

 炉心損傷頻度（ＣＤＦ）：10－４／炉年以下 

 格納容器機能喪失頻度（ＣＦＦ）：10－５／炉年以下 

 

 

したがって， 性能目標には「影響」が考慮されている。 

 

原子力安全委員会の安全目標専門部会 

 安全目標案として， 「原子力施設の事故に起因する放射線

被ばくによる， 施設の敷地境界付近の公衆の個人の平均急

性死亡リスクは， 年あたり百万分の１ 程度を超えないよ

うに抑制されるべきである。また， 原子力施設の事故に起

因する放射線被ばくによって生じ得るがんによる， 施設か

らある範囲の距離にある公衆の個人の平均死亡リスクは， 

年あたり百万分の１ 程度を超えないように抑制されるべ

きである。」（ 平成 1 5 年 1 2 月の中間とりまとめ） 

 発電用軽水型原子力炉施設を対象として， 施設の有するリ

スクが安全目標案に適合していることの判断の目安となる

性能目標として， 「１ 基あたりの炉心損傷頻度は年あた

り１ 万分の１ 程度以下， １ 基あたりの格納容器機能喪

失頻度は年あたり１ ０ 万分の１ 程度以下とし， 両方が

同時に満足されること」（ 平成 1 8 年 3 月報告書） 
 

1. 確率論的リスク評価における「影響」について 

・原子力施設の安全性を議論する際の「リスク」とは，施設周辺

の人々の健康や社会，環境に影響を及ぼす潜在的危険性，例えば，

炉心が損傷し，放射性物質が放出され，人々等に被害をもたらす

場合の発生確率と被害の大きさの積のことをいう。 

・リスクの定量的評価の技術である確率論的リスク評価（ＰＲＡ）

における「影響」とは，健康や社会，環境への被害である。その

被害には，プラント安全の脅威となる炉心損傷や格納容器機能喪

失を含んでいる。 

 

・炉心損傷頻度（ＣＤＦ） 

・格納容器機能喪失頻度（ＣＦＦ） 

炉心損傷，格納容器機能喪失という「影響」について，そのシナ

リオ群の頻度の合計 

 

 

・したがって，性能目標には「影響」が考慮されている 

 

原子力安全委員会の安全目標専門部会 

 安全目標案として，「原子力施設の事故に起因する放射線被ば

くによる，施設の敷地境界付近の公衆の個人の平均急性死亡

リスクは，年あたり百万分の１程度を超えないように抑制さ

れるべきである。また，原子力施設の事故に起因する放射線

被ばくによって生じ得るがんによる，施設からある範囲の距

離にある公衆の個人の平均死亡リスクは，年あたり百万分の

１程度を超えないように抑制されるべきである。」（平成 15 年

12 月の中間とりまとめ） 

 発電用軽水型原子力炉施設を対象として，施設の有するリス

クが安全目標案に適合していることの判断の目安となる性能

目標として，「１基あたりの炉心損傷頻度は年あたり１万分の

１程度以下，１基あたりの格納容器機能喪失頻度は年あたり

１０万分の１程度以下とし，両方が同時に満足されること」

（平成 18 年３月報告書） 
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2.スクリーニング基準の設定の考え方 

 

 

ＣＤＦ目標値10-4/炉年に対しては2桁を見越した10-6/炉年が，

ＣＦＦ目標値10-5/炉年に対しても2桁を見越した10-7/炉年がスク

リーニング基準として用いられている例があるが，これは，目標

に対する相対割合として1％を下回る頻度の事象であるので，これ

を考慮しない場合であっても目標に対して影響がないとみなして

いる。 

 

（注）スクリーニング基準とは，頻度への影響度を勘案し，考慮

する必要がないと判断できる閾値 

 

 

2. スクリーニング基準の設定の考え方 

補足第 2－2表に示すとおり，炉心損傷頻度（ＣＤＦ）のスクリ

ーニング基準（頻度への影響度を勘案し，考慮する必要がないと

判断できるしきい値）として，目標値である 10－４／炉年に対して

2桁低い 10－６／炉年が用いられている事例がある。また，格納容

器機能喪失頻度（ＣＦＦ）のスクリーニング基準として，目標値

である 10－５／炉年に対して 2 桁低い 10－７／炉年が用いられてい

る事例がある。これらは，目標値に対する相対割合として 1％を

下回る頻度の事象については目標に対して有意な影響がないとみ

なしていると考えられる。 

 

補足第 2－2表 目標値とスクリーニング基準 

 

2. スクリーニング基準の設定の考え方 

 

 

ＣＤＦ目標値 10-4／炉年に対しては２桁を見越した 10-6／炉年

が，ＣＦＦ目標値 10-5／炉年に対しても２桁を見越した 10-7／炉

年がスクリーニング基準として用いられている例があるが，これ

は，目標に対する相対割合として１％を下回る頻度の事象である

ので，これを考慮しない場合であっても目標に対して影響がない

とみなしている。 

 

（注）スクリーニング基準とは，頻度への影響度を勘案し，考慮

する必要がないと判断できるしきい値 
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3.スクリーニング基準設定の体系的整理 

 

 

① 炉心を守る設備の設計に際して，スクリーニング基準として

10-6/炉年（性能目標10-4×10-2）を適用することは妥当であり，

また，格納容器を守る設備の設計に際して，スクリーニング基

準として10-7/炉年（性能目標10-5×10-2）を適用することは妥

当と考える。 

② 『炉心を守る』という観点からは設備による違いがあるもので

はなく，いずれもスクリーニング基準として10-6を適用するこ

とが妥当と考える。また，同様に『格納容器を守る』という観

点からも設備による違いではなく，目的に応じたスクリーニン

グ基準として10-7/炉年を用いることは妥当と考える。 

 

3. スクリーニング基準設定の体系的整理 

①炉心を守る施設の設計に際して，スクリーニング基準として 10

－６／炉年（性能目標 10－４×10－２）を適用することは妥当であ

り，また，格納容器を守る施設の設計に際して，スクリーニン

グ基準として 10－７／炉年（性能目標 10－５×10－２）を適用する

ことは妥当と考える。（補足第 2－1図参照） 

②「炉心を守る」という観点からは，設備による違いがあるもの

ではなく，いずれもスクリーニング基準として 10－６／炉年を適

用することが妥当と考える。また，同様に，「格納容器を守る」

という観点からも設備による違いではなく，目的に応じたスク

リーニング基準として 10－７／炉年を適用することは妥当と考

える。（補足第 2－1 図参照） 

 

補足第 2－1図 スクリーニング基準設定の体系的整理の概念図 

 

 

3. スクリーニング基準設定の体系的整理 

 

① 炉心を守る設備の設計に際して，スクリーニング基準として

10-6／炉年（性能目標 10-4×10-2）を適用することは妥当であ

り，また，格納容器を守る設備の設計に際して，スクリーニ

ング基準として 10-7／炉年（性能目標 10-5×10-2）を適用する

ことは妥当と考える。 

② 『炉心を守る』という観点からは設備による違いがあるもの

ではなく，いずれもスクリーニング基準として 10-6／炉年を

適用することが妥当と考える。また，同様に『格納容器を守

る』という観点からも設備による違いではなく，目的に応じ

たスクリーニング基準として 10-7／炉年を用いることは妥当

と考える。 
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4.スクリーニング基準設定の体系的整理とJEAG4601との関係性 

 

 

③ DB施設に対する基準であるJEAG4601で，炉心を守る設備と格納

容器を守る設備の両方に対してスクリーニング基準として

10-7/炉年が採用されていることは，前述のスクリーニング基準

設定の体系的整理から言えば，10-7/炉年は格納容器を守る設備

の基準に相当し，炉心を守る設備に対して1桁保守性を有して

いる。 

 

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉のこの度の荷重の組合せの

検討においては，ＳＡ施設としての重要性に鑑み，JEAG4601に記

載されているＤＢ施設の設計の際のスクリーニング基準である

10-７/炉年に保守性を見込んだ10-8/炉年をＳＡ施設共通のスクリ

ーニングの目安とする。 

 

4. スクリーニング基準設定の体系的整理と JEAG4601 との関係 

③ＤＢ施設に対する基準である JEAG4601 において，炉心を守る施

設と格納容器を守る施設の両方に対してスクリーニング基準と

して 10－７／炉年が採用されていることは，「3.スクリーニング

基準設定の体系的整理」を踏まえると，10－７／炉年は格納容器

を守る施設の基準に相当し， 炉心を守る施設に対して 1桁の保

守性を有している。（補足第 2－2図参照） 

 

東海第二発電所における荷重の組合せの検討においては，ＳＡ 

施設としての重要性に鑑み，JEAG4601 に規定されているＤＢ施設

の設計の際のスクリーニング基準である10－７／炉年に1桁の保守

性を見込んだ 10－８／炉年を，ＳＡ施設共通のスクリーニングの目

安とする。 

 

 

補足第 2－2図 スクリーニング基準設定の体系的整理と 

JEAG4601 との関係の概念図 

 

4. スクリーニング基準設定の体系的整理とＪＥＡＧ４６０１と

の関係性 

 

 

③ ＤＢ施設に対する基準であるＪＥＡＧ４６０１で炉心を守る

設備と格納容器を守る設備の両方に対してスクリーニング基

準として 10-7／炉年が採用されていることは，前述のスクリ

ーニング基準設定の体系的整理から言えば，10-7／炉年は格納

容器を守る設備の基準に相当し，炉心を守る設備に対して１

桁保守性を有している。 

 

島根２号炉のこの度の荷重の組合せの検討においては，ＳＡ施

設としての重要性に鑑み，ＪＥＡＧ４６０１に規定されているＤ

Ｂ施設の設計の際のスクリーニング基準である 10－7／炉年に保守

性を見込んだ 10－8／炉年をＳＡ施設共通のスクリーニングの目安

とする。 
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【参考１】スクリーニング基準を定めている事例内容について 

 

【参考１】スクリーニング基準を定めている事例について 

 

【参考１】スクリーニング基準を定めている事例内容について 
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（補足1）ＳＡ施設に対する許容応力状態の考え方 

1. はじめに 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，「基準地

震動による地震力に対して、重大事故に（至るおそれがある事故

に）対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないもので

あること」（第39条第1項第1号，第3号）とされており，許容限界

の設定に際しては，ＤＢ施設の機能維持設計の解釈である第4条第

3項に係る別記2の規定に準ずる。具体的な許容限界の設定は，

JEAG4601のＤＢ施設に対する記載内容を踏まえ，ＳＡ施設におけ

る荷重の組合せと許容限界の設定方針を定めた。 

本資料では，ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設である原子炉格納容器

を代表に，許容応力状態の考え方を示す。 

 

2. ＤＢ施設としての原子炉格納容器の考え方 

ＤＢ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，弾性設計

（第4条第1項）と機能維持設計（第4条第3項）が求められている。

それらの基本的な考え方は，別記2によると，以下のとおりである。 

 

【地震力】 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の関係を

踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮すること 

【許容限界】 

弾 性 設 計 ：局部的に弾性限界を超える場合を容認しつつも施

設全体としておおむね弾性範囲に留まり得ること 

機能維持設計：塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小

さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕

を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼ

さないこと 

これらの弾性設計と機能維持設計の考え方の比較を補足1.1図

に示す。 

JEAG4601の許容応力状態の基本的な考え方を参考に，ＤＢ施設

の各運転状態と地震力との組合せに対する許容応力状態を，補足

1.1表に整理した。運転状態Ⅰ～Ⅲと弾性設計用地震動Ｓｄの組合

せに対しては，許容応力状態ⅢＡＳの許容限界が，又，運転状態Ⅰ

～Ⅲと基準地震動Ｓｓの組合せ及び運転状態Ⅳと弾性設計用地震

動Ｓｄの組合せに対しては，許容応力状態ⅣＡＳの許容限界が適用

される。 

 

（補足１）ＳＡ施設に対する許容応力状態の考え方 

1. はじめに 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，「基準地震

動による地震力に対して，重大事故に（至るおそれがある事故に）

対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものである

こと」（第 39 条第 1 項第 1 号，第 3 号）とされており，許容限

界の設定に際しては，ＤＢ施設の機能維持設計の解釈である第 4

条第 3 項に係る別記２の規定に準ずる。具体的な許容限界の設定

は，JEAG4601 のＤＢ施設に対する規定内容を踏まえ，ＳＡ施設に

おける荷重の組合せと許容限界の設定方針を定めた。 

本資料では，ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設である原子炉格納容器

を代表に，許容応力状態の考え方を示す。 

 

2. ＤＢ施設としての原子炉格納容器の考え方 

ＤＢ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，弾性設計

（第 4 条第 1 項）と機能維持設計（第 4 条第 3 項）が求められ

ている。それらの基本的な考え方は，別記２によると，以下のと

おりである。 

【地震力】 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の関係を

踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 

【許容限界】 

弾性設計：局部的に弾性限界を超える場合を容認しつつも施設

全体としておおむね弾性範囲に留まり得ること。 

機能維持設計：塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小

さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を

有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさな

いこと。 

これらの弾性設計と機能維持設計の考え方の比較を補足第1－1 

図に示す。 

JEAG4601 の許容応力状態の基本的な考え方を参考に，ＤＢ施設

の各運転状態と地震力との組合せに対する許容応力状態を，補足

第 1－1 表に整理した。 

運転状態Ⅰ～Ⅲと弾性設計用地震動Ｓｄの組合せに対しては，許

容応力状態ⅢAＳの許容限界が，また，運転状態Ⅰ～Ⅲと基準地震

動ＳＳの組合せ及び運転状態Ⅳと弾性設計用地震動Ｓｄの組合せ

に対しては，許容応力状態ⅣAＳの許容限界が適用される。 

補足２ 

ＳＡ施設に対する許容応力状態の考え方 

1. はじめに 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，「基準地震

動による地震力に対して、重大事故に(至るおそれがある事故に)

対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものである

こと」(第 39 条第１項第１号，第３号)とされており，許容限界

の設定に際しては，ＤＢ施設の機能維持設計の解釈である第４条

第３項に係る別記２の規定に準ずる。具体的な許容限界の設定は，

ＪＥＡＧ４６０１のＤＢ施設に対する記載内容を踏まえ，ＳＡ施

設における荷重の組合せと許容限界の設定方針を定めた。 

本資料では，ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設である原子炉格納容器

を代表に，許容応力状態の考え方を示す。 

 

2. ＤＢ施設としての原子炉格納容器の考え方 

ＤＢ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，弾性設計

(第４条第１項)と機能維持設計(第４条第３項)が求められてい

る。それらの基本的な考え方は，別記２によると，以下のとおり

である。 

【地震力】 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係

を踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮すること 

【許容限界】 

弾性設計   ：局部的に弾性限界を超える場合を容認しつつも施

設全体としておおむね弾性範囲に留まり得ること 

機能維持設計：塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小

さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕

を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼ

さないこと 

これらの弾性設計と機能維持設計の考え方の比較を補足 2－1 

図に示す。 

ＪＥＡＧ４６０１の許容応力状態の基本的な考え方を参考に，

ＤＢ施設の各運転状態と地震力との組合せに対する許容応力状態

を，補足 2－1 表に整理した。運転状態Ⅰ～Ⅲと弾性設計用地震

動Ｓｄの組合せに対しては，許容応力状態ⅢAS の許容限界が，又，

運転状態Ⅰ～Ⅲと基準地震動Ｓｓの組合せ及び運転状態Ⅳと弾性

設計用地震動Ｓｄの組合せに対しては，許容応力状態ⅣAS の許容

限界が適用される。 
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ここで，JEAG4601において，ＥＣＣＳ等および原子炉格納容器

に属する機器は，本来運転状態Ⅳ（L）を設計条件としていること

から，運転状態Ⅳ（L）と弾性設計用地震動Ｓｄの組合せに対して，

許容応力状態ⅢＡＳの許容限界を適用している。この考え方を反映

し，ＤＢ施設の原子炉格納容器についての各運転状態と地震力と

の組合せに対する許容応力状態を補足1.2表のとおり定めた。 

 

ここで，JEAG4601 において，ＥＣＣＳ等及び格納容器に属する

機器は，本来運転状態Ⅳ（L）を設計条件としていることから，運

転状態Ⅳ（L）と弾性設計用地震動Ｓｄの組合せに対して，許容応

力状態ⅢAＳの許容限界を適用している。この考え方を反映し，Ｄ

Ｂ施設の原子炉格納容器についての各運転状態と地震力との組合

せに対する許容応力状態を補足第 1－2 表のとおり定めた。 

 

ここで，ＪＥＡＧ４６０１において，ＥＣＣＳ等及び原子炉格

納容器に属する機器は，本来運転状態Ⅳ(L)を設計条件としている

ことから，運転状態Ⅳ(L)と弾性設計用地震動Ｓｄの組合せに対し

て，許容応力状態ⅢAS の許容限界を適用している。この考え方を

反映し，ＤＢ施設の原子炉格納容器についての各運転状態と地震

力との組合せに対する許容応力状態を補足 2－2 表のとおり定め

た。 
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補足1.1図 弾性設計と機能維持設計の考え方 

 

 

補足第 1－1図 弾性設計と機能維持設計の考え方 

 

補足 2－1図 弾性設計と機能維持設計の考え方 

 

 

    弾性設計の要求事項 

     機能維持設計の要求事項 

基準等の要求事項 

第４条第１項 

設計基準対象施設は，地震力に十分に耐

えることができるものでなければならな

い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許容限界 

【別記２】 

局部的に弾性変形を超える場合を容認

しつつも施設全体としておおむね弾性

範囲に留まり得ること 
 

【JEAG4601】 

  運転状態Ⅲに対する許容応力状態ⅢAを

基本としてさらに地震荷重に対する特

別の制限を加えた許容応力状態ⅢAS を

限度とする 

第４条第３項 

 耐震重要施設は，基準地震動による地震

力に対して安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない 
 

第 39 条第１項第１号，第３号 

基準地震動による地震力に対して重大事

故に(至るおそれがある事故に)対処する

ために必要な機能が損なわれるおそれが

ないものであること 

 

 

 

 

 

 

許容限界 

【別記２】 

 塑性ひずみが生じる場合であっても，そ

の量が小さなレベルに留まって破断延性

限界に十分な余裕を有し，その施設に要

求される機能に影響を及ぼさないこと 

【JEAG4601】 

  運転状態Ⅳに対する許容応力状態ⅣAを

基本としてさらに地震荷重に対する特

別の制限を加えた許容応力状態ⅣAS を

限度とする 

弾性設計 機能維持設計 

SA 施設の耐震設計において，DB 施設の耐震設計の考え方を準用する範囲 

地震力（別記２）              地震力（別記２） 

Ｓｄ又は静的地震力             Ｓｓ 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ， 

適切な地震力と組み合わせて考慮すること 

運転状態の定義(JEAG4601) 

運転状態(長期)Ⅳ(L)：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，長期間のものが作用している状態 

運転状態(短期)Ⅳ(S)：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，短期間のもの（例：JET，JET

反力，冷水注入による過渡現象等）が作用している状態 
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補足1.1表 許容応力区分（ＥＣＣＳ等以外） 

 

※ 本列には，強度評価で使用する許容応力状態を記載している

が，JEAG4601に倣い，－と記載する。（以降の表も同様） 

 

 

補足1.2表 許容応力区分（ＥＣＣＳ等） 

 

 

※ 原子炉格納容器は，ＬＯＣＡ後の最終障壁となることから，構

造全体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の最大内

圧とＳｄ地震動（又は静的地震力）との組合せを考慮する。こ

の場合の評価は，許容応力状態ⅣASの許容限界を用いて行う。 

 

3.ＳＡ施設としての原子炉格納容器の考え方 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，「基準地震

動による地震力に対して重大事故に（至るおそれがある事故に）

対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものである

こと」（第39条第1項第1号，第3号）とされており，以下のとおり，

機能維持設計の解釈である第4条第3項に係る別記2の規定に準ず

る。 

補足第 1－1表 許容応力区分（ＥＣＣＳ等以外） 

 

※ 本列には，強度評価で使用する許容応力状態を記載している

が，JEAG4601 に倣い，－と記載する。（以降の表も同様） 

 

補足第 1－2表 許容応力区分（ＥＣＣＳ等） 

 

※格納容器は，ＬＯＣＡ後の最終障壁となることから，構造全体

としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の最大内圧と 

Ｓｄ地震動（又は静的地震力）との組合せを考慮する。この場合

の評価は，許容応力状態ⅣAS の許容限界を用いて行う。 

 

3. ＳＡ施設としての格納容器の考え方 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，「基準地震

動による地震力に対して重大事故に（至るおそれがある事故に）

対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものである

こと」（第 39 条第 1 項第 1 号，第 3 号）とされており，以下の

とおり，機能維持設計の解釈である第 4 条第 3 項に係る別記２の

規定に準ずる。 

 

補足 2－1表 許容応力区分(ＥＣＣＳ等以外) 

 

※本列には，強度評価で使用する許容応力状態を記載しているが，

ＪＥＡＧ４６０１に倣い，－と記載する。(以降の表も同様) 

 

補足 2－2表 許容応力区分(ＥＣＣＳ等)  

 

 

 

※ 原子炉格納容器は，ＬＯＣＡ後の最終障壁となることから，構

造全体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の最大内

圧とＳｄ地震動(又は静的地震力)との組合せを考慮する。この

場合の評価は，許容応力状態ⅣAS の許容限界を用いて行う。 

 

3. ＳＡ施設としての原子炉格納容器の考え方 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，「基準地震

動による地震力に対して重大事故に(至るおそれがある事故に)対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものであるこ

と」(第 39 条第１項第１号，第３号)とされており，以下のとお

り，機能維持設計の解釈である第４条第３項に係る別記２の規定

に準ずる。 

 

 

地震動 

運転状態 
 －※ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA ⅢAS ⅣAS 

Ⅱ ⅡA ⅢAS ⅣAS 

Ⅲ ⅢA ⅢAS ⅣAS 

Ⅳ(L) ⅠA
＊ ⅢAS － 

Ⅳ(S) ⅣA －※ － 

 

【ＪＥＡＧ４６０１】 

ＥＣＣＳ等に属する機器は，本来運転状態Ⅳ(L)を設計条件として

いる。すなわち当該設備においては，この状態が運転状態 I に相

当するので，許容応力状態ⅠA
＊とした。 
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【地震力】 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の関係を

踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮すること 

【許容限界】 

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに

留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求され

る機能に影響を及ぼさないこと 

 

ＤＢ施設の考え方のうち，ＳＡ施設の機能維持設計で準ずる範

囲を補足1.1図の破線で示す。これらをもとに，以下のとおり，Ｓ

Ａ施設としての原子炉格納容器の地震力及び許容限界を検討し

た。 

【地震力】 

事故発生時を基点として，10-2年までの期間を短期（運転状態Ⅴ

(S)），10-2～2×10-1年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），2×10-1年以降

を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）と定義し，頻度概念を適用して各

運転状態と組み合わせる適切な地震力を検討した。この検討に際

し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安全裕度を確保するために，

頻度が保守的に算出されるよう各パラメータの設定にあたり，以

下の事項を考慮した。 

①ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度（ＣＤＦ）を

用いず，ＣＤＦの性能目標値である10-4/炉年を適用している。 

②地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震

動の年超過確率はJEAG4601・補-1984に記載の発生確率を用いた。 

 

 

その結果，運転状態Ⅴ(L)と組み合わせる地震力として，弾性設

計用地震動Ｓｄによる地震力，運転状態Ⅴ(LL)と組み合わせる地

震力として，基準地震動Ｓｓによる地震力を選定した。（補足1.3

表 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震力】 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の関係を

踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮すること 

【許容限界】 

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに

留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求され

る機能に影響を及ぼさないこと 

 

ＤＢ施設の考え方のうち，ＳＡ施設の機能維持設計で準ずる範

囲を補足第 1.1 図に破線で示す。これらを基に，以下のとおり，

ＳＡ施設としての原子炉格納容器の地震力及び許容限界を検討し

た。 

【地震力】 

事故発生時を基点として，10－２年までの期間を短期（運転状態

Ⅴ(S)），10－２から 2×10－２年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），2×10

－１年以降を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）と定義し，頻度概念を適

用して各運転状態と組合せる適切な地震力を検討した。この検討

に際し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安全裕度を確保するため

に，頻度が保守的に算出されるよう各パラメータの設定に当たり，

以下の事項を考慮した。 

①ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度（ＣＤＦ）を

用いず，ＣＤＦの性能目標値である 10－４／炉年を適用している。 

②地震ハザード解析結果から得られる超過確率を参照し，地震動

の超過確率は JEAG4601・補-1984 に記載の発生確率を用いた。 

 

 

その結果，運転状態Ⅴ(L)と組み合わせる地震力として，弾性設

計用地震動Ｓｄによる地震力，運転状態Ⅴ(LL)と組み合わせる地

震力として，基準地震動ＳＳによる地震力を選定した。（補足第 1

－3 表参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震力】 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係

を踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮すること 

【許容限界】 

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに

留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求され

る機能に影響を及ぼさないこと 

 

ＤＢ施設の考え方のうち，ＳＡ施設の機能維持設計で準ずる範

囲を補足 2－1 図の破線で示す。これらを基に，以下のとおり，

ＳＡ施設としての原子炉格納容器の地震力及び許容限界を検討し

た。 

【地震力】 

事故発生時を基点として，10－2 年までの期間を短期（運転状態

Ⅴ(S)），10－2～２×10－1 年を長期(L)(運転状態Ⅴ(L))，２×10－1 

年以降を長期(LL)(運転状態Ⅴ(LL))と定義し，頻度概念を適用し

て各運転状態と組み合わせる適切な地震力を検討した。この検討

に際し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安全裕度を確保するため

に，頻度が保守的に算出されるよう各パラメータの設定にあたり，

以下の事項を考慮した。 

① ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度(ＣＤＦ)を用

いず，ＣＤＦの性能目標値である 10－4/炉年を適用している。 

② 地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震

動の年超過確率はＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に記載の発生確率

を用いた。 

 

その結果，運転状態Ⅴ(L)と組み合わせる地震力として，弾性設

計用地震動Ｓｄによる地震力，運転状態Ⅴ(LL)と組み合わせる地

震力として，基準地振動Ｓｓによる地震力を選定した。(補足 2－

3 表 参照) 
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補足1.3表 原子炉格納容器のＳＡと地震の組合せの検討結果 

 

補足第 1－3表 原子炉格納容器のＳＡと地震の組合せの検討

結果 

 

補足 2－3表 原子炉格納容器のＳＡと地震の組合せの検討結果 
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【許容限界】 

設計条件を超える運転状態Ⅴの許容応力状態としてⅤAを定義

し，さらに地震との組合せにおいては，許容応力状態ⅤASを定義

した。 

新たに定義する許容応力状態ⅤASは，ＳＡに対処するために必

要な機能が損なわれない許容限界であり，前述の保守的な考慮に

より設定された運転状態Ⅴ(L)とＳｄによる地震力との組合せに

対して，柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉では，機能維持設計

の許容限界として適用実績のある許容応力状態ⅣASと同じ許容限

界を設定する。 

上記の基本的な考え方に基づき検討すると，補足1.4表に整理さ

れる。 

加えて，柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉では，ＤＢＡの状

態である運転状態Ⅰ～Ⅳは，ＤＢ施設と同様の許容応力状態とし，

各運転状態と地震力の組合せに対する許容応力状態を補足1.5表

のとおり設定した。 

 

補足1.4表 機能維持設計の考え方を適用した場合の原子炉格納容

器の許容応力区分 

 

【許容限界】 

設計条件を超える運転状態Ⅴの許容応力状態としてⅤA を定義

し，さらに地震との組合せにおいては，許容応力状態ⅤAS を定義

した。 

新たに定義する許容応力状態ⅤAS は，ＳＡに対処するために必

要な機能が損なわれない許容限界であり，前述の保守的な考慮に

より設定された運転状態Ⅴ(L)とＳｄによる地震力との組み合わ

せに対して，東海第二発電所では，機能維持設計の許容限界とし

て適用実績のある許容応力状態ⅣAS と同じ許容限界を設定する。 

上記の基本的な考え方に基づき検討すると，補足第 1.4 表に整理

される。 

加えて，東海第二発電所では，ＤＢＡの状態である運転状態Ⅰ

からⅣは，ＤＢ施設と同様の許容応力状態とし，各運転状態と地

震力の組合せに対する許容応力状態を補足第1.5 表のとおり設定

した。 

 

 

補足第 1－4表 機能維持設計の考え方を適用した場合の格納容

器の許容応力区分 

 

【許容限界】 

設計条件を超える運転状態Ⅴの許容応力状態としてⅤA を定義

し，さらに地震との組合せにおいては，許容応力状態ⅤAS を定義

した。 

新たに定義する許容応力状態ⅤAS は，ＳＡに対処するために必

要な機能が損なわれない許容限界であり，前述の保守的な考慮に

より設定された運転状態Ⅴ(L)とＳｄによる地震力との組み合わ

せに対して，島根２号炉では，機能維持設計の許容限界として適

用実績のある許容応力状態ⅣAS と同じ許容限界を設定する。 

上記の基本的な考え方に基づき検討すると，補足 2－4 表に整

理される。 

加えて，島根２号炉では，ＤＢＡの状態である運転状態Ⅰ～Ⅳ

は，ＤＢ施設と同様の許容応力状態とし，各運転状態と地震力の

組合せに対する許容応力状態を補足 2－5 表のとおり設定した。 

 

 

 

補足 2－4表 機能維持設計の考え方を適用した場合の原子炉格納

容器の許容応力区分 

  

 

地震動 

運転状態 
－ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA － ⅣAS 

Ⅱ ⅡA － ⅣAS 

Ⅲ ⅢA － ⅣAS 

Ⅳ(L) ⅠA
* ⅣAS － 

Ⅳ(S) ⅣA － － 

Ⅴ(LL) ⅤA － 
ⅤAS 

(ⅣAS) 

Ⅴ(L) ⅤA 
ⅤAS 

(ⅣAS) 
－ 

Ⅴ(S) ⅤA 
－ 

－ 

 

 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の

関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 

 

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベ

ルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設

に要求される機能に影響を及ぼさないこと。 
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補足1.5表 ＤＢ施設の許容応力状態に配慮した場合の原子炉格納 

容器の許容応力区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. ＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対する許容応力状態の比較 

補足1.6表に今回のＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対する許

容応力状態を比較する。今回のＳＡ施設の荷重条件は，ＤＢ施設

として規格基準上求められる設計条件を上回るものとなってい

る。 

 

 

補足第 1－5 表 ＤＢ施設の許容応力状態に配慮した場合の格納

容器の許容応力区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. ＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対する許容応力状態の比較 

補足第 1－6 表に今回のＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対す

る許容応力状態を比較する。今回のＳＡ施設の荷重条件は，ＤＢ

施設として規格基準上求められる設計条件を上回るものとなって

いる。 

 

補足 2－5表 ＤＢ施設の許容応力状態に配慮した場合の原子炉格 

納容器の許容応力区分 

  

 

 

 

 

 

4. ＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対する許容応力状態の比較 

補足 2－6 表に今回のＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対する

許容応力状態を比較する。今回のＳＡ施設の荷重条件は，ＤＢ施

設として規格基準上求められる設計条件を上回るものとなってい

る。 

 

 

地震動 

運転状態 
－ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA － ⅣAS 

Ⅱ ⅡA － ⅣAS 

Ⅲ ⅢA － 
ⅣAS 

Ⅳ(L) ⅠA
＊ ⅢAS － 

Ⅳ(S) ⅣA － － 

Ⅴ(LL) ⅤA － 
ⅤAS 

(ⅣAS) 

Ⅴ(L) ⅤA 
ⅤA S 

(ⅣA S) 
－ 

Ⅴ(S) ⅤA － － 

 

【島根２号炉の方針】 

ＤＢＡの状態である運転状態Ⅰ～Ⅳは，ＤＢ施設と同様の

許容応力状態とする。 
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補足1.6表 ＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対する原子炉格納容 

器の許容応力状態の比較 

 

 

 

 

 

※1：運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故のうち，原子炉格

納容器圧力が最も高くなる「原子炉冷却材喪失」の評価結果 

 

※2：重大事故に至るおそれのある事故又は重大事故のうち，「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用する場合）」における事故発生から2

×10-1年後の圧力 

※3：格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しない場合）

において，格納容器圧力の上昇の速度が遅く，格納容器スプ

レイ流量が抑制できるなど，格納容器圧力逃がし装置の使用

タイミングが遅くなる可能性があることから，事象発生後以

降の最大となる圧力（有効性評価結果の最高圧力） 

 

※4：構造体全体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の

最大内圧とＳｄ（又は静的地震力）との組合せを考慮する。 

 

※5：ⅤASの許容限界は，柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉では，

ⅣASと同じものを適用する。 

 

補足第 1－6 表 ＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対する格納容

器の許容応力状態の比較 

 

 

 

 

 

 

※1：運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故のうち，格納容器

圧力が最も高くなる「原子炉冷却材喪失」の評価結果 

 

※2：重大事故に至るおそれのある事故又は重大事故のうち，「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用する場合）」における事故発生から

2×10－１年後の圧力 

※3：重大事故に至るおそれのある事故又は重大事故のうち，「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用する場合）」の事故発生から 10－２年

後の圧力 

 

 

※4：構造体全体としての安全裕度を確認する意味で LOCA 後の最

大内圧とＳｄ（又は静的地震力）との組合せを考慮する。 

 

※5：ⅤAS の許容限界は，東海第二発電所は，ⅣAS と同じものを適

用する。 

補足 2－6表 ＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対する原子炉格 

納容器の許容応力状態の比較 

 

※１：運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故のうち，原子炉

格納容器圧力が最も高くなる「原子炉冷却材喪失」の評価

結果 

※２：重大事故に至るおそれのある事故又は重大事故のうち，「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却を使用する場合）」における事故発生から２

×10－1 年後の圧力 

※３：格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しない場

合）において，格納容器圧力の上昇の速度が遅く，格納容

器スプレイ流量が抑制できるなど，格納容器圧力逃がし装

置の使用タイミングが遅くなる可能性があることから，事

象発生後以降の最大となる圧力（有効性評価結果の最高圧

力） 

※４：構造体全体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後

の最大内圧とＳｄ(又は静的地震力)との組合せを考慮す

る。 

※５：ⅤAS の許容限界は，島根２号炉では，ⅣAS と同じものを適

用する。 

 

・圧力条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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（補足3）「地震の従属事象」と「地震の独立事象」について 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象で

あるかについては，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づく。なお，

確率論的な考察も考慮する。 

 

1. 「地震の従属事象」と「地震の独立事象」についての当社の定

義 

判断にあたり，ＳＡ施設の評価における「地震の従属事象」，「地

震の独立事象」について当社の定義を示す。この定義はＤＢ施設

に対して従前より適用してきた考え方に基づくものであり，

JEAG4601の記載とも整合したものとなっている。 

(1) 地震の従属事象 

設置許可基準規則の解釈別記2における「地震によって引き起こ

される事象（地震の従属事象）」の当社の定義は以下のとおり。 

・ある地震力を想定して，その地震力未満で設計された設備が，

その地震力を上回る地震が発生した際に確定論的に設備が損傷

すると仮定した場合に発生する事象 

(2) 地震の独立事象 

設置許可基準規則の解釈別記2における「地震によって引き起こ

されるおそれのない事象（地震の独立事象）」の当社の定義は以下

のとおり。 

・上記(1)のような確定論的な評価では引き起こされるおそれのな

い事象 

 

なお，JEAG4601においては，地震の従属事象は地震との組合せ

を実施し，地震の独立事象については，事象の発生頻度，継続時

間，地震の発生確率を踏まえ，10-7回/炉年を超える事象は組合せ

を実施している。 

 

2. ＤＢ施設の耐震設計の考え方等に基づく判断 

耐震Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能

が損なわれるおそれのないよう設計されている。この安全機能に

係る設計は，耐震Ｓクラス施設自体が，Ｓｓによる地震力に対し

て，損傷しないよう設計するだけでなく，下位クラスに属するも

のの波及的影響等に対しても，その安全機能を損なわないよう設

計することも含まれる。（補足3.1表） 

耐震Ｓクラス施設が健全であれば，炉心損傷防止に係る重大事

 

（補足 3）「地震の従属事象」と「地震の独立事象」について 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象で

あるかについては，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づく。なお，

確率論的な考察も考慮する。 

 

１．「地震の従属事象」と「地震の独立事象」についての当社の定

義 

判断に当たり，ＳＡ施設の評価における「地震の従属事象」，「地

震の独立事象」について当社の定義を示す。この定義はＤＢ施設

に対して従前より適用してきた考え方に基づくものであり，

JEAG4601 の規定とも整合したものとなっている。 

(1)地震の従属事象 

設置許可基準規則の解釈別記２における「地震によって引き起

こされる事象（地震の従属事象）」の当社の定義は以下のとおり。 

・ある地震力を想定して，その地震力未満で設計された設備が，

その地震力を上回る地震が発生した際に確定論的に設備が損傷

すると仮定した場合に発生する事象 

(2)地震の独立事象 

設置許可基準規則の解釈別記２における「地震によって引き起

こされるおそれのない事象（地震の独立事象）」の当社の定義は以

下のとおり。 

・上記のような確定論的な評価では引き起こされるおそれのない

事象 

 

なお，JEAG4601 においては，地震の従属事象は地震との組合せ

を実施し，地震の独立事象については，事象の発生頻度，継続時

間地震の発生確率を踏まえ，10－７回／炉年を超える事象は組合せ

を実施している。 

 

２．ＤＢ施設の耐震設計の考え方等に基づく判断 

耐震Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能

が損なわれるおそれのないよう設計されている。この安全機能に

係る設計は，耐震Ｓクラス施設自体が，Ｓｓによる地震力に対し

て， 損傷しないよう設計するだけでなく，下位クラスに属するも

のの波及的影響等に対しても，その安全機能を損なわないよう設

計することも含まれる。（補足第 3.1 表） 

耐震Ｓクラス施設が健全であれば，炉心損傷防止に係る重大事

補足３ 

「地震の従属事象」と「地震の独立事象」について 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象で

あるかについては，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づく。なお，

確率論的な考察も考慮する。 

 

1. 「地震の従属事象」と「地震の独立事象」についての当社の定

義 

判断にあたり，ＳＡ施設の評価における「地震の従属事象」，「地

震の独立事象」について当社の定義を示す。この定義はＤＢ施設

に対して従前より適用してきた考え方に基づくものであり，ＪＥ

ＡＧ４６０１の規定とも整合したものとなっている。 

(1) 地震の従属事象 

設置許可基準規則の解釈別記２における「地震によって引き起

こされる事象(地震の従属事象)」の当社の定義は以下のとおり。 

・ある地震力を想定して，その地震力未満で設計された設備が，

その地震力を上回る地震が発生した際に確定論的に設備が損傷

すると仮定した場合に発生する事象 

(2) 地震の独立事象 

設置許可基準規則の解釈別記２における「地震によって引き起

こされるおそれのない事象(地震の独立事象)」の当社の定義は以

下のとおり。 

・上記のような確定論的な評価では引き起こされるおそれのない

事象 

 

なお，ＪＥＡＧ４６０１においては，地震の従属事象は地震と

の組合せを実施し，地震の独立事象については，事象の発生頻度，

継続時間，地震の発生確率を踏まえ，10－7 回/炉年を超える事象

は組合せを実施している。 

 

2. ＤＢ施設の耐震設計の考え方等に基づく判断 

Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能が損

なわれるおそれのないよう設計されている。この安全機能に係る

設計は，Ｓクラス施設自体が，Ｓｓによる地震力に対して，損傷

しないよう設計するだけでなく，下位クラスに属するものの波及

的影響等に対しても，その安全機能を損なわないよう設計するこ

とも含まれる。(補足 3－1 表) 

Ｓクラス施設が健全であれば，炉心損傷防止に係る重大事故等
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故等対策の有効性評価において想定した全ての事故シーケンスに

対し，Ｓｓ相当の地震により，起因事象が発生したとしても緩和

設備が機能し，ＤＢ設計の範囲で事象を収束させることができる

ことを確認した。（補足3.2表） 

 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せ

の検討としては，Ｓｓ相当の地震に対して，運転状態Ⅴは地震に

よって引き起こされるおそれのない「地震の独立事象」として扱

い，運転状態Ⅴの運転状態と地震力とを適切に組み合わせる。 

 

故等対策の有効性評価において想定した全ての事故シーケンスに

対し，Ｓｓ相当の地震により，起因事象が発生したとしても緩和

設備が機能し，ＤＢ設計の範囲で事象を収束させることができる

ことを確認した。（補足第 3.2 表） 

 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せ

の検討としては，Ｓｓ相当の地震に対して，運転状態Ⅴは地震に

よって引き起こされるおそれのない「地震の独立事象」として扱

い，運転状態Ⅴの運転状態と地震力とを適切に組み合わせる。 

 

 

対策の有効性評価において想定した全ての事故シーケンスに対

し，Ｓｓ相当の地震により，起因事象が発生したとしても緩和設

備が機能し，ＤＢ設計の範囲で事象を収束させることができるこ

とを確認した。(補足 3－2 表) 

 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せ

の検討としては，Ｓｓ相当の地震に対して，運転状態Ⅴは地震に

よって引き起こされるおそれのない「地震の独立事象」として扱

い，運転状態Ⅴの運転状態と地震力とを適切に組み合わせる。 
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補足3.1 表 耐震Ｓクラスの設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足第 3－1表 耐震Ｓクラスの設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 3－1表 Ｓクラスの設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震の影響が考えられる事象 耐震性の担保 

耐震重要施設自体の損傷 
基準地震動による地震力に対して安全機能が

損なわれるおそれがないよう設計する。(４条) 

下位クラスの損傷の影響による

耐震重要施設の損傷 

耐震重要施設が，下位クラスに属するものの波

及的影響によって，その安全機能を損なわない

ように設計する。(４条) 

地震随伴 

事象 

溢水による 

耐震重要施設の損傷 

安全施設は，発電用原子炉施設内における溢水

が発生した場合においても安全機能を損なわ

ないよう設計する。(９条) 

津波による 

耐震重要施設の損傷 

設計基準対象施設は，基準津波に対して安全機

能が損なわれるおそれがないように設計する。

(５条) 

火災による 

耐震重要施設の損傷 

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉

施設の安全性が損なわれないよう設計する。 

(８条) 
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補足3.2表 地震の従属事象としての適用性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足第 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（1／4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（１／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足3.2 表 地震の従属事象としての適用性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足第 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（2／4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（２／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足3.2 表 地震の従属事象としての適用性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足第 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（3／4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（３／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足3.2 表 地震の従属事象としての適用性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足第 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（4／4） 

 

※１「地震加速度大」信号によるスクラムを想定 

 

【凡例】 

ＤＢ上のＳＳ耐震性 

  ○：有 ×：無 

地震の従属事象としての適用の有無 

○ ： 地震の従属事象であり， 地震と組合せ評価が必要なもの。 

△ ： 地震の従属事象であるが， 他の事象で代表され地震と組合せ評価が不要

なもの。 

×： 地震の従属事象でないもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（４／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足3.2 表 地震の従属事象としての適用性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（５／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足3.2 表 地震の従属事象としての適用性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（６／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（７／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（８／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（９／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について 

（１０／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39-142



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について 

（１１／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について 

（１２／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について 

（１３／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39-145



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について 

（１４／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について 

（１５／１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について 

（１６／１６） 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

対象機器は，地震ＰＲ

Ａにおいてモデル化し

ている機器を記載 
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3. 確率論的な考察 

2.のとおり，ＳＡ施設の耐震設計の荷重の組合せにおいて，確

定論の観点から運転状態Vは地震の独立事象として取り扱うこと

としている。 

このことについて参考のため，確率論的な観点から考察すると，

Ｓｓ相当（1209Gal※）までの地震力により炉心損傷に至る事故シ

ーケンスについて，緩和設備のランダム故障を除いた1炉心損傷頻

度（ＣＤＦ）であって，ＳＡ施設による対策の有効性の評価がＤ

Ｂ条件を超えるものの累積値は，ＳＡ施設を考慮した場合のＰＲ

Ａ評価を実施した結果，約8.2×10-8/炉年となった。 

※ 大湊側でのＳｓの最大加速度（解放基盤表面） 

 

1 地震損傷とランダム故障の組合せによる炉心損傷シナリオにつ

いては，保守的に除かないものとした。 

 

補足3.3 表 ＤＢ条件を超える事故シーケンスに対するＣＤＦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能目標のＣＤＦ（10-4/炉年）に対して1%を下回る頻度の事象

は，目標に対して影響がないといえるくらい小さい値と見なすこ

とができ，8.2×10-8/炉年はこれを大きく下回り，Ｓｓ相当までの

３．確率論的な考察 

２．のとおり，ＳＡ施設の耐震設計の荷重の組合せにおいて，

確定論の観点から運転状態Ｖは地震の独立事象として取り扱うこ

ととしている。 

このことについて，参考のため確率論的な観点から考察すると，

Ｓｓ相当（1.03G）までの地震力により炉心損傷に至る事故シーケ

ンスについて，緩和設備のランダム故障を除いた※１炉心損傷頻度

（ＣＤＦ）であって，ＳＡ施設による対策の有効性の評価がＤＢ

条件を超えるものの累積値は，一部のＳＡ施設を考慮した場合の

ＰＲＡを実施した結果，約 3.7×10－７／炉年となった。 

 

 

※１地震損傷とランダム故障の組合せによる炉心損傷シナリオ

については，保守的に除かないものとした。 

 

補足第 3－3表 ＤＢ条件を超える事故シーケンスに対するＣＤＦ 

 

 

性能目標のＣＤＦ（10－４／炉年）に対して 1％を下回る頻度の

事象は，目標に対して影響がないといえるくらい小さい値と見な

すことができ，3.7×10－７／炉年はこれを下回り，Ｓｓ相当まで

3. 確率論的な考察 

2.のとおり，ＳＡ施設の耐震設計の荷重の組合せにおいて，確

定論の観点から運転状態Ｖは地震の独立事象として取り扱うこと

としている。 

このことについて参考のため，確率論的な観点から考察すると，

Ｓｓ相当（820gal）までの地震力により炉心損傷に至る事故シー

ケンスについて，緩和設備のランダム故障を除いた※１炉心損傷頻

度（ＣＤＦ）であって，ＳＡ施設による対策の有効性の評価がＤ

Ｂ条件を超えるものの累積値は，一部のＳＡ施設を考慮した場合

のＰＲＡ評価を実施した結果，約 1.0×10-7／炉年となった。 

 

 

※１：地震損傷とランダム故障の組合せによる炉心損傷シナリオ

については，保守的に除かないものとした。 

 

補足 3－3表 ＤＢ条件を超える事故シーケンスに対するＣＤＦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能目標のＣＤＦ（10-4／炉年）に対して１％を下回る頻度の事

象は，目標に対して影響がないといえるくらい小さい値と見なす

ことができ，1.0×10-7／炉年はこれを大きく下回り，Ｓｓ相当ま

 

 

 

 

 

・地震動の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・地震動の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎サイトでは，大湊

側，荒浜側の２種類の

Ｓｓを評価しているた

め，対象となるＳｓを

記載 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

東海第二では，保守的

に炉心損傷直結事象を

含めた結果を記載 
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地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Vの発生確率は極めて低

いと考えられる。従って，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷

重の組合せの検討において，運転状態Vが地震によって引き起こさ

れるおそれがないとして扱うことは妥当と考える。 

 

の地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Ⅴの発生確率は極めて

低いと考えられる。したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計にお

ける荷重の組合せの検討において，運転状態Ⅴが地震によって引

き起こされるおそれがないとして扱うことは妥当と考える。 

 

 

 

 

での地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Ｖの発生確率は極め

て低いと考えられる。したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計に

おける荷重の組合せの検討において，運転状態Ｖが地震によって

引き起こされるおそれがないとして扱うことは妥当と考える。 
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（参考）余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出 

1 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出方法 

1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価 

地震ＰＲＡにおいては，前震，本震全体を考慮した評価方法は

ないことから，1回の地震による評価を2回使用することで前震，

本震を考慮することとする。評価方法の概念図を参考1.1.1図に示

す。 

 

 

参考1.1.1 図 本震前に前震を考慮した場合の評価方法 

 

 

 

 

（参考）余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出 

１ 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出方法 

1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価 

地震ＰＲＡにおいては，前震，本震全体を考慮した評価方法は

ないことから，1回の地震による評価を 2回使用することで前震，

本震を考慮することとする。評価方法の概念図を参考第 1.1－1 図

に示す。 

 

 

参考第 1.1－1 図 本震前に前震を考慮した場合の評価方法 

（参考）余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出 

1. 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出方法 

1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価 

地震ＰＲＡにおいては，前震，本震全体を考慮した評価方法は

ないことから，１回の地震による評価を２回使用することで前震，

本震を考慮することとする。評価方法の概念図を参考 1.1－1 図

に示す。 

 

参考 1.1－1 図 本震前に前震を考慮した場合の評価方法 
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次に考慮すべきケースの網羅性についての検討結果を示す。 

緩和設備は冗長性を有するが，地震ＰＲＡでは冗長設備は同時

に損傷するとして評価しているため，1つの系統が機器損傷し，残

りの系統が健全となるケースは考慮せず，1つの設備が損傷する確

率で全台の当該設備が損傷に至るものとして保守的に評価してい

る。 

そのため，緩和設備の状態について考えられる全ての組合せを

抽出し，現行の地震ＰＲＡでどのように整理されるかを考慮した。

なお，以下は2つの系統で冗長化されている系統の場合について代

表して記載する（3つの系統で冗長化されている場合も同様の整理

となる）。 

 

 

前震及び前震後の本震による緩和設備の状態の組合せを次に示

す。 

 

 

〇前震による緩和設備の状態の組合せは，緩和設備の状態（ラン

ダム故障，地震による機器損傷，健全）の9通りの全ての組合せ

を考慮。 

 

次に考慮すべきケースの網羅性についての検討結果を示す。 

緩和設備は冗長性を有するが，地震ＰＲＡでは冗長設備は同時

に損傷するとして評価しているため，1 つの系統が機器損傷し，

残りの系統が健全となるケースは考慮せず，1 つの設備が損傷す

る確率で全台の当該設備が損傷に至るものとして保守的に評価し

ている。 

そのため，緩和設備の状態について考えられる全ての組合せを

抽出し，現行の地震ＰＲＡでどのように整理されるかを考慮した。

なお，以下は 2 つの系統で冗長化されている系統の場合について

代表して記載する（3 つの系統で冗長化されている場合も同様の

整理となる）。 

 

 

前震及び前震後の本震による緩和設備の状態の組合せを次に示

す。 

 

 

〇前震による緩和設備の状態の組合せは，緩和設備の状態（ラン

ダム故障，地震による機器損傷，健全）の 9 通りの全ての組合

せを考慮。 

 

次に考慮すべきケースの網羅性についての検討結果を示す。 

緩和設備は冗長性を有するが，地震ＰＲＡでは冗長設備は同時

に損傷するとして評価しているため，１つの系統が機器損傷し，

残りの系統が健全となるケースは考慮せず，１つの設備が損傷す

る確率で全台の当該設備が損傷に至るものとして保守的に評価し

ている。 

そのため，緩和設備の状態について考えられる全ての組合せを

抽出し，現行の地震ＰＲＡでどのように整理されるかを考慮した。

なお，以下は２つの系統で冗長化されている系統の場合について

代表して記載する（３つの系統で冗長化されている場合も同様の

整理となる）。 

 

  

前震及び前震後の本震による緩和設備の状態の組合せを次に示

す。 

 

 

○前震による緩和設備の状態の組合せは，緩和設備の状態（ラン

ダム故障，地震による機器損傷，健全）の９通りの全ての組合

せを考慮。 
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〇冗長設備は同時に損傷するとして評価するため，「ランダム故障

と地震による機器損傷」「片方の系統のみ地震により機器損傷」

のケースについては，「両方の系統とも地震により損傷」として

整理。 

〇緩和設備が「両方の系統ともランダム故障」のケースはランダ

ム故障として整理 

〇前震後の本震による緩和設備の状態の組合せは，前震後に健全

な系統の緩和設備が本震により損傷するか否かの組合せであ

り，８通り全ての組合せを想定。 

〇ランダム故障は前震側で考慮しているため，前震と前震後の本

震による緩和設備の状態の組合せについては，「両方の系統とも

ランダム故障」となる組合せを除き，前震とその後の本震で同

じ組合せとなった。 

〇そのため，地震規模を同程度とすると，地震により機器が損傷

する確率は前震と本震で同程度となる。 

 

1.2 本震後の余震を考慮した場合の影響について 

地震ＰＲＡにおいては，本震，余震全体を考慮した計算方法は

ないことから，「本震前に前震を考慮した場合」と同様に1回の地

震による評価を2回用いることで本震，余震を考慮することとし，

影響の検討を行う。 

また，想定する地震規模として，本震及び余震の地震加速度を

120Galから1209Galの全ての地震による影響を考慮して組み合わ

せる場合，「(4)本震前に前震を考慮した場合の影響」においても

前震及び本震の地震加速度を120Galから1209Galの全ての地震に

よる影響を考慮して組み合わせていることを踏まえると，前震を

本震に，本震を余震に読み替えることで同じ影響を評価すること

となる。 

以上より本震，余震による炉心損傷頻度は， 

A/炉年 ＋ B/炉年 ＋ B/炉年 

で算出される 

 

2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積の算出結果 

地震ＰＲＡにおいては，本震による影響のみを評価しているが，

算出したＳｓ相当(1209Gal)までの本震による全炉心損傷頻度は

120Gal※からＳｓ相当である1209Galまでの地震による影響を累積

した評価であり，緩和設備のランダム故障が重畳することで炉心

〇冗長設備は同時に損傷するとして評価するため，「ランダム故障

と地震による機器損傷」「片方の系統のみ地震により機器損傷」

のケースについては，「両方の系統とも地震により損傷」として

整理。 

〇緩和設備が「両方の系統ともランダム故障」のケースはランダ

ム故障として整理。 

〇前震後の本震による緩和設備の状態の組合せは，前震後に健全

な系統の緩和設備が本震により損傷するか否かの組合せであ

り，8通り全ての組合せを想定。 

〇ランダム故障は前震側で考慮しているため，前震と前震後の本

震による緩和設備の状態の組合せについては，「両方の系統とも

ランダム故障」となる組合せを除き，前震とその後の本震で同

じ組合せとなった。 

〇そのため，地震規模を同程度とすると，地震により機器が損傷

する確率は前震と本震で同程度となる。 

 

1.2 本震後の余震を考慮した場合の影響について 

地震ＰＲＡにおいては，本震，余震全体を考慮した計算方法は

ないことから，「本震前に前震を考慮した場合」と同様に 1回の地

震による評価を 2回用いることで本震，余震を考慮することとし，

影響の検討を行う。 

また，想定する地震規模として，本震及び余震の地震加速度を

0.16G から 1.03G の全ての地震による影響を考慮して組み合わせ

る場合，「1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価」において

も前震及び本震の地震加速度を 0.16G から 1.03G の全ての地震に

よる影響を考慮して組み合わせていることを踏まえると，前震を

本震に，本震を余震に読み替えることで同じ影響を評価すること

となる。 

以上より本震，余震による炉心損傷頻度は，次式で算出される。 

Ａ／炉年＋ Ｂ／炉年＋ Ｂ／炉年 

 

 

2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積の算出結果 

地震ＰＲＡにおいては，本震による影響のみを評価しているが

算出したＳｓ相当(1.03G)までの本震による全炉心損傷頻度は

0.16G からＳｓ相当である 1.03G までの地震による影響を累積し

た評価であり，緩和設備のランダム故障が重畳することで炉心損

○冗長設備は同時に損傷するとして評価するため，「ランダム故障

と地震による機器損傷」「片方の系統のみ地震により機器損傷」

のケースについては，「両方の系統とも地震により損傷」として

整理。 

○緩和設備が「両方の系統ともランダム故障」のケースはランダ

ム故障として整理。 

○前震後の本震による緩和設備の状態の組合せは，前震後に健全

な系統の緩和設備が本震により損傷するか否かの組合せであ

り，８通り全ての組合せを想定。 

○ランダム故障は前震側で考慮しているため，前震と前震後の本

震による緩和設備の状態の組合せについては，「両方の系統とも

ランダム故障」となる組合せを除き，前震とその後の本震で同

じ組合せとなった。 

○そのため，地震規模を同程度とすると，地震により機器が損傷

する確率は前震と本震で同程度となる。 

 

1.2 本震後の余震を考慮した場合の影響について 

地震ＰＲＡにおいては，本震，余震全体を考慮した計算方法は

ないことから，「本震前に前震を考慮した場合」と同様に１回の地

震による評価を２回用いることで本震，余震を考慮することとし，

影響の検討を行う。 

また，想定する地震規模として，本震及び余震の地震加速度を

0gal から 820gal の全ての地震による影響を考慮して組み合わせ

る場合，「1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価」において

も前震及び本震の地震加速度を 0gal から 820gal の全ての地震

による影響を考慮して組み合わせていることを踏まえると，前震

を本震に，本震を余震に読み替えることで同じ影響を評価するこ

ととなる。 

以上より，本震，余震による炉心損傷頻度は， 

Ａ／炉年＋ Ｂ／炉年＋ Ｂ／炉年 

で算出される。 

 

2. 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積の算出結果

地震ＰＲＡにおいては，本震による影響のみを評価しているが， 

算出したＳｓ相当（820gal）までの本震による全炉心損傷頻度は

0gal からＳｓ相当である820gal までの地震による影響を累積し

た評価であり，緩和設備のランダム故障が重畳することで炉心損

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地震動の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉では，地震

加速度の下限を 0gal

として外部電源喪失の

発生を評価している。

以降，同様な相違につ

いては記載省略 

 

 

 

 

 

・地震動の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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損傷に至るケースが含まれている。 

Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積は約1.2×

10-7/炉年であり，そのうち緩和設備のランダム故障によるものが

約2.5×10-8/炉年，緩和設備の地震による損傷によるものが約9.5

×10-8/炉年である。 

※地震PRAの評価対象範囲の地震加速度（解放基盤表面におけ

る）の下限値。 

 

 

 

2.2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1項の算出結果を用い，1.2項及び1.3項の算出式で，評価を行

った。 

A/炉年＋ B/炉年＋ B/炉年 

＝約2.5×10-8/炉年＋ 約9.5×10-8/炉年＋ 約9.5×10-8/炉年 

 

＝約2.2×10-7/炉年 

 

以上の算出結果から，余震，前震を考慮した炉心損傷頻度は約

2.2×10-7/炉年と非常に低い値となる。 

傷に至るケースが含まれている。 

Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積は約 4.1×10-

７／炉年であり，そのうち緩和設備のランダム故障によるものが約

3.5×10－８／炉年，緩和設備の地震による損傷によるものが約 3.7

×10－７／炉年である。 

 

 

 

 

 

2.2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 項の算出結果を用い，1.2 項及び 1.3 項の算出式で，評価

を行った。 

Ａ／炉年＋ Ｂ／炉年＋ Ｂ／炉年 

＝約 3.5×10－８／炉年＋ 約 3.7×10－７／炉年＋ 約 3.7×10－７／

炉年 

＝約 7.8×10－７／炉年 

 

以上の算出結果から，余震，前震を考慮した炉心損傷頻度は約

7.8×10－７／炉年と非常に低い値となる。 

傷に至るケースが含まれている。 

Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積は約

3.3×10-7／炉年であり，そのうち緩和設備のランダム故障による

ものが約 5.5×10-9／炉年，緩和設備の地震による損傷によるもの

が約 3.3×10-7／炉年である。 

 

 

 

 

 

2.2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 項の算出結果を用い，1.1 項及び 1.2 項の算出式で評価を

行った。 

Ａ／炉年＋ Ｂ／炉年＋ Ｂ／炉年 

＝約 5.5×10-9／炉年＋ 約 3.3×10-7／炉年＋ 約 3.3×10-7／炉年 

 

＝約 6.6×10-7／炉年 

 

以上の算出結果から，余震，前震を考慮した炉心損傷頻度は約

6.6×10-7／炉年と非常に低い値となる 
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（補足4） ＤＢＡによる履歴を考慮しなくてよい理由 

6.1～6.4項において，運転状態Ⅰ～ⅣとＳｓの組合せにおいて

適用するとした許容応力状態ⅣASの適用性について，以下のとお

り検討した。 

JEAG4601に記載されるⅣASは，材料の塑性域にわずかに入るこ

とを許容した許容応力状態であり，ⅣASにおける許容応力は，設

計引張強さSu又は設計降伏点Syに一定の係数を乗じて設定するも

のである。 

例として，クラス1容器及びクラスＭＣ容器の許容応力を補足

4.1表及び補足4.2表に，応力－ひずみ線図と許容応力の関係を補

足4.1図にそれぞれ示す。 

補足4.1表，4.2表及び補足4.1図より，ⅣASは，破断延性限界に

対して十分な余裕を有し，Ｓｓに対する安全機能を損なうおそれ

のない要件を十分満足できるものである。 

 

補足4.1表 クラス1容器の許容応力 

 

 

 

補足4.2表 クラスＭＣ容器の許容応力 

 

 

 

 

補足4.1図 応力－ひずみ線図と許容応力の関係 

 

（補足 4）ＤＢＡによる履歴を考慮しなくてよい理由 

6.1 から 6.4 項において，運転状態ⅠからⅣとＳＳの組合せに

おいて適用するとした許容応力状態ⅣAS の適用性について， 以下

のとおり検討した。 

JEAG4601 に規定されるⅣAS は，材料の塑性域にわずかに入るこ

とを許容した許容応力状態であり，ⅣAS における許容応力は， 設

計引張強さ Su 又は設計降伏点 Sy に一定の係数を乗じて設定する

ものである。 

例として，クラス 1容器及びクラス MC 容器の許容応力を補足第

4－1 表及び補足第 4－2 表に，応力－ひずみ線図と許容応力の関

係を補足第 4.1 図にそれぞれ示す。 

補足第 4－1表，補足第 4－2表及び補足第 4－1図より，ⅣAS は，

破断延性限界に対して十分な余裕を有し，ＳＳに対する安全機能

を損なうおそれのない用件を十分満足できるものである。 

 

補足第 4－1表 クラス１容器の許容応力 

 

補足第 4－2表 クラス MC 容器の許容応力 

 

（注）：αは純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は

1.5 のいずれか小さいほうの値とする。 

 

補足第 4－1図 応力－ひずみ線図と許容応力の関係 

補足４ 

ＤＢＡによる履歴を考慮しなくてよい理由 

6.1～6.4 項において，運転状態Ⅰ～ⅣとＳｓの組合せにおいて

適用するとした許容応力状態ⅣＡS の適用性について，以下のとお

り検討した。 

ＪＥＡＧ４６０１に規定されるⅣＡS は，材料の塑性域にわずか

に入ることを許容した許容応力状態であり，ⅣAS における許容応

力は，設計引張強さＳｕ又は設計降伏点Ｓｙに一定の係数を乗じ

て設定するものである。 

例として，クラス 1 容器及びクラスＭＣ容器の許容応力を補足

4－1 表及び補足 4－2 表に，応力－ひずみ線図と許容応力の関係

を補足 4－1 図にそれぞれ示す。 

補足 4－1 表，補足 4－2 表及び補足 4－1 図より，ⅣAS は，破

断延性限界に対して十分な余裕を有し，Ｓｓに対する安全機能を

損なうおそれのない用件を十分満足できるものである。 

 

補足 4－1表 クラス１容器の許容応力 

 

 

 

補足 4－2表 クラスＭＣ容器の許容応力 

 

 

(注)：α は純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は

1.5 のいずれか小さいほうの値とする。 

 

補足 4－1図 応力－ひずみ線図と許容応力の関係 
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次に，ⅣAS相当の応力を生じさせる荷重が繰り返し作用した場

合の耐震性への影響について，発生応力（一次応力）がSyを超え

る場合に生じるひずみ履歴（イメージ図）を補足4.2図に示し，以

下のとおり検討する。 

(1) ⅣASは，材料の塑性域にわずかに入ることを許容した許容応

力状態である。 

(2) 発生応力が設計降伏点Sy以下なら残留ひずみは生じない。（0

→a→0）

(3) 発生応力SF(荷重Fによる応力)がSyを超える場合は，除荷後に

残留ひずみεが生じる。（0→a→b→c）

(4) 2回目以降，荷重Fと同等の荷重が生じた場合，1回目と同様の

弾性的挙動を示し，SFが発生する。(c→b)

(5) (1)により，ⅣAS相当の応力に対して，材料はわずかに塑性域

に入る程度であり，ⅣAS相当の応力を生じる荷重が生じた場

合，(3)と同様の挙動を示す。

(6) 2回目以降，同様の荷重が発生したとしても，(4)の挙動を示

すことから，耐震設計においてⅣASを許容応力状態として適用

することにより耐震性は確保される。

補足4.2図 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ(一次応力) 

次に，ⅣAS 相当の応力を生じさせる荷重が繰り返し作用した場

合の耐震性への影響について，発生応力（一次応力）が Sy を超え

る場合に生じるひずみ履歴（イメージ図）を補足第 4－2図に示し，

以下のとおり検討する。 

(1)ⅣAS は，材料の塑性域にわずかに入ることを許容した許容応力

状態である。 

(2)発生応力が設計降伏点 Sy 以下なら残留ひずみは生じない。（0

→a→0）

(3)発生応力 SF(荷重 F による応力)が Sy を超える場合は，除荷後

に残留ひずみεrが生じる。（0→a→b→c）

(4)2 回目以降，荷重 F と同等の荷重が生じた場合，1 回目と同様

の弾性的挙動を示し，SFが発生する。(c→b)

(5) (1)により，ⅣAS 相当の応力に対して，材料はわずかに塑性域

に入る程度であり，ⅣAS 相当の応力を生じる荷重が生じた場合，

(3)と同様の挙動を示す。

(6)2 回目以降，同様の荷重が発生したとしても，(4)の挙動を示

すことから， 耐震設計においてⅣAS を許容応力状態として適用

することにより耐震性は確保される。

補足第 4－2図 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ(一次

応力) 

次に，ⅣAS 相当の応力を生じさせる荷重が繰り返し作用した

場合の耐震性への影響について，発生応力(一次応力)がＳｙを超

える場合に生じるひずみ履歴(イメージ図)を補足 4－2 図に示

し，以下のとおり検討する。 

(1) ⅣAS は，材料の塑性域にわずかに入ることを許容した許容応

力状態である。

(2) 発生応力が設計降伏点Ｓｙ以下なら残留ひずみは生じない。

(０→ａ→０)

(3) 発生応力ＳＦ(荷重Ｆによる応力)がＳｙを超える場合は，除荷

後に残留ひずみ ε が生じる。(０→ａ→ｂ→ｃ)

(4) ２回目以降，荷重Ｆと同等の荷重が生じた場合，１回目と同

様の弾性的挙動を示し，ＳＦが発生する。(ｃ→ｂ)

(5) (1)により，ⅣAS 相当の応力に対して，材料はわずかに塑性

域に入る程度であり，ⅣAS 相当の応力を生じる荷重が生じた

場合，(3)と同様の挙動を示す。

(6) ２回目以降，同様の荷重が発生したとしても，(4)の挙動を示

すことから，耐震設計においてⅣAS を許容応力状態として適

用することにより耐震性は確保される。

補足 4－2図 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ(一次応

力) 
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